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運用報告書（全体版）
第13期

（決算日 2015年 8 月20日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申

し上げます。
さて、「ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・

ファンド」は、このたび、第13期の決算を行
ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド
★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式
信 託 期 間 約 9 年間（2009年 2 月13日～2018年 2 月20日）
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

当 フ ァ ン ド
次の各ファンドの受益
証券（振替受益権を含
みます。）

ＢＮＰパリバ・ブラジル
株式ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）

ＢＮＰパリバ・ブラジ
ル株式マザーファンド
の受益証券

ダ イ ワ ・ ロ シ ア 株
ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）

ダ イ ワ・ ロ シ ア 株 マ
ザーファンドの受益証
券

ダイワ ・ダイナミック・
インド株ファンド（FOFs 用）

（適格機関投資家専用）

ダイワ・インド株アク
ティブ・マザーファン
ドの受益証券

チャイナ龍翔（FOFs 用）
（適格機関投資家専用）

チャイナ・エクイティ・
マザーファンドの受益
証券

当ファンドの
運 用 方 法

①主として、ブラジル、ロシア、インドおよび
中国地域（中国、香港、台湾）の株式を主要投
資対象とする複数の投資信託証券に投資するこ
とにより、信託財産の成長をめざします。
②各投資信託証券への配分は、主要投資対象国
（※）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株
価バリュエーション、流動性等を分析して、信
託財産の純資産総額の25％±15％程度の範囲内
とします。
※主要投資対象国：�ブラジル、ロシア、インド、

中国
③為替変動リスクを回避するための為替ヘッジ
は原則として行ないません。

投資信託証券
組 入 制 限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定し
ます。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。



ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

決 算 期
基 準 価 額

ＭＳＣＩエマージング・
マーケット指数

（配当込み、円換算） 投資信託
受益証券
組入比率

純 資 産
総 額

（分配落） 税 込 み
分 配 金

期　　中
騰 落 率 （参考指数） 期　　中

騰 落 率
円 円 ％ ％ ％ 百万円

9 期末（2013年 8 月20日） 11, 566 0 △� 13. 5 21, 269 △� 5. 5 98. 5 234 
10期末（2014年 2 月20日） 12, 045 0 4. 1 22, 803 7. 2 98. 3 199 
11期末（2014年 8 月20日） 13, 876 500 19. 4 26, 468 16. 1 98. 2 138 
12期末（2015年 2 月20日） 14, 306 0 3. 1 28, 054 6. 0 98. 1 120 
13期末（2015年 8 月20日） 13, 094 0 △� 8. 5 25, 344 △� 9. 7 97. 8 98 

（注 1 ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2 ）�ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数

（配当込み、米ドルベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を10, 000として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩエマージン
グ・マーケット指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰
属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 3 ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。

 最近 5期の運用実績

1



ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

■基準価額・騰落率
期　首：14, 306円　
期　末：13, 094円
騰落率：△8. 5％　

■基準価額の主な変動要因
ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域の株式に投資した結果、基準価額は値下がりしました。
株式は、ブラジル株式の下落などがマイナス要因となりました。為替は、ブラジル・レアルが対円で
大幅安となったことなどがマイナス要因となりました。

《運用経過》
 基準価額等の推移について

流　用

■組入ファンドの当期中の騰落率
組入ファンド 騰落率

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △23. 3％
ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △3. 8％
ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △5. 3％
チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △3. 0％
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

年　　月　　日 基　 準　 価 　額 ＭＳＣＩエマージング・マーケット指数
（配当込み、円換算）

投資信託
受益証券
組入比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％
（期首）2015年 2 月20日 14, 306 ― 28, 054 ― 98. 1

2 月末 14, 194 △� 0. 8 28, 347 1. 0 97. 0
3 月末 13, 353 △� 6. 7 27, 897 △� 0. 6 98. 1
4 月末 15, 195 6. 2 30, 265 7. 9 97. 9
5 月末 15, 336 7. 2 30, 039 7. 1 98. 7
6 月末 14, 804 3. 5 28, 435 1. 4 98. 0
7 月末 13, 722 △� 4. 1 26, 962 △� 3. 9 97. 9

（期末）2015年 8 月20日 13, 094 △� 8. 5 25, 344 △� 9. 7 97. 8
（注）騰落率は期首比。

ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

■基準価額・騰落率
期　首：14, 306円　
期　末：13, 094円
騰落率：△8. 5％　

■基準価額の主な変動要因
ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域の株式に投資した結果、基準価額は値下がりしました。

株式は、ブラジル株式の下落などがマイナス要因となりました。為替は、ブラジル・レアルが対円で
大幅安となったことなどがマイナス要因となりました。

《運用経過》
 基準価額等の推移について

流　用

■組入ファンドの当期中の騰落率
組入ファンド 騰落率

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △23. 3％
ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △3. 8％
ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） △5. 3％
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（円）
16, 000

15, 000

14, 000

13, 000

12, 000

11, 000

（億円）
2. 5

2. 0

1. 5

1. 0

0. 5

0
期　首

（2015. 2. 20）
期　末

（2015. 8. 20）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

1

4791dam_交付_.indd   1 2015/10/05   9:58:03

3



ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

 投資環境について

○株式市況
・ブラジル

ブラジル株式は、期首から2015年 5 月上旬にかけて、商品価格の回復や政府による財政緊縮への
取り組み姿勢の改善、ペトロブラス社の汚職スキャンダルの幕引きなどによりブラジルの格下げが
回避されるとの見方が広がったことなどから、株式市況は落ち着きを取り戻し上昇しました。しか
し上昇は長くは続かず、依然として高いインフレ率を背景に、追加利上げの実施や財政再建に向け
た増税、ギリシャの債務問題、中国株式や商品市況の悪化などが重しとなり、株式市況は大きく下
落して期末を迎えました。
・ロシア

ロシア株式は、期首から2015年 3 月中旬にかけて、原油価格などの商品市況が下落したことやイ
ンフレ率が依然として高い伸びを示していたことなどが嫌気され、軟調な値動きとなりました。そ
の後、一部の経済指標に改善の兆しが出てきたことや原油価格が上昇に転じたこと、他の新興国市
場と比較して株価バリュエーションが割安なことなどが支援材料となり、 5月中旬にかけて上昇基
調となりました。 6月下旬にかけては、原油価格の上昇に一服感が出てきたこと、ロシア中央銀行
が外貨準備高増加をめざして外貨買い／ロシア・ルーブル売りを実施したこと、中国本土株式が急
落したこと、ギリシャの債務問題への不透明感が台頭したことなどが嫌気され、下落基調となりま
した。期末にかけても、イランへの経済制裁解除による原油供給量の増加観測から原油価格が大幅
安となったことや中国が人民元を切下げたことをきっかけに投資家のリスク回避姿勢が強まったこ
となどを受けて、軟調な展開が続きました。
・インド

インド株式は、期首から2015年 6 月中旬にかけて、下落基調となりました。格付会社がインドの
格付け見通しを引上げたことなどの支援材料もありましたが、市場予想を上回る米国雇用統計を受
けた同国の利上げに対する警戒感、企業業績の先行きに対する不安、外国人投資家に対する課税強
化への懸念、モンスーン期の少雨予想を受けて食料品を中心としたインフレ懸念が台頭したことな
どがマイナス材料でした。 6月中旬からは、ギリシャ債務問題への懸念後退、原油価格の下落が原
油輸入国であるインド経済へ好影響を与えるとの期待、物品サービス税導入の見込みなどがプラス
材料となり上昇基調となりました。期末にかけては、物品サービス税など重要法案の国会審議をめ
ぐる不透明感や中国の景気減速懸念の高まりなどが重しとなり、おおむね横ばいで推移しました。

流　用
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

・中国
期首から2015年 4 月中旬にかけて、中国政府が緩和策を立て続けに打ち出して上昇相場を後押し
したため、中国株式市場は堅調に推移しました。 5月下旬以降は、見境なく上昇する強気相場の様
相を呈してきた株式市場を抑制する目的で、中国政府が国内証券会社に対して信用取引の証拠金を
引上げるとともに、店頭での信用取引への取り次ぎを止めるよう要請したことをきっかけに、市況
は急落しました。中国株式市況の大幅な下落に対して、中国人民銀行は追加利下げを実施するとと
もに預金準備率を引下げ、またＩＰＯ（新規株式公開）の一時的凍結、中国政府による買い支えな
どの対策を講じたにもかかわらず、大きく下落して期末を迎えました。

○為替相場
・ブラジル・レアル

ブラジル・レアルは対円で下落しました。期首から2015年 3 月末にかけては、ペトロブラス社の
汚職事件やブラジル中央銀行によるブラジル・レアル買い介入が終了するとの観測が高まったこと
などが下落要因となりました。 4月には、政府の進める財政緊縮案やペトロブラス社の汚職事件の
幕引きで同国の格下げが回避されるとの見方が広がったことなどから上昇し、 6月末までほぼ横ば
いの推移となりました。しかし、 7月には国会議員の収賄疑惑事件を背景とした不安定な政治状況
や、政府の財政目標引下げなどによる経済運営への不信感などが下押し材料となり、期末にかけて
下落しました。
・ロシア・ルーブル

ロシア・ルーブルは、対円で2015年 5 月中旬にかけて上昇基調となりました。ウクライナ政権と
ロシア系分離独立派が停戦で合意したことや原油価格が反発に転じたこと、インフレ指標など一部
経済指標で改善の兆しが出てきたことなどが支援材料となりました。その後は、ロシア中央銀行が
外貨準備増を目的に外貨買い／ルーブル売りを行なったことや、金融政策決定会合の声明でインフ
レリスクを勘案すると追加利下げのペースが鈍る可能性があると述べたこと、中国本土株の急落や
ギリシャの債務問題などから投資家のリスク回避姿勢が強まったこと、原油価格が再び下落基調と
なったことなどが嫌気され、期末にかけて下落基調となりました。
・インド・ルピー

インド・ルピーは、対円でおおむね横ばいの推移となりました。2015年 5 月中旬には、企業業績
や外国人投資家に対する課税強化への懸念から下落する場面もありましたが、米国の利上げ観測の
高まりを背景に円安米ドル高が大幅に進行したことなどから、 6月上旬にかけて上昇する展開でし
た。その後は横ばい推移となりましたが、期末にかけて、中国が人民元の事実上の切下げを発表し
中国の景気先行き不安が高まる中、新興国からの資金流出懸念が高まったことなどを受けて、イン
ド・ルピーも下落基調となり期末を迎えました。

流　用
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 投資環境について

○株式市況
・ブラジル

ブラジル株式は、期首から2015年 5 月上旬にかけて、商品価格の回復や政府による財政緊縮への
取り組み姿勢の改善、ペトロブラス社の汚職スキャンダルの幕引きなどによりブラジルの格下げが
回避されるとの見方が広がったことなどから、株式市況は落ち着きを取り戻し上昇しました。しか
し上昇は長くは続かず、依然として高いインフレ率を背景に、追加利上げの実施や財政再建に向け
た増税、ギリシャの債務問題、中国株式や商品市況の悪化などが重しとなり、株式市況は大きく下
落して期末を迎えました。

・ロシア
ロシア株式は、期首から2015年 3 月中旬にかけて、原油価格などの商品市況が下落したことやイ

ンフレ率が依然として高い伸びを示していたことなどが嫌気され、軟調な値動きとなりました。そ
の後、一部の経済指標に改善の兆しが出てきたことや原油価格が上昇に転じたこと、他の新興国市
場と比較して株価バリュエーションが割安なことなどが支援材料となり、 5月中旬にかけて上昇基
調となりました。 6月下旬にかけては、原油価格の上昇に一服感が出てきたこと、ロシア中央銀行
が外貨準備高増加をめざして外貨買い／ロシア・ルーブル売りを実施したこと、中国本土株式が急
落したこと、ギリシャの債務問題への不透明感が台頭したことなどが嫌気され、下落基調となりま
した。期末にかけても、イランへの経済制裁解除による原油供給量の増加観測から原油価格が大幅
安となったことや中国が人民元を切下げたことをきっかけに投資家のリスク回避姿勢が強まったこ
となどを受けて、軟調な展開が続きました。

・インド
インド株式は、期首から2015年 6 月中旬にかけて、下落基調となりました。格付会社がインドの

格付け見通しを引上げたことなどの支援材料もありましたが、市場予想を上回る米国雇用統計を受
けた同国の利上げに対する警戒感、企業業績の先行きに対する不安、外国人投資家に対する課税強
化への懸念、モンスーン期の少雨予想を受けて食料品を中心としたインフレ懸念が台頭したことな
どがマイナス材料でした。 6月中旬からは、ギリシャ債務問題への懸念後退、原油価格の下落が原
油輸入国であるインド経済へ好影響を与えるとの期待、物品サービス税導入の見込みなどがプラス
材料となり上昇基調となりました。期末にかけては、物品サービス税など重要法案の国会審議をめ
ぐる不透明感や中国の景気減速懸念の高まりなどが重しとなり、おおむね横ばいで推移しました。
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・中国
期首から2015年 4 月中旬にかけて、中国政府が緩和策を立て続けに打ち出して上昇相場を後押し
したため、中国株式市場は堅調に推移しました。 5月下旬以降は、見境なく上昇する強気相場の様
相を呈してきた株式市場を抑制する目的で、中国政府が国内証券会社に対して信用取引の証拠金を
引上げるとともに、店頭での信用取引への取り次ぎを止めるよう要請したことをきっかけに、市況
は急落しました。中国株式市況の大幅な下落に対して、中国人民銀行は追加利下げを実施するとと
もに預金準備率を引下げ、またＩＰＯ（新規株式公開）の一時的凍結、中国政府による買い支えな
どの対策を講じたにもかかわらず、大きく下落して期末を迎えました。

○為替相場
・ブラジル・レアル

ブラジル・レアルは対円で下落しました。期首から2015年 3 月末にかけては、ペトロブラス社の
汚職事件やブラジル中央銀行によるブラジル・レアル買い介入が終了するとの観測が高まったこと
などが下落要因となりました。 4月には、政府の進める財政緊縮案やペトロブラス社の汚職事件の
幕引きで同国の格下げが回避されるとの見方が広がったことなどから上昇し、 6月末までほぼ横ば
いの推移となりました。しかし、 7月には国会議員の収賄疑惑事件を背景とした不安定な政治状況
や、政府の財政目標引下げなどによる経済運営への不信感などが下押し材料となり、期末にかけて
下落しました。
・ロシア・ルーブル

ロシア・ルーブルは、対円で2015年 5 月中旬にかけて上昇基調となりました。ウクライナ政権と
ロシア系分離独立派が停戦で合意したことや原油価格が反発に転じたこと、インフレ指標など一部
経済指標で改善の兆しが出てきたことなどが支援材料となりました。その後は、ロシア中央銀行が
外貨準備増を目的に外貨買い／ルーブル売りを行なったことや、金融政策決定会合の声明でインフ
レリスクを勘案すると追加利下げのペースが鈍る可能性があると述べたこと、中国本土株の急落や
ギリシャの債務問題などから投資家のリスク回避姿勢が強まったこと、原油価格が再び下落基調と
なったことなどが嫌気され、期末にかけて下落基調となりました。
・インド・ルピー

インド・ルピーは、対円でおおむね横ばいの推移となりました。2015年 5 月中旬には、企業業績
や外国人投資家に対する課税強化への懸念から下落する場面もありましたが、米国の利上げ観測の
高まりを背景に円安米ドル高が大幅に進行したことなどから、 6月上旬にかけて上昇する展開でし
た。その後は横ばい推移となりましたが、期末にかけて、中国が人民元の事実上の切下げを発表し
中国の景気先行き不安が高まる中、新興国からの資金流出懸念が高まったことなどを受けて、イン
ド・ルピーも下落基調となり期末を迎えました。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

・香港ドル
香港ドルは米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用しているため、米ドルに連動した動
きとなりました。香港ドルは対円で上昇しました。
・米ドル

米ドルは、期首から2015年 4 月末にかけて、米国政府高官の通貨高容認姿勢を背景に対円で横ば
いに推移しました。その後は、米国の利上げ観測から上昇しました。しかし、 6月以降にギリシャ
支援問題が混迷すると、市場のリスク回避傾向が強まって下落しました。 7月に入ると、再び米国
の利上げ観測が注目され、米ドルは対円で緩やかに上昇推移しました。

 前期における「今後の運用方針」

○当ファンド
「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ロシア株

ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs
用）（適格機関投資家専用）」、「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を
通じて、ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域（中国、香港、台湾）の株式に投資を行ない、信
託財産の成長をめざします。投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、
インド、中国）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株価バリュエーション、流動性等を分析して、
それぞれ信託財産の純資産総額の25％±15％の範囲内とします。
○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、株価バリュエー
ションに十分留意しつつ持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を図ったポートフォリオ運用に
注力します。第 2次ルセフ政権による財政支出の削減や増税による財政状況の改善に加え、レアル安
による経常収支の改善などによって中長期的にはブラジル経済が回復に向かうとの見方がある一方
で、短期的には、通貨政策や米国の利上げ時期をめぐる思惑など不透明な要素が意識されます。この
ような投資環境を踏まえ、今後の運用方針については慎重なスタンスを継続します。
当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ＢＮＰパリバ　アセットマネジメント　ブラ
ジルに運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、豊富な天然資源の強みを背景

に国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業に投資する
ことにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル
為替相場、ウクライナ情勢の動向を注視します。ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対
的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方で、国内景気や経済制裁の影響が懸念さ
れる銀行株、規制リスクが懸念され、業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対して慎重な
見方をしています。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にか
かる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、主にインド経済
の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に投資してまいります。業種では、
インフラ投資拡大の恩恵が見込まれる素材や資本財・サービス、所得水準の向上や民間消費の拡大に
伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービス、生活必需品、景気回復による不動産投資や資金需
要の回復の恩恵が期待される金融などに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、SBI Funds Management Private Limited
の助言を受け、ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる
権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

「チャイナ・エクイティ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、中国地域の株式を実質
的な主要投資対象とし、中国の経済成長からメリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）に
フォーカスして投資してまいります。中国経済については、インフラ投資に加え不動産投資も徐々に
回復に向かうとみられ、共に今後の景気回復に重要な役割を果たしていくとみています。さらに、小
売売上や自動車販売などの伸びが加速するなど、景気回復に好循環が生まれてきているとみられま
す。業種では、構造改革や都市化の進展による恩恵が見込める電力やガス、水道、再生エネルギー、
情報技術、インターネット関連、ヘルスケアなどに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・エス・ビー・インベストメンツ（香
港）・リミテッドに運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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・香港ドル
香港ドルは米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用しているため、米ドルに連動した動

きとなりました。香港ドルは対円で上昇しました。
・米ドル

米ドルは、期首から2015年 4 月末にかけて、米国政府高官の通貨高容認姿勢を背景に対円で横ば
いに推移しました。その後は、米国の利上げ観測から上昇しました。しかし、 6月以降にギリシャ
支援問題が混迷すると、市場のリスク回避傾向が強まって下落しました。 7月に入ると、再び米国
の利上げ観測が注目され、米ドルは対円で緩やかに上昇推移しました。

 前期における「今後の運用方針」

○当ファンド
「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ロシア株

ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs
用）（適格機関投資家専用）」、「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の投資信託証券を
通じて、ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域（中国、香港、台湾）の株式に投資を行ない、信
託財産の成長をめざします。投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、
インド、中国）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株価バリュエーション、流動性等を分析して、
それぞれ信託財産の純資産総額の25％±15％の範囲内とします。

○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、株価バリュエー

ションに十分留意しつつ持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を図ったポートフォリオ運用に
注力します。第 2次ルセフ政権による財政支出の削減や増税による財政状況の改善に加え、レアル安
による経常収支の改善などによって中長期的にはブラジル経済が回復に向かうとの見方がある一方
で、短期的には、通貨政策や米国の利上げ時期をめぐる思惑など不透明な要素が意識されます。この
ような投資環境を踏まえ、今後の運用方針については慎重なスタンスを継続します。
当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ＢＮＰパリバ　アセットマネジメント　ブラ

ジルに運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、豊富な天然資源の強みを背景

に国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業に投資する
ことにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル
為替相場、ウクライナ情勢の動向を注視します。ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対
的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方で、国内景気や経済制裁の影響が懸念さ
れる銀行株、規制リスクが懸念され、業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対して慎重な
見方をしています。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にか
かる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、主にインド経済
の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に投資してまいります。業種では、
インフラ投資拡大の恩恵が見込まれる素材や資本財・サービス、所得水準の向上や民間消費の拡大に
伴い業績拡大が見込まれる一般消費財・サービス、生活必需品、景気回復による不動産投資や資金需
要の回復の恩恵が期待される金融などに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、SBI Funds Management Private Limited
の助言を受け、ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる
権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

「チャイナ・エクイティ・マザーファンド」の受益証券への投資を通じて、中国地域の株式を実質
的な主要投資対象とし、中国の経済成長からメリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）に
フォーカスして投資してまいります。中国経済については、インフラ投資に加え不動産投資も徐々に
回復に向かうとみられ、共に今後の景気回復に重要な役割を果たしていくとみています。さらに、小
売売上や自動車販売などの伸びが加速するなど、景気回復に好循環が生まれてきているとみられま
す。業種では、構造改革や都市化の進展による恩恵が見込める電力やガス、水道、再生エネルギー、
情報技術、インターネット関連、ヘルスケアなどに注目していきます。

当マザーファンドの外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・エス・ビー・インベストメンツ（香
港）・リミテッドに運用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

 ポートフォリオについて

○当ファンド
投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、

政治・社会情勢、市場環境、株価バリュエーション、流動性等を分析して、信託財産の純資産総額の
25％±15％の範囲内で決定しました。相対的に優位な企業業績の成長見通しなどから中国およびイン
ド市場の魅力度が高いと判断し、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関
投資家専用）」や「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の組入比率を高位としまし
た。一方で、「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」は、組入比率を低位
としました。
○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式に
投資を行なうことにより、中長期的な信託財産の成長をめざす運用を行ないました。また、主要銘柄
のＡＤＲ等も活用して流動性に配慮しつつ、基本的にフル・インベストメントを続けました。ペトロ
ブラス社の汚職疑惑をめぐる先行き不透明感や、商品市況の悪化などによるエネルギーセクターへの
悪影響を回避するために、同セクターへの配分を抑えたポートフォリオ運用を行ないました。併せ
て、期を通してレアル安の恩恵が見込まれる輸出関連セクターの銘柄の組入れを若干増やすことに
よって、ポートフォリオの調整を図りました。期末にかけては、ギリシャ、中国などの情勢から、世
界的に市場環境が不透明となる中、ブラジル国内の景気低迷を背景に慎重な運用スタンスを維持しつ
つ、セクター間の調整に伴う売買を行ないました。
○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

内需回復による恩恵が期待される公益事業に加え、原油価格は低水準にあったものの相対的に安定
したキャッシュフローが見込まれる銘柄を中心としたエネルギーセクターの組入比率を高位とした一
方で、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投資
姿勢を維持しました。内需回復の恩恵が期待される MAGNIT（生活必需品）、原油価格下落はマイ
ナス要因であるものの相対的に財務体質が健全で安定的なキャッシュフローを有する AK 
TRANSNEFT PRF（エネルギー）や LUKOIL ADR（エネルギー）などを買い付けました。一方で、
国内景気の減速や競争激化による収益環境の悪化などが懸念された MOBILE TELESYSTEMS-SP 
ADR（電気通信サービス）、株式市況の軟化や株式売買高の減少などの影響が懸念された
MOSCOW EXCHANGE MICEX-RTS（金融）などを売却しました。
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○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
主にインド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消費の拡大に関連すると判断される銘

柄の中から、高い利益成長が見込まれる銘柄に分散投資を行ないました。業種では、インドの経済発
展から恩恵を受け、中長期的に貸出残高、手数料収入の増加、不動産需要の増大などを通じた業績の
拡大が見込まれる金融、所得水準の向上等を背景とした民間消費の拡大が見込まれる一般消費財・
サービス、インフラ投資拡大などからの恩恵が期待される資本財・サービスなどを組入上位としまし
た。個別銘柄では、堅調な住宅ローン需要や規制緩和からの恩恵が期待される HOUSING 
DEVELOPMENT FINANCE（金融）、石油精製、石油化学部門をけん引役に堅調な成長が見込まれ
る RELIANCE INDUSTRIES（エネルギー）、年後半以降のインフラ投資の拡大、企業の設備投資の
回復からの恩恵が期待される LARSEN & TOUBRO（資本財・サービス）の組入比率を高位としま
した。
○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

中国経済の成長からメリットを受ける有望な銘柄の中より、高い利益成長が見込まれる企業を精
査・選別し、組入れました。地域別では、台湾、シンガポール、韓国の組入比率を徐々に減らしまし
た。また、2015年 4 月に中国株式市場が急騰したことを受けて、ファンダメンタルズを大きく上回り
上昇した小型銘柄を利益確定の目的で売却しました。また、国有企業改革の恩恵を受けると判断し
て、中国の不動産銘柄を買い増しました。

 ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

 ポートフォリオについて

○当ファンド
投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、
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25％±15％の範囲内で決定しました。相対的に優位な企業業績の成長見通しなどから中国およびイン
ド市場の魅力度が高いと判断し、「ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関
投資家専用）」や「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」の組入比率を高位としまし
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

 分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。
■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2015年 2 月21日
～2015年 8 月20日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―

翌期繰越分配対象額 （円） 3, 094 
（注 1 ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2 ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3 ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

《今後の運用方針》
○当ファンド

各投資信託証券を通じて、ブラジル、ロシア、インドおよび中国地域（中国、香港、台湾）の株式
に投資を行ない、信託財産の成長をめざします。投資対象ファンドの組入比率は、主要投資対象国

（ブラジル、ロシア、インド、中国）の成長性、政治社会情勢、市場環境、株価バリュエーション、
流動性等を分析して、それぞれ信託財産の純資産総額の25％±15％の範囲内とします。
○ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

ブラジル国内では景気の低迷が続いており、大手格付会社による格付け見直しも続き、景気回復の
足かせとなるさらなる利上げの可能性は低くなってきているものとみられます。また、中国の人民元
切下げによる市場の変動や、米国の利上げ時期の影響についての不透明感が、ブラジル景気に対する
懸念材料となっています。従って、慎重な運用スタンスを継続します。銘柄選択にあたっては、株価
バリュエーションに十分留意すると共に、持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を図ったポー
トフォリオ運用を行なうことで対応していきたいと考えます。

流　用

10

4791dam_交付_.indd   10 2015/10/05   9:58:04

ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

○ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア経済において、
成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないま
す。ロシアを取り巻く不透明要因が多い中、業種については、内需回復による恩恵が期待される生活
必需品などの投資妙味が高いと考えています。また、原油価格が低水準にあるものの、相対的に安定
的なキャッシュフローが見込まれることに加え、ルーブル安米ドル高の恩恵が期待される銘柄を中心
としたエネルギーセクターにも注目しています。一方で、電気通信サービスや公益事業セクターにつ
いては、引続き慎重な見方をしています。株式組入比率については、テクニカルな株価反発等の可能
性も勘案し、機動的に対応していきます。
○ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

主にインド経済の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、
株価動向を踏まえ、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいりま
す。業種では、過去数カ月間の株価下落により、株価バリュエーション面での割安感が高まったセメ
ント株や非鉄金属株などを中心とする素材セクター、インフラ整備など政府の経済・財政構造改革か
らの恩恵が期待される資本財・サービスセクターに注目しています。
○チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

中国の経済成長からメリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）にフォーカスして投資してま
いります。ファンダメンタルズ面から見て、中国株は割安だと考えています。今後もインフラ関連
や、不動産、クリーン・エネルギー、保険、ヘルスケア関連銘柄の中からファンダメンタルズ対比で
魅力的とみられる銘柄に引続き注目していきます。一方、レッドチップ銘柄（中国本土企業の香港法
人で香港証券取引所に上場されている銘柄）により投資妙味が出てくると予想しており、その他の市
場で上場されている中国関連銘柄を利益確定の目的で売却した資金をレッドチップ銘柄の購入に充て
ていく予定です。
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ていく予定です。

流　用
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンドダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

  1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 2. 21～2015. 8. 20）
金　　額 比　　率

信託報酬  65円 0. 450％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は14, 419円です。

（投信会社）  （8）  （0. 054） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （54）  （0. 375） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （3）  （0. 021） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  1   0. 004  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （1）  （0. 004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  65   0. 454  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。  

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

流　用
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

■売買および取引の状況
投資信託受益証券

（2015年 2 月21日から2015年 8 月20日まで）
買 付 売　　　　付

口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ・ダイナミック・
インド株ファンド（FOFs用）

（適格機関投資家専用）

千口 千円 千口 千円

1, 512. 131 3, 400 1, 985. 005 4, 700 

ダイワ・ロシア株
ファンド（FOFs用）

（適格機関投資家専用）
70. 277 200 3, 712. 34 10, 400 

BNP パリバ・ブラジル
株式ファンド（FOFs用）

（適格機関投資家専用）
5, 623. 164 6, 400 4, 400. 384 5, 700 

チャイナ龍翔
（FOFs 用）
（適格機関投資家専用）

1, 007. 241 2, 500 2, 240. 839 6, 100 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■組入資産明細表
ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの
明細

ファンド名 当 期 末
口 数 評価額 比 率

株式ファンド 千口 千円 ％ 
ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド

（FOFs 用）（適格機関投資家専用） 11, 560. 802 26, 632 27. 1 
ダイワ・ロシア株ファンド

（FOFs 用）（適格機関投資家専用） 7, 733. 38 19, 949 20. 3 
BNP パリバ・ブラジル株式ファンド

（FOFs 用）（適格機関投資家専用） 23, 635. 232 23, 129 23. 5 
チャイナ龍翔（FOFs 用）

（適格機関投資家専用） 10, 959. 166 26, 339 26. 8 

合 計 口 数、 金 額 53, 888. 58 96, 051 
銘柄数＜比率＞ 4 銘柄 <97. 8%> 

（注 1 ）比率欄は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 2 ）評価額の単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2015年 8 月20日現在

項　　　　　目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
投資信託受益証券 96, 051 97. 2 
コール・ローン等、その他 2, 724 2. 8 
投資信託財産総額 98, 775 100. 0 

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2015年 8 月20日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 98, 775, 871円

コール・ローン等 2, 724, 755  
投資信託受益証券（評価額） 96, 051, 116  

（Ｂ）負債 515, 598  
未払信託報酬 511, 126  
その他未払費用 4, 472  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 98, 260, 273  
元本 75, 039, 883  
次期繰越損益金 23, 220, 390  

（Ｄ）受益権総口数 75, 039, 883口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 13, 094円

＊�期 首 に お け る 元 本 額 は84, 534, 330円、 当 期 中 に お け る 追 加 設 定 元 本 額 は
3, 160, 240円、同解約元本額は12, 654, 687円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は13, 094円です。

■損益の状況
当期　自2015年 2 月21日　至2015年 8 月20日現在

項　　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 644円

受取利息 644
（Ｂ）有価証券売買損益 △� 8, 771, 929

売買益 1, 291, 463
売買損 △� 10, 063, 392

（Ｃ）信託報酬等 △� 515, 598
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △� 9, 286, 883
（Ｅ）前期繰越損益金 7, 403, 544
（Ｆ）追加信託差損益金 25, 103, 729

（配当等相当額） （� 7, 673, 250）
（売買損益相当額） （� 17, 430, 479）

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 23, 220, 390
次期繰越損益金（Ｇ） 23, 220, 390
追加信託差損益金 25, 103, 729

（配当等相当額） （� 7, 673, 250）
（売買損益相当額） （� 17, 430, 479）
分配準備積立金 7, 403, 544
繰越損益金 △� 9, 286, 883

（注 1 ）�信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2 ）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3 ）�収益分配金の計算過程は14ページの「収益分配金の計算過程（総額）」の
表を参照。

ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

  1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 2. 21～2015. 8. 20）
金　　額 比　　率

信託報酬  65円 0. 450％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は14, 419円です。

（投信会社）  （8）  （0. 054） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （54）  （0. 375） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （3）  （0. 021） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  1   0. 004  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （1）  （0. 004） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　計  65   0. 454  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。  

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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ダイワＢＲＩＣｓリターンズ・ファンド

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問
い合わせください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益  0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0
（ｃ）収益調整金 15, 816, 846
（ｄ）分配準備積立金 7, 403, 544
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 23, 220, 390
（ｆ）分配金  0
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 23, 220, 390
（ｈ）受益権総口数 75, 039, 883口

《訂正のお知らせ》
　　作成対象期間の末日が2015年 2 月20日の交付運用報告書および運用報告書（全体版）につきまして、「 1 万口当りの費用の明細」の

表の「項目の概要」における次の記載にて下線部が不要でした。お詫び申し上げますとともに、下線部を除いてお読み替えください
ますようお願い申し上げます。

　
　　「期中の平均基準価額（月末値の平均値）は13, 917円です。」
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受益者の皆様へ
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。
BNP パリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適
格機関投資家専用）は、₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日に第₁₃期決
算を行いました。
ここに、期中の運用状況と収益分配金をご報告申し
上げます。
今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い
申し上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／海外／株式

信託期間 設定日 ︵₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日）から無期限

運用方針
マザーファンド受益証券への投資を通じて、中長期
的に信託財産の着実な成長を目的として運用を行い
ます。

主要運用
対 象

BNP パリバ・ブ
ラジル株式ファ
ンド（FOFs 用）

（適格機関投資家
専用）

BNP パリバ・ブラジル株式マ
ザーファンド受益証券を主要投
資対象とします。

BNP パリバ・ブ
ラ ジ ル 株 式 マ
ザーファンド

主として、ブラジルに本社を置
く企業もしくはブラジル国内に
て主に事業活動を営む企業が発
行する株式等を投資対象としま
す。

組入制限

BNP パリバ・ブ
ラジル株式ファン
ド（FOFs 用）

（適格機関投資家
専用）

 マザーファンド受益証券への投資
割合には制限を設けません。

 株式への実質投資割合には制限を
設けません。

 外貨建資産への実質投資割合には
制限を設けません。

BNP パリバ・ブ
ラ ジ ル 株 式 マ
ザーファンド

 株式への投資割合には制限を設け
ません。

 外貨建資産への投資割合には制限
を設けません。

分配方針

決算時（年 ₂ 回。毎年 ₅ 月₁₀日および₁₁月₁₀日（休
業日の場合は翌営業日））に原則として、分配を行
います。分配金額は、基準価額の水準、市況動向
等を勘案して委託会社が決定します。ただし、分配
対象額が少額の場合、分配を行わないこともありま
す。

お問い合わせ窓口
BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株式会社　
電話番号：0120︲996︲222
受付時間：毎営業日 午前10時～午後 ₅ 時

BNPパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs用）
（適格機関投資家専用）

BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社
東京都千代田区丸の内1︲9︲1　グラントウキョウ ノースタワー

運用報告書（全体版）

追加型投信／海外／株式
第13期（決算日 2015年 5 月11日）

パリバブラジル株式bnp_全体_.indb   1 2015/09/08   14:23:18



ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　 月 　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₁月₁₀日 ₁₄, ₃₁₉ ― ₁₄₁. ₂ ― ₉₅. ₇ ₀. ₆

₁₁月末 ₁₅, ₄₀₄ ₇. ₆ ₁₅₀. ₈ ₆. ₈ ₉₄. ₀ ₀. ₆
₁₂月末 ₁₃, ₄₈₃ △ ₅. ₈ ₁₃₄. ₀ △ ₅. ₁ ₉₅. ₃ ₀. ₇

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₈₅₃ △ ₁₀. ₂ ₁₂₈. ₄ △ ₉. ₁ ₉₅. ₄ ₀. ₇
₂ 月末 ₁₂, ₆₉₅ △ ₁₁. ₃ ₁₂₆. ₀ △₁₀. ₈ ₉₄. ₄ ₀. ₇
₃ 月末 ₁₁, ₂₉₆ △ ₂₁. ₁ ₁₁₂. ₈ △₂₀. ₁ ₉₂. ₉ ₀. ₉
₄ 月末 ₁₂, ₉₅₇ △ ₉. ₅ ₁₃₁. ₇ △ ₆. ₇ ₉₆. ₁ ₀. ₉

（期末）₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日 ₁₃, ₂₆₃ △ ₇. ₄ ₁₃₆. ₃ △ ₃. ₅ ₉₅. ₄ ₀. ₉
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質組入比率を記載しております。
（注 ₄ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■最近 ₅期の運用実績

決 　算 　期
基　準　価　額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株式
組入
比率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額（分配落）税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期（2013年 ₅ 月10日） ₁₇, ₁₃₁ ₀ ₂₈. ₂ ₁₆₄. ₁ ₂₄. ₃ ₉₆. ₃ ― ₈₈
₁₀期（2013年₁₁月11日） ₁₃, ₉₀₀ ₀ △ ₁₈. ₉ ₁₃₂. ₆ △ ₁₉. ₂ ₉₃. ₆ ― ₅₇
₁₁期（2014年 ₅ 月12日） ₁₄, ₈₈₅ ₀ ₇. ₁ ₁₄₄. ₈ ₉. ₂ ₉₅. ₁ ₀. ₅ ₅₁
₁₂期（2014年₁₁月10日） ₁₄, ₃₁₉ ₀ △ ₃. ₈ ₁₄₁. ₂ △  ₂．₅ ₉₅. ₇ ₀. ₆ ₃₂
₁₃期（2015年 ₅ 月11日） ₁₃, ₂₆₃ ₀ △ ₇. ₄ ₁₃₆. ₃ △  ₃. ₅ ₉₅. ₄ ₀. ₉ ₃₀

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質組入比率を記載しております。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年₁₁月11日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

当期の基準価額の推移
18, 000
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（ご参考）ボべスパ指数（円換算ベース）の推移
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（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

当ファンドの設定日である2009年 2 月16日を100として指数化して表示
しております。なお、上記は参考情報として掲げたものであり、当ファ
ンドのベンチマークではありません。

₁ ．基準価額の主な変動要因
ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド（以下、｢マザーファ

ンド｣ といいます。）の基準価額が下落したことが下落要因となりま
した。

マザーファンドの基準価額の主な変動要因につきましては、下記の
通りです。

下落要因
・ブラジル株式市場が下落したことが下落要因となりました。
・ブラジル・レアルが対円で下落したことが下落要因となりました。

（ ₁ レアル＝₄₄. ₇₀円→₄₀. ₂₅円（当該期末比））
上昇要因
・米ドルが対円で上昇したことが上昇要因となりました。（ ₁ 米ドル

＝₁₁₄. ₃₆円→₁₁₉. ₇₃円（当該期末比））

（なお、マザーファンドはＡＤＲ（米国預託証書）といった米ドル
建ての有価証券等にも投資しております。また、レアルと円との為替
取引は米ドルを介して行われます。）

₂ ．投資環境について
前期末近くの₂₀₁₄年₁₀月末には決選投票を制して現職のルセフ大統

領の続投が決定、数日後には政策金利引き上げを経て、第 ₂ 次ルセフ
政権の人事に市場の関心が集中しました。市場は、その行方を巡り神
経質な展開が続きました。₁₁月₂₇日に開催されたＯＰＥＣ（石油輸出
国機構）総会での減産見送り決定により、原油価格が大きく下落した
ことなどを受けて、株式市場は下落傾向を辿りました。₂₀₁₅年に入
り、商品価格の回復やブラジル国内のインフレの落ち着きが見られた
ことから株価指数は反発する場面も見られましたが、上昇は長くは続
かず、株式市場は下落を続けました。その後もルセフ政権の財政緊縮
やそれに伴う政局不安の影響から景気見通しが悪化したことや、国営
石油会社（ペトロブラス）における汚職疑惑の影響から、市場での悲
観的な見方が広がり下落傾向で推移しました。 ₄ 月には政府の進める
財政緊縮案の取り組み姿勢の改善や、ペトロブラスの汚職スキャンダ
ルの幕引きで、ブラジルの格下げが回避されるとの見方が広がったこ
となどから、市場は落ち着きを取り戻し期末に向けては堅調に推移し
ました。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

₃ ．ポートフォリオについて
当ファンドは、マザーファンドに投資をすることにより、実質的な

運用をマザーファンドで行う仕組みになっています。マザーファンド
への投資比率を高位に保つとの期首の運用方針を踏まえ、当期を通じ
てマザーファンドの組入比率を高位に保ちました。

₄ ．分配金について
当期においては、基準価額水準や市況動向等を勘案し、分配金のお

支払いは見送りとさせていただきました。
なお、分配金にあてなかった留保益については、特に制限を設け

ず、元本と同一の運用を行います。

₅ ．今後の運用方針
引き続き、マザーファンドへの投資を通じて実質的にブラジル株式

市場への投資を行い、マザーファンドの組入比率を高位に保つ方針で
す。

（将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合
があります。）

■売買及び取引の状況
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ＢＮＰパリバ・
ブラジル株式
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₆, ₇₁₆ ₃, ₅₀₀ ₆, ₂₀₇ ₃, ₆₀₀

（注）単位未満は切り捨て。

■ ₁ 万口当たりの費用明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄/₁₁/₁₁～₂₀₁₅/₅/₁₁）
金　額 比　率

（a）信 託 報 酬 ₆₄円 ₀. ₄₈₅％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は、₁₃, ₁₁₄円です。

（投 信 会 社） （₅₇） （₀. ₄₃₁） 委託した資金の運用の対価
（販 売 会 社） （₁） （₀. ₀₁₁） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受 託 会 社） （₆） （₀. ₀₄₃） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）売買委託手数料 ₁₉  ₀. ₁₄₅  （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₁₉） （₀. ₁₄₅） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（c）有価証券取引税 ₄  ₀. ₀₃₀  （c）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₄） （₀. ₀₃₀） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（d）そ の 他 費 用 ₁₅  ₀. ₁₁₃  （d）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保 管 費 用） （₁₂） （₀. ₀₉₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監 査 費 用） （₂） （₀. ₀₁₃） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（そ の 他） （₁） （₀. ₀₀₆） 事務手数料　他

合 計 ₁₀₂  ₀. ₇₇₃  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料、

有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。
（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注 ₃ ）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注 ₄ ） 各比率は ₁ 万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第3位未満は四捨五入してあり

ます。

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目
当 期

ベ ビ ー フ ァ ン ド ＢＮＰパリバ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ―千円 ₂₂, ₃₆₅, ₅₅₆千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ―千円 ₁₈, ₈₃₆, ₉₈₁千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ― ₁. ₁₈
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　 月 　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₁月₁₀日 ₁₄, ₃₁₉ ― ₁₄₁. ₂ ― ₉₅. ₇ ₀. ₆

₁₁月末 ₁₅, ₄₀₄ ₇. ₆ ₁₅₀. ₈ ₆. ₈ ₉₄. ₀ ₀. ₆
₁₂月末 ₁₃, ₄₈₃ △ ₅. ₈ ₁₃₄. ₀ △ ₅. ₁ ₉₅. ₃ ₀. ₇

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₈₅₃ △ ₁₀. ₂ ₁₂₈. ₄ △ ₉. ₁ ₉₅. ₄ ₀. ₇
₂ 月末 ₁₂, ₆₉₅ △ ₁₁. ₃ ₁₂₆. ₀ △₁₀. ₈ ₉₄. ₄ ₀. ₇
₃ 月末 ₁₁, ₂₉₆ △ ₂₁. ₁ ₁₁₂. ₈ △₂₀. ₁ ₉₂. ₉ ₀. ₉
₄ 月末 ₁₂, ₉₅₇ △ ₉. ₅ ₁₃₁. ₇ △ ₆. ₇ ₉₆. ₁ ₀. ₉

（期末）₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日 ₁₃, ₂₆₃ △ ₇. ₄ ₁₃₆. ₃ △ ₃. ₅ ₉₅. ₄ ₀. ₉
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質組入比率を記載しております。
（注 ₄ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■最近 ₅期の運用実績

決 　算 　期
基　準　価　額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株式
組入
比率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額（分配落）税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期（2013年 ₅ 月10日） ₁₇, ₁₃₁ ₀ ₂₈. ₂ ₁₆₄. ₁ ₂₄. ₃ ₉₆. ₃ ― ₈₈
₁₀期（2013年₁₁月11日） ₁₃, ₉₀₀ ₀ △ ₁₈. ₉ ₁₃₂. ₆ △ ₁₉. ₂ ₉₃. ₆ ― ₅₇
₁₁期（2014年 ₅ 月12日） ₁₄, ₈₈₅ ₀ ₇. ₁ ₁₄₄. ₈ ₉. ₂ ₉₅. ₁ ₀. ₅ ₅₁
₁₂期（2014年₁₁月10日） ₁₄, ₃₁₉ ₀ △ ₃. ₈ ₁₄₁. ₂ △  ₂．₅ ₉₅. ₇ ₀. ₆ ₃₂
₁₃期（2015年 ₅ 月11日） ₁₃, ₂₆₃ ₀ △ ₇. ₄ ₁₃₆. ₃ △  ₃. ₅ ₉₅. ₄ ₀. ₉ ₃₀

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） 当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「新株

予約権付社債（転換社債）比率」は実質組入比率を記載しております。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₉年 ₂ 月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年₁₁月11日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

当期の基準価額の推移
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（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

当ファンドの設定日である2009年 2 月16日を100として指数化して表示
しております。なお、上記は参考情報として掲げたものであり、当ファ
ンドのベンチマークではありません。

₁ ．基準価額の主な変動要因
ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド（以下、｢マザーファ

ンド｣ といいます。）の基準価額が下落したことが下落要因となりま
した。

マザーファンドの基準価額の主な変動要因につきましては、下記の
通りです。

下落要因
・ブラジル株式市場が下落したことが下落要因となりました。
・ブラジル・レアルが対円で下落したことが下落要因となりました。

（ ₁ レアル＝₄₄. ₇₀円→₄₀. ₂₅円（当該期末比））
上昇要因
・米ドルが対円で上昇したことが上昇要因となりました。（ ₁ 米ドル

＝₁₁₄. ₃₆円→₁₁₉. ₇₃円（当該期末比））

（なお、マザーファンドはＡＤＲ（米国預託証書）といった米ドル
建ての有価証券等にも投資しております。また、レアルと円との為替
取引は米ドルを介して行われます。）

₂ ．投資環境について
前期末近くの₂₀₁₄年₁₀月末には決選投票を制して現職のルセフ大統

領の続投が決定、数日後には政策金利引き上げを経て、第 ₂ 次ルセフ
政権の人事に市場の関心が集中しました。市場は、その行方を巡り神
経質な展開が続きました。₁₁月₂₇日に開催されたＯＰＥＣ（石油輸出
国機構）総会での減産見送り決定により、原油価格が大きく下落した
ことなどを受けて、株式市場は下落傾向を辿りました。₂₀₁₅年に入
り、商品価格の回復やブラジル国内のインフレの落ち着きが見られた
ことから株価指数は反発する場面も見られましたが、上昇は長くは続
かず、株式市場は下落を続けました。その後もルセフ政権の財政緊縮
やそれに伴う政局不安の影響から景気見通しが悪化したことや、国営
石油会社（ペトロブラス）における汚職疑惑の影響から、市場での悲
観的な見方が広がり下落傾向で推移しました。 ₄ 月には政府の進める
財政緊縮案の取り組み姿勢の改善や、ペトロブラスの汚職スキャンダ
ルの幕引きで、ブラジルの格下げが回避されるとの見方が広がったこ
となどから、市場は落ち着きを取り戻し期末に向けては堅調に推移し
ました。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

₃ ．ポートフォリオについて
当ファンドは、マザーファンドに投資をすることにより、実質的な

運用をマザーファンドで行う仕組みになっています。マザーファンド
への投資比率を高位に保つとの期首の運用方針を踏まえ、当期を通じ
てマザーファンドの組入比率を高位に保ちました。

₄ ．分配金について
当期においては、基準価額水準や市況動向等を勘案し、分配金のお

支払いは見送りとさせていただきました。
なお、分配金にあてなかった留保益については、特に制限を設け

ず、元本と同一の運用を行います。

₅ ．今後の運用方針
引き続き、マザーファンドへの投資を通じて実質的にブラジル株式

市場への投資を行い、マザーファンドの組入比率を高位に保つ方針で
す。

（将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合
があります。）

■売買及び取引の状況
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ＢＮＰパリバ・
ブラジル株式
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₆, ₇₁₆ ₃, ₅₀₀ ₆, ₂₀₇ ₃, ₆₀₀

（注）単位未満は切り捨て。

■ ₁ 万口当たりの費用明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄/₁₁/₁₁～₂₀₁₅/₅/₁₁）
金　額 比　率

（a）信 託 報 酬 ₆₄円 ₀. ₄₈₅％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は、₁₃, ₁₁₄円です。

（投 信 会 社） （₅₇） （₀. ₄₃₁） 委託した資金の運用の対価
（販 売 会 社） （₁） （₀. ₀₁₁） 交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受 託 会 社） （₆） （₀. ₀₄₃） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b）売買委託手数料 ₁₉  ₀. ₁₄₅  （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₁₉） （₀. ₁₄₅） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（c）有価証券取引税 ₄  ₀. ₀₃₀  （c）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₄） （₀. ₀₃₀） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（d）そ の 他 費 用 ₁₅  ₀. ₁₁₃  （d）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保 管 費 用） （₁₂） （₀. ₀₉₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監 査 費 用） （₂） （₀. ₀₁₃） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（そ の 他） （₁） （₀. ₀₀₆） 事務手数料　他

合 計 ₁₀₂  ₀. ₇₇₃  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料、

有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。
（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注 ₃ ）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注 ₄ ） 各比率は ₁ 万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第3位未満は四捨五入してあり

ます。

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目
当 期

ベ ビ ー フ ァ ン ド ＢＮＰパリバ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ―千円 ₂₂, ₃₆₅, ₅₅₆千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ―千円 ₁₈, ₈₃₆, ₉₈₁千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ― ₁. ₁₈
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド ₃₀, ₂₉₀ ₉₈. ₀
コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₆₁₅ ₂. ₀
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₀, ₉₀₅ ₁₀₀. ₀

（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンドにおいて、当期末における外

貨建て純資産（₁₉, ₀₀₅, ₈₁₂千円）の投資信託財産総額（₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀千円）
に対する比率は₉₉. ₅％です。

（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により
邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₉. ₇₃円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₀. ₂₅円です。

■組入れ資産の明細
親投資信託残高

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

種 類
期首 ︵ 前期末 ︶ 当 期 末

口　数 口　数 評価額
千口 千口 千円

Ｂ Ｎ Ｐ パ リ バ ・ ブ ラ ジ ル
株 式 マ ザ ー フ ァ ン ド ₅₁, ₂₀₇ ₅₁, ₇₁₆ ₃₀, ₂₉₀

（注 ₁ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド全体の受益権口数は₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆

千口です。

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₃₀, ₉₀₅, ₅₁₀円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₆₁₅, ₂₇₁
ＢＮＰパリバ ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₃₀, ₂₉₀, ₂₃₉

（Ｂ）負 債 ₁₄₉, ₃₁₀
未 払 信 託 報 酬 ₁₄₅, ₄₈₄
そ の 他 未 払 費 用 ₃, ₈₂₆

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₃₀, ₇₅₆, ₂₀₀
元 本 ₂₃, ₁₈₉, ₃₈₆
次 期 繰 越 損 益 金 ₇, ₅₆₆, ₈₁₄

（Ｄ）受益権総口数 ₂₃, ₁₈₉, ₃₈₆口
₁ 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） ₁₃, ₂₆₃円

＜注記事項（当運用報告書作成時点では監査未了です。）＞
期首元本額 ₂₂, ₇₂₇, ₀₂₃円
期中追加設定元本額 ₃, ₇₅₆, ₂₆₂円
期中一部解約元本額 ₃, ₂₉₃, ₈₉₉円
₁ 口当たり純資産額 ₁. ₃₂₆₃円

■損益の状況
 当期　自 ₂₀₁₄年₁₁月₁₁日　至 ₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₁円

受 取 利 息 ₁
（Ｂ）有価証券売買損益 △ ₁, ₅₀₀, ₁₁₂

売 買 益 ₂₅₀, ₃₄₉
売 買 損 △ ₁, ₇₅₀, ₄₆₁

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₁₄₉, ₃₁₀
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ ₁, ₆₄₉, ₄₂₁
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₁, ₂₅₉, ₀₀₃
（Ｆ）追加信託差損益金 ₁₀, ₄₇₅, ₂₃₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₁, ₃₀₄, ₄₃₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₀, ₈₂₉, ₂₀₀）

（Ｇ）　　　計　　　 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₇, ₅₆₆, ₈₁₄
（Ｈ）収 益 分 配 金 ₀

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₇, ₅₆₆, ₈₁₄
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₀, ₄₇₅, ₂₃₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₁, ₃₀₈, ₆₅₁）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₀, ₈₃₃, ₄₁₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₅, ₆₆₁, ₆₄₂
繰 越 損 益 金 △ ₈, ₅₇₀, ₀₆₆

（注 ₁ ） 損益の状況の中で（Ｂ）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含み
ます。

（注 ₂ ） 損益の状況の中で（Ｃ）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含
めて表示しています。

（注 ₃ ） 損益の状況の中で（Ｆ）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、
追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注 ₄ ） 投資信託財産の運用指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する
費用は₅₂, ₅₈₆円です。

（注 ₅ ） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（₃₂₈, ₃₇₄円）、費用控除後の有
価証券等損益額（ ₀ 円）、信託約款に規定する収益調整金（₂₁, ₃₀₈, ₆₅₁円）
および分配準備積立金（₅, ₃₃₃, ₂₆₈円）より分配対象収益は₂₆, ₉₇₀, ₂₉₃円
（₁₀, ₀₀₀口当たり₁₁, ₆₃₀円）ですが、当期に分配した金額はありません。

■お知らせ
　₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日付で、平成₂₅年金融商品取引法等改正等に伴い、信託約款の関連条項の変更を行いました。

3

パリバブラジル株式bnp_全体_.indb   3 2015/09/08   14:23:19

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■外国口座税務コンプライアンス法について
＜ FATCA リスクファクター＞
外国口座税務コンプライアンス法による源泉徴収が投資信託からの支払いに影響を与える可能性があります。
米国の外国口座税務コンプライアンス法（「FATCA」）により、FATCAの要求する情報を提供しない特定の投資家に対する支払いに対して、源泉徴
収税が課される可能性があります。そのような源泉徴収に係る金額が、当投資信託に関係する支払いから源泉徴収される場合、投資信託委託会社又は
その他の者が、追加での支払いを求められることはありません。投資しようとしている方は、「＜FATCAの開示＞　外国口座税務コンプライアンス
法」の部分をご参照ください。
外国口座税務コンプライアンス法による報告により、投資家の当投資信託の保有について開示しなければならない場合があります。
日米間の合意により、当投資信託の保有者の情報を集めて、アメリカの内国歳入庁（「IRS」）へ開示する必要がある場合があります。開示される情報
は、投資家及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上
記のような情報の報告義務を投資信託委託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある
者についての情報に関する投資信託委託会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場
合、当投資信託からの支払いに関して当該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をさ
れることもあります。

＜ FATCA の開示＞
外国口座税務コンプライアンス法
1986年アメリカ内国歳入法第1471条から第1474条（「FATCA」）は、新しい報告体制を課し、米国外の金融機関（「外国金融機関」又はFATCAに規
定する「FFI」）が受け、又は行う、特定の支払いに対して30％の源泉徴収がされる場合があります。当投資信託はFFI に分類されます。
米国と日本の間には、FATCAに関して政府間合意（「IGA」）が発効しています。この IGAによって、当投資信託は、その受ける支払いからFATCA
による源泉徴収を受けないことが期待されます。さらに、当投資信託はその行う支払から、源泉徴収を行う必要がないことも期待されます。IGAのも
とにおいても、米国内国歳入庁へ保有者の特定の情報を報告する必要がある場合があります。開示される情報は、投資家及びその直接又は間接的な受
益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上記のような情報の報告義務を投資信託委
託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者についての情報に関する投資信託委託
会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場合、当投資信託からの支払いに関して当
該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をされることもあります。
IRS サーキュラー230の遵守を確保するため、以下の通り各納税者に通知します。 （A）ここに記載された税金に関する説明は、各納税者に課される米
国連邦所得税に関する罰則を回避する目的で書かれたものではなく、また、そのために利用することはできません。（B）このような税金の記載はここ
に記載された取引や事項を促進又は勧誘することを支援するために書かれています。（C）納税者は独立した税務アドバイザーから当該納税者の個別の
状況に基づいたアドバイスを受けるべきです。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド ₃₀, ₂₉₀ ₉₈. ₀
コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₆₁₅ ₂. ₀
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₀, ₉₀₅ ₁₀₀. ₀

（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンドにおいて、当期末における外

貨建て純資産（₁₉, ₀₀₅, ₈₁₂千円）の投資信託財産総額（₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀千円）
に対する比率は₉₉. ₅％です。

（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により
邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₉. ₇₃円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₀. ₂₅円です。

■組入れ資産の明細
親投資信託残高

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

種 類
期首 ︵ 前期末 ︶ 当 期 末

口　数 口　数 評価額
千口 千口 千円

Ｂ Ｎ Ｐ パ リ バ ・ ブ ラ ジ ル
株 式 マ ザ ー フ ァ ン ド ₅₁, ₂₀₇ ₅₁, ₇₁₆ ₃₀, ₂₉₀

（注 ₁ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド全体の受益権口数は₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆

千口です。

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₃₀, ₉₀₅, ₅₁₀円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₆₁₅, ₂₇₁
ＢＮＰパリバ ・ブラジル株式
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₃₀, ₂₉₀, ₂₃₉

（Ｂ）負 債 ₁₄₉, ₃₁₀
未 払 信 託 報 酬 ₁₄₅, ₄₈₄
そ の 他 未 払 費 用 ₃, ₈₂₆

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₃₀, ₇₅₆, ₂₀₀
元 本 ₂₃, ₁₈₉, ₃₈₆
次 期 繰 越 損 益 金 ₇, ₅₆₆, ₈₁₄

（Ｄ）受益権総口数 ₂₃, ₁₈₉, ₃₈₆口
₁ 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） ₁₃, ₂₆₃円

＜注記事項（当運用報告書作成時点では監査未了です。）＞
期首元本額 ₂₂, ₇₂₇, ₀₂₃円
期中追加設定元本額 ₃, ₇₅₆, ₂₆₂円
期中一部解約元本額 ₃, ₂₉₃, ₈₉₉円
₁ 口当たり純資産額 ₁. ₃₂₆₃円

■損益の状況
 当期　自 ₂₀₁₄年₁₁月₁₁日　至 ₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₁円

受 取 利 息 ₁
（Ｂ）有価証券売買損益 △ ₁, ₅₀₀, ₁₁₂

売 買 益 ₂₅₀, ₃₄₉
売 買 損 △ ₁, ₇₅₀, ₄₆₁

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₁₄₉, ₃₁₀
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ ₁, ₆₄₉, ₄₂₁
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₁, ₂₅₉, ₀₀₃
（Ｆ）追加信託差損益金 ₁₀, ₄₇₅, ₂₃₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₁, ₃₀₄, ₄₃₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₀, ₈₂₉, ₂₀₀）

（Ｇ）　　　計　　　 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₇, ₅₆₆, ₈₁₄
（Ｈ）収 益 分 配 金 ₀

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₇, ₅₆₆, ₈₁₄
追 加 信 託 差 損 益 金 ₁₀, ₄₇₅, ₂₃₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₁, ₃₀₈, ₆₅₁）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₀, ₈₃₃, ₄₁₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₅, ₆₆₁, ₆₄₂
繰 越 損 益 金 △ ₈, ₅₇₀, ₀₆₆

（注 ₁ ） 損益の状況の中で（Ｂ）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含み
ます。

（注 ₂ ） 損益の状況の中で（Ｃ）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含
めて表示しています。

（注 ₃ ） 損益の状況の中で（Ｆ）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、
追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注 ₄ ） 投資信託財産の運用指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する
費用は₅₂, ₅₈₆円です。

（注 ₅ ） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（₃₂₈, ₃₇₄円）、費用控除後の有
価証券等損益額（ ₀ 円）、信託約款に規定する収益調整金（₂₁, ₃₀₈, ₆₅₁円）
および分配準備積立金（₅, ₃₃₃, ₂₆₈円）より分配対象収益は₂₆, ₉₇₀, ₂₉₃円
（₁₀, ₀₀₀口当たり₁₁, ₆₃₀円）ですが、当期に分配した金額はありません。

■お知らせ
　₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日付で、平成₂₅年金融商品取引法等改正等に伴い、信託約款の関連条項の変更を行いました。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■外国口座税務コンプライアンス法について
＜ FATCA リスクファクター＞
外国口座税務コンプライアンス法による源泉徴収が投資信託からの支払いに影響を与える可能性があります。
米国の外国口座税務コンプライアンス法（「FATCA」）により、FATCAの要求する情報を提供しない特定の投資家に対する支払いに対して、源泉徴
収税が課される可能性があります。そのような源泉徴収に係る金額が、当投資信託に関係する支払いから源泉徴収される場合、投資信託委託会社又は
その他の者が、追加での支払いを求められることはありません。投資しようとしている方は、「＜FATCAの開示＞　外国口座税務コンプライアンス
法」の部分をご参照ください。
外国口座税務コンプライアンス法による報告により、投資家の当投資信託の保有について開示しなければならない場合があります。
日米間の合意により、当投資信託の保有者の情報を集めて、アメリカの内国歳入庁（「IRS」）へ開示する必要がある場合があります。開示される情報
は、投資家及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上
記のような情報の報告義務を投資信託委託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある
者についての情報に関する投資信託委託会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場
合、当投資信託からの支払いに関して当該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をさ
れることもあります。

＜ FATCA の開示＞
外国口座税務コンプライアンス法
1986年アメリカ内国歳入法第1471条から第1474条（「FATCA」）は、新しい報告体制を課し、米国外の金融機関（「外国金融機関」又はFATCAに規
定する「FFI」）が受け、又は行う、特定の支払いに対して30％の源泉徴収がされる場合があります。当投資信託はFFI に分類されます。
米国と日本の間には、FATCAに関して政府間合意（「IGA」）が発効しています。この IGAによって、当投資信託は、その受ける支払いからFATCA
による源泉徴収を受けないことが期待されます。さらに、当投資信託はその行う支払から、源泉徴収を行う必要がないことも期待されます。IGAのも
とにおいても、米国内国歳入庁へ保有者の特定の情報を報告する必要がある場合があります。開示される情報は、投資家及びその直接又は間接的な受
益者、実質的な所有者、被支配関係にある者の本人確認情報を含みますが、これに限られません。従って、上記のような情報の報告義務を投資信託委
託会社が遵守するため、投資家は自己及びその直接又は間接的な受益者、実質的な所有者、被支配関係にある者についての情報に関する投資信託委託
会社からの合理的な要求を遵守するよう求められることになります。投資家がそのような要求を遵守しない場合、当投資信託からの支払いに関して当
該投資家について源泉徴収又は控除がされることがあります。また、投資信託の一部解約、強制的な売却をされることもあります。
IRS サーキュラー230の遵守を確保するため、以下の通り各納税者に通知します。 （A）ここに記載された税金に関する説明は、各納税者に課される米
国連邦所得税に関する罰則を回避する目的で書かれたものではなく、また、そのために利用することはできません。（B）このような税金の記載はここ
に記載された取引や事項を促進又は勧誘することを支援するために書かれています。（C）納税者は独立した税務アドバイザーから当該納税者の個別の
状況に基づいたアドバイスを受けるべきです。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

決　 算　 期
基準価額 株　式

組　入
比　率

ボベスパ指数
（円換算ベース）

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額期　中

騰落率 （参考指数）期　中
騰落率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円
₁₁期（2013年 ₅ 月10日） ₇, ₃₈₈ ₂₉. ₀ ₉₇. ₃ ₆₇. ₄ ₂₄. ₃ ― ₃₅, ₆₉₀
₁₂期（2013年₁₁月11日） ₆, ₀₁₇ △ ₁₈. ₆ ₉₄. ₄ ₅₄. ₄ △ ₁₉. ₂ ― ₂₅, ₉₃₂
₁₃期（2014年 ₅ 月12日） ₆, ₄₇₁ ₇. ₅ ₉₆. ₅ ₅₉. ₄ ₉. ₂ ₀. ₅ ₂₅, ₁₁₉
₁₄期（2014年₁₁月10日） ₆, ₂₇₄ △ ₃. ₀ ₉₆. ₉ ₅₈. ₀ △ ₂. ₅ ₀. ₆ ₂₁, ₈₈₇
₁₅期（2015年 ₅ 月11日） ₅, ₈₅₇ △ ₆. ₆ ₉₆. ₉ ₅₆. ₀ △ ₃. ₅ ₀. ₉ ₁₉, ₀₃₂

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

年　月　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2014年11月10日 ₆, ₂₇₄ ― ₅₈. ₀ ― ₉₆. ₉ ₀. ₆

11月末 ₆, ₇₇₀ ₇. ₉ ₆₁. ₉ ₆. ₈ ₉₆. ₄ ₀. ₆
12月末 ₅, ₉₂₅ △ ₅. ₆ ₅₄. ₉ △ ₅. ₃ ₉₈. ₁ ₀. ₇

2015年 ₁ 月末 ₅, ₆₄₅ △ ₁₀. ₀ ₅₂. ₇ △  ₉. ₁ ₉₈. ₃ ₀. ₇
₂ 月末 ₅, ₅₇₈ △ ₁₁. ₁ ₅₁. ₇ △ ₁₀. ₈ ₉₇. ₂ ₀. ₈
₃ 月末 ₄, ₉₆₃ △ ₂₀. ₉ ₄₆. ₃ △ ₂₀. ₁ ₉₅. ₅ ₀. ₉
₄ 月末 ₅, ₇₁₈ △ ₈. ₉ ₅₄. ₁ △ ₆. ₇ ₉₆. ₉ ₀. ₉

（期末）2015年 ₅ 月11日 ₅, ₈₅₇ △ ₆. ₆ ₅₆. ₀ △ ₃. ₅ ₉₆. ₉ ₀. ₉
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド
運用報告書　＜第₁₅期＞　決算日　₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針

① 当ファンドは、主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等に投資を行い、中長
期的に投資信託財産の着実な成長を目指した運用を行います。ただし、上記の株式等以外に、投資対象企業のＡＤＲ（米国預託証書）やＧＤＲ（グ
ローバル預託証書）等も投資対象とすることがあります。

② 投資する株式の選定においては、経済状況などを考慮しながら業種別の企業動向等の見通しを行うと同時に、定量および定性的な個別企業の分析
を行い、バリュエーション上株価が割安と判断され、かつ企業収益が堅調であると考えられる株式を選択します。

③ 株式への組入比率は高位に保つことを基本とします。
④外貨建資産への投資にあたっては、原則として為替ヘッジは行いません。
⑤ 資金動向、市況動向、その他の要因（当初設定日直後、償還の準備に入ったとき等を含みます。）等によっては、上記のような運用ができない場合

があります。
⑥  BNP パリバ アセットマネジメント ブラジル（BNP Paribas Asset Management Brasil LTDA.）に運用指図に関する権限を委託します。

主要運用対象 主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等を投資対象とします。

組 入 制 限

株 式 投資割合には制限を設けません。
外 貨 建 資 産 投資割合には制限を設けません。
デ リ バ テ ィ ブ ヘッジ目的に限定します。
投 資 信 託 証 券 信託財産の純資産総額の ₅ ％以下とします。

当期の基準価額の推移
8, 000

7, 000

6, 000

5, 000

4, 000

3, 000
第14期末

2014/11/10

（円）

2015/1/13 2015/3/10 第15期末
2015/5/11

■最近 5期の運用実績

■当期中の基準価額と市況等の推移 （ご参考）ボべスパ指数（円換算ベース）の推移
80

60

40

20
2014/11/10 2015/1/13 2015/3/10 2015/5/11
（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

当ファンドの設定日である2007年11月16日を100として指数化して表示
しております。なお、上記は参考情報として掲げたものであり、当ファ
ンドのベンチマークではありません。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

₁．基準価額の主な変動要因
当ファンドは主要投資対象であるブラジル株式を高位に組み入れる

運用を行ったために、ブラジル株式市況および為替市況の影響を大き
く受けました。

ブラジル株式市場が下落したことや、為替市場におけるブラジル・
レアルの対円での下落が、当ファンドの基準価額のマイナス要因とな
りました。

また、米ドルの対円での上昇（当ファンドはＡＤＲ（米国預託証書）
といった米ドル建て株式等にも投資しております。また、レアルと円
との為替取引は米ドルを介して行なわれます。）が、当ファンドの基
準価額にプラス要因となりました。

₂ ．投資環境について
　₁₇頁からのＢＮＰパリバ・ブラジル・株式ファンド（FOFs 用）の
「投資環境について」をご覧下さい。

₃ ．ポートフォリオについて
期を通して、ブラジル国内の政治的な混乱や景気低迷を背景に景気

循環株には慎重な運用スタンスを維持し、他のセクター間での調整に
努めました。レアル安による上昇を見込み、輸出関連セクターへの配
分を高める一方、旱魃（かんばつ）による悪影響が続いている公益セ
クターの低い組み入れを継続しました。

₄ ．今後の運用方針
引き続き、当ファンドの運用の基本方針に基づき、主要投資対象で

あるブラジル株式を高位に組み入れる運用を継続します。
米国や中国の景気減速への警戒感や、ギリシャの債務問題への悲観

的な見方、商品市場の荒い値動きなどの外的な要因から、ブラジル株
式市場では上値の重い展開が想定されます。また、国内では依然とし
て経済低迷への懸念が拭えないため、弊社においては慎重な運用スタ
ンスを継続します。銘柄選択にあたっては、株価バリュエーションに
充分留意すると共に、持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を
はかったポートフォリオ運用をすることで対応していきたいと考えま
す。

（将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合
があります。）

■ ₁万口当たりの費用明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄/₁₁/₁₁～₂₀₁₅/₅/₁₁）
金　額 比　率

（a）売買委託手数料 ₉円 ₀. ₁₄₈％ （a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₉） （₀. ₁₄₈） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（b）有価証券取引税 ₂ ₀. ₀₃₁ （b）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₂） （₀. ₀₃₁） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（c）そ の 他 費 用 ₆ ₀. ₁₀₄ （c）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保 管 費 用） （₆） （₀. ₀₉₈） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（そ の 他） （₀） （₀. ₀₀₅） 事務手数料　他

合 計 ₁₇ ₀. ₂₈₃
（注 ₁ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注 ₂ ） 各比率は ₁ 万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を各期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第 ₃ 位未満を四捨五入して

あります。期中の平均基準価額は₅, ₇₆₆円です。

6

パリバブラジル株式bnp_全体_.indb   6 2015/09/08   14:23:19

20



ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

決　 算　 期
基準価額 株　式

組　入
比　率

ボベスパ指数
（円換算ベース）

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率

純資産
総　額期　中

騰落率 （参考指数）期　中
騰落率

円 ％ ％ ％ ％ 百万円
₁₁期（2013年 ₅ 月10日） ₇, ₃₈₈ ₂₉. ₀ ₉₇. ₃ ₆₇. ₄ ₂₄. ₃ ― ₃₅, ₆₉₀
₁₂期（2013年₁₁月11日） ₆, ₀₁₇ △ ₁₈. ₆ ₉₄. ₄ ₅₄. ₄ △ ₁₉. ₂ ― ₂₅, ₉₃₂
₁₃期（2014年 ₅ 月12日） ₆, ₄₇₁ ₇. ₅ ₉₆. ₅ ₅₉. ₄ ₉. ₂ ₀. ₅ ₂₅, ₁₁₉
₁₄期（2014年₁₁月10日） ₆, ₂₇₄ △ ₃. ₀ ₉₆. ₉ ₅₈. ₀ △ ₂. ₅ ₀. ₆ ₂₁, ₈₈₇
₁₅期（2015年 ₅ 月11日） ₅, ₈₅₇ △ ₆. ₆ ₉₆. ₉ ₅₆. ₀ △ ₃. ₅ ₀. ₉ ₁₉, ₀₃₂

（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

年　月　日
基 準 価 額 ボベスパ指数

（円換算ベース） 株　式
組　入
比　率

新株予約
権付社債

（転換社債）
比　　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2014年11月10日 ₆, ₂₇₄ ― ₅₈. ₀ ― ₉₆. ₉ ₀. ₆

11月末 ₆, ₇₇₀ ₇. ₉ ₆₁. ₉ ₆. ₈ ₉₆. ₄ ₀. ₆
12月末 ₅, ₉₂₅ △ ₅. ₆ ₅₄. ₉ △ ₅. ₃ ₉₈. ₁ ₀. ₇

2015年 ₁ 月末 ₅, ₆₄₅ △ ₁₀. ₀ ₅₂. ₇ △  ₉. ₁ ₉₈. ₃ ₀. ₇
₂ 月末 ₅, ₅₇₈ △ ₁₁. ₁ ₅₁. ₇ △ ₁₀. ₈ ₉₇. ₂ ₀. ₈
₃ 月末 ₄, ₉₆₃ △ ₂₀. ₉ ₄₆. ₃ △ ₂₀. ₁ ₉₅. ₅ ₀. ₉
₄ 月末 ₅, ₇₁₈ △ ₈. ₉ ₅₄. ₁ △ ₆. ₇ ₉₆. ₉ ₀. ₉

（期末）2015年 ₅ 月11日 ₅, ₈₅₇ △ ₆. ₆ ₅₆. ₀ △ ₃. ₅ ₉₆. ₉ ₀. ₉
（注 ₁ ）基準価額は ₁ 万口当たり。
（注 ₂ ）騰落率は期首比です。
（注 ₃ ） ボベスパ指数（円換算ベース）は参考指数として併記しており、ブルーム

バーグのデータをもとに、BNP パリバ インベストメント・パートナーズ株
式会社が₂₀₀₇年₁₁月₁₆日を₁₀₀として指数化しております。また、基準価額
への反映を考慮して、現地前営業日の終値を記載しております。なお、ボベ
スパ指数（円換算ベース）は当ファンドのベンチマークではありません。

■当期の運用状況と今後の運用方針
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド
運用報告書　＜第₁₅期＞　決算日　₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針

① 当ファンドは、主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等に投資を行い、中長
期的に投資信託財産の着実な成長を目指した運用を行います。ただし、上記の株式等以外に、投資対象企業のＡＤＲ（米国預託証書）やＧＤＲ（グ
ローバル預託証書）等も投資対象とすることがあります。

② 投資する株式の選定においては、経済状況などを考慮しながら業種別の企業動向等の見通しを行うと同時に、定量および定性的な個別企業の分析
を行い、バリュエーション上株価が割安と判断され、かつ企業収益が堅調であると考えられる株式を選択します。

③ 株式への組入比率は高位に保つことを基本とします。
④外貨建資産への投資にあたっては、原則として為替ヘッジは行いません。
⑤ 資金動向、市況動向、その他の要因（当初設定日直後、償還の準備に入ったとき等を含みます。）等によっては、上記のような運用ができない場合

があります。
⑥  BNP パリバ アセットマネジメント ブラジル（BNP Paribas Asset Management Brasil LTDA.）に運用指図に関する権限を委託します。

主要運用対象 主として、ブラジルに本社を置く企業、もしくはブラジル国内にて主に事業活動を営む企業が発行する株式等を投資対象とします。

組 入 制 限

株 式 投資割合には制限を設けません。
外 貨 建 資 産 投資割合には制限を設けません。
デ リ バ テ ィ ブ ヘッジ目的に限定します。
投 資 信 託 証 券 信託財産の純資産総額の ₅ ％以下とします。

当期の基準価額の推移
8, 000

7, 000

6, 000

5, 000

4, 000

3, 000
第14期末

2014/11/10

（円）

2015/1/13 2015/3/10 第15期末
2015/5/11

■最近 5期の運用実績

■当期中の基準価額と市況等の推移 （ご参考）ボべスパ指数（円換算ベース）の推移
80

60

40

20
2014/11/10 2015/1/13 2015/3/10 2015/5/11
（注）上記のグラフは、ボベスパ指数（円換算ベース）のインデックスの値を、

当ファンドの設定日である2007年11月16日を100として指数化して表示
しております。なお、上記は参考情報として掲げたものであり、当ファ
ンドのベンチマークではありません。

5

パリバブラジル株式bnp_全体_.indb   5 2015/09/08   14:23:19

ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

₁．基準価額の主な変動要因
当ファンドは主要投資対象であるブラジル株式を高位に組み入れる

運用を行ったために、ブラジル株式市況および為替市況の影響を大き
く受けました。

ブラジル株式市場が下落したことや、為替市場におけるブラジル・
レアルの対円での下落が、当ファンドの基準価額のマイナス要因とな
りました。

また、米ドルの対円での上昇（当ファンドはＡＤＲ（米国預託証書）
といった米ドル建て株式等にも投資しております。また、レアルと円
との為替取引は米ドルを介して行なわれます。）が、当ファンドの基
準価額にプラス要因となりました。

₂ ．投資環境について
　₁₇頁からのＢＮＰパリバ・ブラジル・株式ファンド（FOFs 用）の
「投資環境について」をご覧下さい。

₃ ．ポートフォリオについて
期を通して、ブラジル国内の政治的な混乱や景気低迷を背景に景気

循環株には慎重な運用スタンスを維持し、他のセクター間での調整に
努めました。レアル安による上昇を見込み、輸出関連セクターへの配
分を高める一方、旱魃（かんばつ）による悪影響が続いている公益セ
クターの低い組み入れを継続しました。

₄ ．今後の運用方針
引き続き、当ファンドの運用の基本方針に基づき、主要投資対象で

あるブラジル株式を高位に組み入れる運用を継続します。
米国や中国の景気減速への警戒感や、ギリシャの債務問題への悲観

的な見方、商品市場の荒い値動きなどの外的な要因から、ブラジル株
式市場では上値の重い展開が想定されます。また、国内では依然とし
て経済低迷への懸念が拭えないため、弊社においては慎重な運用スタ
ンスを継続します。銘柄選択にあたっては、株価バリュエーションに
充分留意すると共に、持続的成長が可能な企業を選別し、業種分散を
はかったポートフォリオ運用をすることで対応していきたいと考えま
す。

（将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合
があります。）

■ ₁万口当たりの費用明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄/₁₁/₁₁～₂₀₁₅/₅/₁₁）
金　額 比　率

（a）売買委託手数料 ₉円 ₀. ₁₄₈％ （a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₉） （₀. ₁₄₈） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（b）有価証券取引税 ₂ ₀. ₀₃₁ （b）有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株 式） （₂） （₀. ₀₃₁） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（c）そ の 他 費 用 ₆ ₀. ₁₀₄ （c）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保 管 費 用） （₆） （₀. ₀₉₈） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（そ の 他） （₀） （₀. ₀₀₅） 事務手数料　他

合 計 ₁₇ ₀. ₂₈₃
（注 ₁ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注 ₂ ） 各比率は ₁ 万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を各期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第 ₃ 位未満を四捨五入して

あります。期中の平均基準価額は₅, ₇₆₆円です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ドル 千円

（アメリカ）
GERDAU SA -SPON ADR ₇, ₀₇₅ ₆, ₉₄₇ ₂, ₄₁₇ ₂₈₉, ₄₅₃ 素材
BRF-BRASIL FOODS SA-ADR ― ₇₇₃ ₁, ₆₇₅ ₂₀₀, ₅₅₈ 食品・飲料・タバコ
EMBRAER SA-ADR ― ₁₂₅ ₃₉₄ ₄₇, ₁₈₅ 資本財
PETROLEO BRASILEIRO SA ADR ₁, ₄₀₅ ― ― ― エネルギー
PETROLEO BRASILEIRO-SPON ADR ₅, ₈₈₅ ₅, ₁₁₉ ₄, ₆₅₃ ₅₅₇, ₁₈₉ エネルギー
ITAU UNIBANCO HOLDING SA-ADR ₈₂₃ ₁, ₆₀₇ ₂, ₀₄₆ ₂₄₄, ₉₉₅ 銀行
VALE SA-SP PREF ADR ₆, ₄₂₅ ₃, ₉₀₈ ₂, ₄₃₄ ₂₉₁, ₅₀₄ 素材
BANCO BRADESCO-ADR ₉, ₈₈₂ ₁₀, ₂₄₉ ₁₀, ₈₈₄ ₁, ₃₀₃, ₂₅₉ 銀行
COSAN LTD-CLASS A SHARES ₂, ₀₁₂ ₄, ₅₉₇ ₃, ₃₇₄ ₄₀₄, ₀₂₇ 食品・飲料・タバコ
TIM PARTICIPACOES SA-ADR ₃₀₁ ― ― ― 電気通信サービス
TELEFONICA BRASIL-ADR ₃₆₆ ₄₃₄ ₆₈₅ ₈₂, ₁₂₄ 電気通信サービス
AMBEV SA-ADR ₁₁, ₁₀₃ ₅, ₃₆₆ ₃, ₅₇₉ ₄₂₈, ₅₇₆ 食品・飲料・タバコ

小　　　　　計 株　数、金　額 ₄₅, ₂₈₀ ₃₉, ₁₂₈ ₃₂, ₁₄₆ ₃, ₈₄₈, ₈₇₆
銘柄数＜比率＞ ₁₀ ₁₀ ― ＜₂₀. ₂％＞

百株 百株 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
BRF SA ₂, ₃₂₉ ₂, ₄₀₆ ₁₅, ₅₄₄ ₆₂₅, ₆₅₈ 食品・飲料・タバコ
VALE SA ₃₉ ₃₇ ₈₆ ₃, ₄₇₈ 素材
VALE SA-PREF A ₆, ₂₈₉ ₆, ₉₅₉ ₁₂, ₈₈₁ ₅₁₈, ₄₉₁ 素材
TIM PARTICIPACOES SA ₁, ₈₁₃ ₂, ₇₂₀ ₂, ₄₅₆ ₉₈, ₈₆₇ 電気通信サービス
BANCO DO BRASIL SA ― ₁, ₀₅₅ ₂, ₉₅₄ ₁₁₈, ₈₉₈ 銀行
USINAS SIDER MINAS GER-PF A ₄, ₈₂₁ ― ― ― 素材
ITAUSA-INVESTIMENTOS ITAU-PR ₃₀, ₆₅₉ ₂₉, ₂₆₆ ₂₈, ₄₁₇ ₁, ₁₄₃, ₈₁₁ 銀行
LOJAS AMERICANAS SA-PREF ₃₅₀ ― ― ― 小売
GERDAU SA-PREF ₁₀₉ ₁, ₅₇₉ ₁, ₆₃₂ ₆₅, ₇₂₄ 素材
METALURGICA GERDAU SA-PREF ₂, ₂₆₄ ₂, ₂₆₄ ₂, ₂₇₆ ₉₁, ₆₁₃ 素材
PETROBRAS-PETROLEO BRAS ₁₈₅ ― ― ― エネルギー
PETROLEO BRAS-PR ₁₇, ₃₅₇ ₁₇, ₀₀₀ ₂₂, ₉₈₄ ₉₂₅, ₁₁₃ エネルギー

■組入れ資産の明細
（₁）外 国 株 式

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂₂, ₃₆₅, ₅₅₆千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₈, ₈₃₆, ₉₈₁千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₁₈
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

外

　
　国

百株 千ドル 百株 千ドル 

ア メ リ カ ₁₉, ₀₄₂ ₁₄, ₉₂₇ ₂₆, ₉₈₉ ₁₉, ₂₁₂
（ ₁, ₇₉₄）（ ―）

百株 千ブラジルレアル 百株  千ブラジルレアル

ブ ラ ジ ル ₁₄₇, ₁₁₆ ₂₀₉, ₃₈₄ ₁₂₃, ₇₅₆ ₂₂₅, ₂₁₈
（ ₄₆, ₂₇₀）（ ₁₂, ₄₀₅）（ ₂₁, ₀₀₅）（ ₉, ₈₄₉）

（注 ₁ ）金額は受け渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₃ ） （　）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には

含まれておりません。

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ブラジルレアル 千円

KROTON EDUCACIONAL SA COMMON ₈, ₀₉₆ ₁₄, ₂₁₂ ₁₅, ₇₆₁ ₆₃₄, ₃₈₉ 消費者サービス
CCR SA ₇, ₇₆₆ ₆, ₇₆₄ ₁₀, ₈₀₃ ₄₃₄, ₈₂₅ 運輸
BANCO BRADESCO SA-PREF ₃, ₉₉₈ ₄, ₂₁₅ ₁₃, ₃₈₃ ₅₃₈, ₆₉₀ 銀行
ALL AMERICA LATINA LOGISTICA ₃, ₇₁₃ ― ― ― 運輸
NATURA COSMETICOS ― ₁, ₁₄₇ ₃, ₅₆₄ ₁₄₃, ₄₇₁ 家庭用品・パーソナル用品
CIA SIDERURGICA NACIONAL SA ₂₀₈ ₂₀₈ ₁₆₈ ₆, ₇₇₂ 素材
BRADESPAR SA PREF ₂, ₄₉₂ ₂, ₉₁₆ ₃, ₆₀₂ ₁₄₄, ₉₈₄ 素材
SUZANO PAPEL E CELULOSE SA ₁₉, ₄₈₂ ₁₄, ₇₉₉ ₂₂, ₃₉₁ ₉₀₁, ₂₄₂ 素材
CPFL ENERGIA SA ― ₂, ₂₄₈ ₄, ₅₄₈ ₁₈₃, ₀₈₈ 公益事業
ITAU UNIBANCO HOLDING SA PREF ₁₇, ₃₈₇ ₁₅, ₈₉₁ ₆₀, ₇₈₄ ₂, ₄₄₆, ₅₅₈ 銀行
BRASKEM SA-PREF A ― ₁, ₁₈₂ ₁, ₇₅₄ ₇₀, ₆₀₂ 素材
LOCALIZA RENT A CAR ― ₁ ₃ ₁₄₀ 運輸
ULTRAPAR PARTICIPACOES SA ₁, ₆₀₃ ₂₉₆ ₂, ₁₂₁ ₈₅, ₃₇₇ エネルギー
COSAN SA INDUSTRIA COMERCIO ₃, ₂₂₁ ₂, ₄₂₅ ₆, ₇₂₇ ₂₇₀, ₇₇₄ 食品・飲料・タバコ
LIGHT SA ― ₂, ₆₅₁ ₄, ₇₉₇ ₁₉₃, ₀₉₆ 公益事業
ROSSI RESIDENCIAL SA ₁, ₉₆₂ ₃₉₂ ₈₅ ₃, ₄₂₇ 耐久消費財・アパレル
EMBRAER SA ― ₁, ₈₁₉ ₄, ₂₆₀ ₁₇₁, ₄₆₅ 資本財
PDG REALTY SA ₁, ₅₄₄ ₁, ₅₄₄ ₆₃ ₂, ₅₄₈ 耐久消費財・アパレル
BR MALLS PARTICIPACOES SA ₃₆₈ ₃, ₇₇₁ ₆, ₂₀₀ ₂₄₉, ₅₆₅ 不動産
EVEN CONSTRUTORA E INCORPORA ― ₁₀, ₇₆₁ ₄, ₆₂₇ ₁₈₆, ₂₆₂ 耐久消費財・アパレル
MARFRIG GLOBAL FOODS S. A. ₂, ₀₈₅ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
MULTIPLAN EMPREENDIMENTOS ₂, ₅₁₈ ₁, ₆₄₉ ₈, ₉₄₂ ₃₅₉, ₉₄₃ 不動産
MINERVA SA ₆, ₁₁₂ ₁₀, ₉₀₄ ₉, ₈₁₃ ₃₉₅, ₀₀₈ 食品・飲料・タバコ
ESTACIO PARTICIPACOES SA ₉₁₉ ― ― ― 消費者サービス
DURATEX SA ₁, ₃₆₅ ― ― ― 素材
BM&F BOVESPA SA ₁₁, ₅₄₃ ₉, ₄₇₃ ₁₁, ₈₅₀ ₄₇₆, ₉₉₂ 各種金融
TELEFONICA BRASIL SA ₉₅₄ ₂, ₀₁₀ ₉, ₅₀₅ ₃₈₂, ₆₀₀ 電気通信サービス
QUALICORP SA ― ₁, ₁₄₁ ₂, ₈₂₁ ₁₁₃, ₅₇₃ ヘルスケア機器・サービス
CETIP SA-MERCADOS ORGANIZADO ₁, ₃₅₀ ₀. ₂ ₀. ₆₉₀₆ ₂₇ 各種金融
DIRECIONAL ENGENHARIA SA ₁, ₆₉₃ ― ― ― 不動産
MILLS ESTRUTURAS E SERVICOS ₃, ₅₈₁ ₂, ₆₈₈ ₂, ₂₆₉ ₉₁, ₃₃₁ 資本財
CIA BRASILEIRA DE DIS-PREF ₁, ₅₅₂ ₃₁₂ ₃, ₀₅₅ ₁₂₂, ₉₈₃ 食品・生活必需品小売り
CIELO SA ₉₄₈ ₂, ₆₄₉ ₁₁, ₁₆₃ ₄₄₉, ₃₃₈ ソフトウェア・サービス
OI SA-PREFERENCE ₁₆, ₇₄₄ ₁, ₆₇₄ ₉₆₁ ₃₈, ₆₈₆ 電気通信サービス
BB SEGURIDADE PARTICIPACOES ₆, ₈₄₆ ₅, ₀₉₂ ₁₈, ₉₈₈ ₇₆₄, ₂₈₀ 保険
AMBEV SA ₁₀, ₀₉₂ ₈, ₄₅₂ ₁₆, ₇₇₉ ₆₇₅, ₃₅₅ 食品・飲料・タバコ
VIA VAREJO SA ₁, ₇₈₂ ₁, ₂₈₇ ₂, ₅₀₄ ₁₀₀, ₈₀₀ 小売
KLABIN SA-UNIT ₅, ₂₉₆ ― ― ― 素材
COSAN LOGISTICA SA ₁, ₈₈₇ ₉, ₉₆₂ ₂, ₁₃₁ ₈₅, ₈₁₂ 運輸
RUMO LOGISTICA ― ₅₄, ₈₀₆ ₆, ₈₅₀ ₂₇₅, ₇₄₃ 運輸
PDG REALTY SA RTS₁₅ ― ₁, ₃₂₆ ₁ ₅₃ 耐久消費財・アパレル

小　　　　　計 株　数、金　額 ₂₁₅, ₃₄₄ ₂₆₃, ₉₆₉ ₃₆₂, ₅₂₁ ₁₄, ₅₉₁, ₄₇₃
銘柄数＜比率＞ ₄₂ ₄₄ ― ＜₇₆. ₇％＞

合　　　　　計 株　数、金　額 ₂₆₀, ₆₂₄ ₃₀₃, ₀₉₈ ― ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀
銘柄数＜比率＞ ₅₂ ₅₄ ― ＜₉₆. ₉％＞

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）邦貨換算金額欄の＜　＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率。
（注 ₃ ）株数・評価額の単位未満は切り捨て。ただし、株数が単位未満の場合は小数で記載。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ドル 千円

（アメリカ）
GERDAU SA -SPON ADR ₇, ₀₇₅ ₆, ₉₄₇ ₂, ₄₁₇ ₂₈₉, ₄₅₃ 素材
BRF-BRASIL FOODS SA-ADR ― ₇₇₃ ₁, ₆₇₅ ₂₀₀, ₅₅₈ 食品・飲料・タバコ
EMBRAER SA-ADR ― ₁₂₅ ₃₉₄ ₄₇, ₁₈₅ 資本財
PETROLEO BRASILEIRO SA ADR ₁, ₄₀₅ ― ― ― エネルギー
PETROLEO BRASILEIRO-SPON ADR ₅, ₈₈₅ ₅, ₁₁₉ ₄, ₆₅₃ ₅₅₇, ₁₈₉ エネルギー
ITAU UNIBANCO HOLDING SA-ADR ₈₂₃ ₁, ₆₀₇ ₂, ₀₄₆ ₂₄₄, ₉₉₅ 銀行
VALE SA-SP PREF ADR ₆, ₄₂₅ ₃, ₉₀₈ ₂, ₄₃₄ ₂₉₁, ₅₀₄ 素材
BANCO BRADESCO-ADR ₉, ₈₈₂ ₁₀, ₂₄₉ ₁₀, ₈₈₄ ₁, ₃₀₃, ₂₅₉ 銀行
COSAN LTD-CLASS A SHARES ₂, ₀₁₂ ₄, ₅₉₇ ₃, ₃₇₄ ₄₀₄, ₀₂₇ 食品・飲料・タバコ
TIM PARTICIPACOES SA-ADR ₃₀₁ ― ― ― 電気通信サービス
TELEFONICA BRASIL-ADR ₃₆₆ ₄₃₄ ₆₈₅ ₈₂, ₁₂₄ 電気通信サービス
AMBEV SA-ADR ₁₁, ₁₀₃ ₅, ₃₆₆ ₃, ₅₇₉ ₄₂₈, ₅₇₆ 食品・飲料・タバコ

小　　　　　計 株　数、金　額 ₄₅, ₂₈₀ ₃₉, ₁₂₈ ₃₂, ₁₄₆ ₃, ₈₄₈, ₈₇₆
銘柄数＜比率＞ ₁₀ ₁₀ ― ＜₂₀. ₂％＞

百株 百株 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
BRF SA ₂, ₃₂₉ ₂, ₄₀₆ ₁₅, ₅₄₄ ₆₂₅, ₆₅₈ 食品・飲料・タバコ
VALE SA ₃₉ ₃₇ ₈₆ ₃, ₄₇₈ 素材
VALE SA-PREF A ₆, ₂₈₉ ₆, ₉₅₉ ₁₂, ₈₈₁ ₅₁₈, ₄₉₁ 素材
TIM PARTICIPACOES SA ₁, ₈₁₃ ₂, ₇₂₀ ₂, ₄₅₆ ₉₈, ₈₆₇ 電気通信サービス
BANCO DO BRASIL SA ― ₁, ₀₅₅ ₂, ₉₅₄ ₁₁₈, ₈₉₈ 銀行
USINAS SIDER MINAS GER-PF A ₄, ₈₂₁ ― ― ― 素材
ITAUSA-INVESTIMENTOS ITAU-PR ₃₀, ₆₅₉ ₂₉, ₂₆₆ ₂₈, ₄₁₇ ₁, ₁₄₃, ₈₁₁ 銀行
LOJAS AMERICANAS SA-PREF ₃₅₀ ― ― ― 小売
GERDAU SA-PREF ₁₀₉ ₁, ₅₇₉ ₁, ₆₃₂ ₆₅, ₇₂₄ 素材
METALURGICA GERDAU SA-PREF ₂, ₂₆₄ ₂, ₂₆₄ ₂, ₂₇₆ ₉₁, ₆₁₃ 素材
PETROBRAS-PETROLEO BRAS ₁₈₅ ― ― ― エネルギー
PETROLEO BRAS-PR ₁₇, ₃₅₇ ₁₇, ₀₀₀ ₂₂, ₉₈₄ ₉₂₅, ₁₁₃ エネルギー

■組入れ資産の明細
（₁）外 国 株 式

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

■ 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂₂, ₃₆₅, ₅₅₆千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₈, ₈₃₆, ₉₈₁千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₁₈
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切り捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）
買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

外

　
　国

百株 千ドル 百株 千ドル 

ア メ リ カ ₁₉, ₀₄₂ ₁₄, ₉₂₇ ₂₆, ₉₈₉ ₁₉, ₂₁₂
（ ₁, ₇₉₄）（ ―）

百株 千ブラジルレアル 百株  千ブラジルレアル

ブ ラ ジ ル ₁₄₇, ₁₁₆ ₂₀₉, ₃₈₄ ₁₂₃, ₇₅₆ ₂₂₅, ₂₁₈
（ ₄₆, ₂₇₀）（ ₁₂, ₄₀₅）（ ₂₁, ₀₀₅）（ ₉, ₈₄₉）

（注 ₁ ）金額は受け渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切り捨て。
（注 ₃ ） （　）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には

含まれておりません。

■利害関係人との取引状況等
（₂₀₁₄年₁₁月₁₁日から₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日まで）

　当期中に利害関係人との取引はありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 ₁ 項に規定される
利害関係人です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

銘　　　　　　　　　　　柄
期首（前期末） 当 期 末

株　　数 株　　数 評 価 額 業 種 等外貨建金額 邦貨換算金額
百株 百株 千ブラジルレアル 千円

KROTON EDUCACIONAL SA COMMON ₈, ₀₉₆ ₁₄, ₂₁₂ ₁₅, ₇₆₁ ₆₃₄, ₃₈₉ 消費者サービス
CCR SA ₇, ₇₆₆ ₆, ₇₆₄ ₁₀, ₈₀₃ ₄₃₄, ₈₂₅ 運輸
BANCO BRADESCO SA-PREF ₃, ₉₉₈ ₄, ₂₁₅ ₁₃, ₃₈₃ ₅₃₈, ₆₉₀ 銀行
ALL AMERICA LATINA LOGISTICA ₃, ₇₁₃ ― ― ― 運輸
NATURA COSMETICOS ― ₁, ₁₄₇ ₃, ₅₆₄ ₁₄₃, ₄₇₁ 家庭用品・パーソナル用品
CIA SIDERURGICA NACIONAL SA ₂₀₈ ₂₀₈ ₁₆₈ ₆, ₇₇₂ 素材
BRADESPAR SA PREF ₂, ₄₉₂ ₂, ₉₁₆ ₃, ₆₀₂ ₁₄₄, ₉₈₄ 素材
SUZANO PAPEL E CELULOSE SA ₁₉, ₄₈₂ ₁₄, ₇₉₉ ₂₂, ₃₉₁ ₉₀₁, ₂₄₂ 素材
CPFL ENERGIA SA ― ₂, ₂₄₈ ₄, ₅₄₈ ₁₈₃, ₀₈₈ 公益事業
ITAU UNIBANCO HOLDING SA PREF ₁₇, ₃₈₇ ₁₅, ₈₉₁ ₆₀, ₇₈₄ ₂, ₄₄₆, ₅₅₈ 銀行
BRASKEM SA-PREF A ― ₁, ₁₈₂ ₁, ₇₅₄ ₇₀, ₆₀₂ 素材
LOCALIZA RENT A CAR ― ₁ ₃ ₁₄₀ 運輸
ULTRAPAR PARTICIPACOES SA ₁, ₆₀₃ ₂₉₆ ₂, ₁₂₁ ₈₅, ₃₇₇ エネルギー
COSAN SA INDUSTRIA COMERCIO ₃, ₂₂₁ ₂, ₄₂₅ ₆, ₇₂₇ ₂₇₀, ₇₇₄ 食品・飲料・タバコ
LIGHT SA ― ₂, ₆₅₁ ₄, ₇₉₇ ₁₉₃, ₀₉₆ 公益事業
ROSSI RESIDENCIAL SA ₁, ₉₆₂ ₃₉₂ ₈₅ ₃, ₄₂₇ 耐久消費財・アパレル
EMBRAER SA ― ₁, ₈₁₉ ₄, ₂₆₀ ₁₇₁, ₄₆₅ 資本財
PDG REALTY SA ₁, ₅₄₄ ₁, ₅₄₄ ₆₃ ₂, ₅₄₈ 耐久消費財・アパレル
BR MALLS PARTICIPACOES SA ₃₆₈ ₃, ₇₇₁ ₆, ₂₀₀ ₂₄₉, ₅₆₅ 不動産
EVEN CONSTRUTORA E INCORPORA ― ₁₀, ₇₆₁ ₄, ₆₂₇ ₁₈₆, ₂₆₂ 耐久消費財・アパレル
MARFRIG GLOBAL FOODS S. A. ₂, ₀₈₅ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
MULTIPLAN EMPREENDIMENTOS ₂, ₅₁₈ ₁, ₆₄₉ ₈, ₉₄₂ ₃₅₉, ₉₄₃ 不動産
MINERVA SA ₆, ₁₁₂ ₁₀, ₉₀₄ ₉, ₈₁₃ ₃₉₅, ₀₀₈ 食品・飲料・タバコ
ESTACIO PARTICIPACOES SA ₉₁₉ ― ― ― 消費者サービス
DURATEX SA ₁, ₃₆₅ ― ― ― 素材
BM&F BOVESPA SA ₁₁, ₅₄₃ ₉, ₄₇₃ ₁₁, ₈₅₀ ₄₇₆, ₉₉₂ 各種金融
TELEFONICA BRASIL SA ₉₅₄ ₂, ₀₁₀ ₉, ₅₀₅ ₃₈₂, ₆₀₀ 電気通信サービス
QUALICORP SA ― ₁, ₁₄₁ ₂, ₈₂₁ ₁₁₃, ₅₇₃ ヘルスケア機器・サービス
CETIP SA-MERCADOS ORGANIZADO ₁, ₃₅₀ ₀. ₂ ₀. ₆₉₀₆ ₂₇ 各種金融
DIRECIONAL ENGENHARIA SA ₁, ₆₉₃ ― ― ― 不動産
MILLS ESTRUTURAS E SERVICOS ₃, ₅₈₁ ₂, ₆₈₈ ₂, ₂₆₉ ₉₁, ₃₃₁ 資本財
CIA BRASILEIRA DE DIS-PREF ₁, ₅₅₂ ₃₁₂ ₃, ₀₅₅ ₁₂₂, ₉₈₃ 食品・生活必需品小売り
CIELO SA ₉₄₈ ₂, ₆₄₉ ₁₁, ₁₆₃ ₄₄₉, ₃₃₈ ソフトウェア・サービス
OI SA-PREFERENCE ₁₆, ₇₄₄ ₁, ₆₇₄ ₉₆₁ ₃₈, ₆₈₆ 電気通信サービス
BB SEGURIDADE PARTICIPACOES ₆, ₈₄₆ ₅, ₀₉₂ ₁₈, ₉₈₈ ₇₆₄, ₂₈₀ 保険
AMBEV SA ₁₀, ₀₉₂ ₈, ₄₅₂ ₁₆, ₇₇₉ ₆₇₅, ₃₅₅ 食品・飲料・タバコ
VIA VAREJO SA ₁, ₇₈₂ ₁, ₂₈₇ ₂, ₅₀₄ ₁₀₀, ₈₀₀ 小売
KLABIN SA-UNIT ₅, ₂₉₆ ― ― ― 素材
COSAN LOGISTICA SA ₁, ₈₈₇ ₉, ₉₆₂ ₂, ₁₃₁ ₈₅, ₈₁₂ 運輸
RUMO LOGISTICA ― ₅₄, ₈₀₆ ₆, ₈₅₀ ₂₇₅, ₇₄₃ 運輸
PDG REALTY SA RTS₁₅ ― ₁, ₃₂₆ ₁ ₅₃ 耐久消費財・アパレル

小　　　　　計 株　数、金　額 ₂₁₅, ₃₄₄ ₂₆₃, ₉₆₉ ₃₆₂, ₅₂₁ ₁₄, ₅₉₁, ₄₇₃
銘柄数＜比率＞ ₄₂ ₄₄ ― ＜₇₆. ₇％＞

合　　　　　計 株　数、金　額 ₂₆₀, ₆₂₄ ₃₀₃, ₀₉₈ ― ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀
銘柄数＜比率＞ ₅₂ ₅₄ ― ＜₉₆. ₉％＞

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）邦貨換算金額欄の＜　＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率。
（注 ₃ ）株数・評価額の単位未満は切り捨て。ただし、株数が単位未満の場合は小数で記載。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

（₂）公 社 債
Ａ　債券種類別開示
外国（外貨建）公社債

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

作　成　期 当 期 末

区 分 数　　　量
評 価 額

組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残存期間別組入比率

外貨建金額 邦貨換算金額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満
千ブラジルレアル 千円 ％ ％ ％ ％ ％

ブ ラ ジ ル ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉ ― ― ₀. ₉ ―

合 計 ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉ ― ― ₀. ₉ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切り捨て。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
（注 ₅ ）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

Ｂ　個別銘柄開示
外国（外貨建）公社債

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

作　　　　成　　　　期 当 期 末

銘　　　　　　　柄 種　類 利　率 数　　　量
評 価 額

償還年月日
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

％ 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
KLABIN SA

新株予約権付社債
（転換社債）券 ₁₂. ₂₄ ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₂₀₁₉⊘₁⊘₈

合　　　　　　　計 ― ― ― ― ₁₆₈, ₅₂₃ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切り捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀ ₉₆. ₅

新 株 予 約 権 付 社 債（転換社債） ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅₀₁, ₁₄₇ ₂. ₆

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀ ₁₀₀. ₀
（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） 当期末における外貨建て純資産（₁₉, ₀₀₅, ₈₁₂千円）の投資信託財産総額

（₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀千円）に対する比率は₉₉. ₅％です。
（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により

邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₉. ₇₃円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₀. ₂₅円です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀, ₆₁₀円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₃₃₆, ₁₄₁, ₀₁₄
株 式（評価額） ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀, ₂₁₇
公 社 債（評価額） ₁₆₈, ₅₂₃, ₅₃₀
未 収 入 金 ₇₂, ₈₁₇, ₃₆₄
未 収 配 当 金 ₉₁, ₉₃₁, ₆₉₁
未 収 利 息 ₂₅₆, ₇₉₄

（Ｂ）負　　　　　債 ₇₇, ₆₆₂, ₀₇₄
未 払 金 ₇₇, ₆₆₂, ₀₇₄

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－B） ₁₉, ₀₃₂, ₃₅₈, ₅₃₆
元 本 ₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆, ₀₁₉
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃

（Ｄ）受益権総口数 ₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆, ₀₁₉口
₁ 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） ₅, ₈₅₇円

期首元本額 ₃₄, ₈₈₃, ₈₅₈, ₄₀₀円
期中追加設定元本額 ₆₈₁, ₆₃₁, ₅₀₆円
期中一部解約元本額 ₃, ₀₆₇, ₇₅₃, ₈₈₇円
₁ 口当たり純資産額 ₀. ₅₈₅₇円

（注 ₁ ） 当マザーファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、ＢＮＰパ
リバ・ブラジル・ファンド（株式型）₂₆, ₅₃₁, ₂₀₆, ₅₇₅円、ＢＮＰパリバ・
ブラジル・ファンド（バランス型）₅, ₉₁₄, ₈₁₃, ₁₃₉円、ＢＮＰパリバ・ブラ
ジル株式ファンド（ＦＯＦｓ用）（適格機関投資家専用）₅₁, ₇₁₆, ₃₀₅円です。

（注 ₂ ） 貸借対照表上の純資産総額が元本を下回っており、その差額は₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃
円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₁月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₃₀₈, ₃₄₀, ₈₇₇円

受 取 配 当 金 ₃₀₈, ₂₄₄, ₁₂₈
受 取 利 息 ₉₆, ₇₄₉

（Ｂ）有価証券売買損益 △ ₁, ₇₄₈, ₄₆₁, ₆₃₀
売 買 益 ₁, ₈₁₈, ₀₃₇, ₁₈₁
売 買 損 △ ₃, ₅₆₆, ₄₉₈, ₈₁₁

（Ｃ）その他の費用等 △ ₂₀, ₀₆₈, ₈₂₄
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ ₁, ₄₆₀, ₁₈₉, ₅₇₇
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₁₂, ₉₉₆, ₂₁₀, ₂₈₇
（Ｆ）追加信託差損益金 △ ₂₉₈, ₁₃₁, ₅₀₆
（Ｇ）解約差損益金 ₁, ₂₈₉, ₁₅₃, ₈₈₇
（Ｈ） 計 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃

次期繰越損益金（Ｈ） △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃
（注 ₁ ） 損益の状況の中で（B）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含

みます。
（注 ₂ ） 損益の状況の中で（F）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の

際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注 ₃ ） 損益の状況の中で（G）解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から

解約価額を差し引いた差額分をいいます。

■お知らせ
　₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日付で、平成₂₅年金融商品取引法等改正等に伴い、信託約款の関連条項の変更を行いました。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

（₂）公 社 債
Ａ　債券種類別開示
外国（外貨建）公社債

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

作　成　期 当 期 末

区 分 数　　　量
評 価 額

組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残存期間別組入比率

外貨建金額 邦貨換算金額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満
千ブラジルレアル 千円 ％ ％ ％ ％ ％

ブ ラ ジ ル ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉ ― ― ₀. ₉ ―

合 計 ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉ ― ― ₀. ₉ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切り捨て。
（注 ₄ ）―印は組み入れなし。
（注 ₅ ）評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。

Ｂ　個別銘柄開示
外国（外貨建）公社債

₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

作　　　　成　　　　期 当 期 末

銘　　　　　　　柄 種　類 利　率 数　　　量
評 価 額

償還年月日
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

％ 千ブラジルレアル 千円
（ブラジル）
KLABIN SA

新株予約権付社債
（転換社債）券 ₁₂. ₂₄ ₄₄, ₄₀₀ ₄, ₁₈₆ ₁₆₈, ₅₂₃ ₂₀₁₉⊘₁⊘₈

合　　　　　　　計 ― ― ― ― ₁₆₈, ₅₂₃ ―
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切り捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀ ₉₆. ₅

新 株 予 約 権 付 社 債（転換社債） ₁₆₈, ₅₂₃ ₀. ₉

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅₀₁, ₁₄₇ ₂. ₆

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀ ₁₀₀. ₀
（注 ₁ ）金額の単位未満は切り捨て。
（注 ₂ ） 当期末における外貨建て純資産（₁₉, ₀₀₅, ₈₁₂千円）の投資信託財産総額

（₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀千円）に対する比率は₉₉. ₅％です。
（注 ₃ ） 外貨建て資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により

邦貨換算したものです。なお、₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日における邦貨換算レートは
₁ 米ドル＝₁₁₉. ₇₃円、 ₁ ブラジルレアル＝₄₀. ₂₅円です。
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ＢＮＰパリバ・ブラジル株式マザーファンド

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₁₉, ₁₁₀, ₀₂₀, ₆₁₀円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₃₃₆, ₁₄₁, ₀₁₄
株 式（評価額） ₁₈, ₄₄₀, ₃₅₀, ₂₁₇
公 社 債（評価額） ₁₆₈, ₅₂₃, ₅₃₀
未 収 入 金 ₇₂, ₈₁₇, ₃₆₄
未 収 配 当 金 ₉₁, ₉₃₁, ₆₉₁
未 収 利 息 ₂₅₆, ₇₉₄

（Ｂ）負　　　　　債 ₇₇, ₆₆₂, ₀₇₄
未 払 金 ₇₇, ₆₆₂, ₀₇₄

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－B） ₁₉, ₀₃₂, ₃₅₈, ₅₃₆
元 本 ₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆, ₀₁₉
次 期 繰 越 損 益 金 △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃

（Ｄ）受益権総口数 ₃₂, ₄₉₇, ₇₃₆, ₀₁₉口
₁ 万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） ₅, ₈₅₇円

期首元本額 ₃₄, ₈₈₃, ₈₅₈, ₄₀₀円
期中追加設定元本額 ₆₈₁, ₆₃₁, ₅₀₆円
期中一部解約元本額 ₃, ₀₆₇, ₇₅₃, ₈₈₇円
₁ 口当たり純資産額 ₀. ₅₈₅₇円

（注 ₁ ） 当マザーファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は、ＢＮＰパ
リバ・ブラジル・ファンド（株式型）₂₆, ₅₃₁, ₂₀₆, ₅₇₅円、ＢＮＰパリバ・
ブラジル・ファンド（バランス型）₅, ₉₁₄, ₈₁₃, ₁₃₉円、ＢＮＰパリバ・ブラ
ジル株式ファンド（ＦＯＦｓ用）（適格機関投資家専用）₅₁, ₇₁₆, ₃₀₅円です。

（注 ₂ ） 貸借対照表上の純資産総額が元本を下回っており、その差額は₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃
円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₁月₁₁日　至₂₀₁₅年 ₅ 月₁₁日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₃₀₈, ₃₄₀, ₈₇₇円

受 取 配 当 金 ₃₀₈, ₂₄₄, ₁₂₈
受 取 利 息 ₉₆, ₇₄₉

（Ｂ）有価証券売買損益 △ ₁, ₇₄₈, ₄₆₁, ₆₃₀
売 買 益 ₁, ₈₁₈, ₀₃₇, ₁₈₁
売 買 損 △ ₃, ₅₆₆, ₄₉₈, ₈₁₁

（Ｃ）その他の費用等 △ ₂₀, ₀₆₈, ₈₂₄
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ ₁, ₄₆₀, ₁₈₉, ₅₇₇
（Ｅ）前期繰越損益金 △ ₁₂, ₉₉₆, ₂₁₀, ₂₈₇
（Ｆ）追加信託差損益金 △ ₂₉₈, ₁₃₁, ₅₀₆
（Ｇ）解約差損益金 ₁, ₂₈₉, ₁₅₃, ₈₈₇
（Ｈ） 計 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃

次期繰越損益金（Ｈ） △ ₁₃, ₄₆₅, ₃₇₇, ₄₈₃
（注 ₁ ） 損益の状況の中で（B）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含

みます。
（注 ₂ ） 損益の状況の中で（F）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の

際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注 ₃ ） 損益の状況の中で（G）解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から

解約価額を差し引いた差額分をいいます。

■お知らせ
　₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日付で、平成₂₅年金融商品取引法等改正等に伴い、信託約款の関連条項の変更を行いました。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www .da iwa－am . co . j p /

<2114>

運用報告書（全体版）
第13期

（決算日 2015年 8 月20日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申

し上げます。
さて、「ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs

用）（適格機関投資家専用）」は、このたび、
第13期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワ・ロシア株ファンド
（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式
信 託 期 間 無期限
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ・ロシア株マザーファンド
の受益証券

ダイワ・ロシア株
マザーファンド

ロシアの金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式（上場予定お
よび店頭登録予定を含みます。）な
らびにロシアの企業のＤＲ（預託
証券）

マザーファンド
の 運 用 方 法

①主としてロシアの株式（※）の中から、豊富な天
然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構
造の変化が進むロシア経済において、成長が期待さ
れる企業に投資することにより、信託財産の中長期
的な成長をめざして運用を行ないます。
　（※�）株式…ＤＲ、米ドル建ての株式等を含みます

ので、投資対象国以外の通貨の為替リスクが発
生する場合があります。

②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資
することを基本とします。
　イ�．業績動向、流動性等により銘柄の定量分析を

行ない、投資対象銘柄を決定します。
　ロ�．財務内容、経営陣の評価、セクター内の競争

力、バリュエーション、利益成長等に着目し、
買付候補銘柄を決定します。

　ハ�．ポートフォリオの構築においては、業種分
散、銘柄分散を考慮します。

③外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベス
トメント社に運用の指図にかかる権限を委託します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資
産総額の80％程度以上に維持することを基本としま
す。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。

株式組入制限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率

無制限
マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率

分 配 方 針
分配対象額は、経費控除後の配当等収益とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミ
リーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に
投資して、実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。



ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ＭＳＣＩロシア10/40指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

9 期末（2013年 8 月20日） 26, 732 0 △� 8. 1 26, 197 △�  7. 4 90. 5 ― 55 
10期末（2014年 2 月20日） 27, 547 0 3. 0 26, 118 △�  0. 3 93. 3 ― 45 
11期末（2014年 8 月20日） 28, 769 0 4. 4 26, 762 2. 5 93. 4 ― 33 
12期末（2015年 2 月20日） 26, 496 0 △� 7. 9 23, 854 △� 10. 9 93. 1 ― 30 
13期末（2015年 8 月20日） 25, 317 0 △� 4. 4 22, 964 △�  3. 7 90. 9 ― 19 

（注 1 ）�ＭＳＣＩロシア10/40指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩロシア10/40指数（配当込み、米ドルベース）を
もとに円換算し、当ファンド設定日を10, 000として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩロシア10/40指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発
した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内
容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 2 ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 3 ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 4 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■基準価額・騰落率
期　首：26, 496円　
期　末：25, 317円　
騰落率：△4. 4％　

■基準価額の主な変動要因
マザーファンドを通じてロシアの株式に投資した結果、ロシア株式市況が下落したことにより、基
準価額は値下がりしました。

《運用経過》
 基準価額等の推移について

流　用
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

年　　月　　日 基　 準　 価 　額 ＭＳＣＩロシア10/40指数
（配当込み、円換算） 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2015年 2 月20日 26, 496 ― 23, 854 ― 93. 1 ―

2 月末 26, 319 △� 0. 7 24, 002 0. 6 93. 0 ―
3 月末 25, 669 △� 3. 1 23, 271 △� 2. 4 94. 9 ―
4 月末 29, 329 10. 7 26, 960 13. 0 94. 4 ―
5 月末 29, 781 12. 4 27, 191 14. 0 90. 9 ―
6 月末 28, 111 6. 1 25, 395 6. 5 94. 0 ―
7 月末 27, 245 2. 8 24, 656 3. 4 95. 5 ―

（期末）2015年 8 月20日 25, 317 △� 4. 4 22, 964 △� 3. 7 90. 9 ―
（注）騰落率は期首比。

ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■基準価額・騰落率
期　首：26, 496円　
期　末：25, 317円　
騰落率：△4. 4％　

■基準価額の主な変動要因
マザーファンドを通じてロシアの株式に投資した結果、ロシア株式市況が下落したことにより、基

準価額は値下がりしました。

《運用経過》
 基準価額等の推移について

流　用
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 前期における「今後の運用方針」

○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア
経済において、成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして
運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢の動向を注視します。ルーブル安
の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方
で、国内景気や経済制裁の影響が懸念される銀行株、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感
が高い公益事業セクターに対して慎重な見方をしています。

外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、
今後の運用を行なってまいります。

 ポートフォリオについて

○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資しました。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

内需回復による恩恵が期待される公益事業に加え、原油価格は低水準にあったものの、相対的に安
定したキャッシュフローが見込まれる銘柄を中心としたエネルギーセクターの組入比率を高位とした
一方で、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投
資姿勢を維持しました。内需回復の恩恵が期待される MAGNIT（生活必需品）、原油価格下落はマ
イナス要因であるものの、相対的に財務体質が健全で安定的なキャッシュフローを有する AK 
TRANSNEFT PRF（エネルギー）や LUKOIL ADR（エネルギー）などを買い付けました。一方で、
国内景気の減速や競争激化による収益環境の悪化などが懸念された MOBILE TELESYSTEMS-SP 
ADR（電気通信サービス）、株式市況の軟化や株式売買高の減少などの影響が懸念された MOSCOW 
EXCHANGE MICEX-RTS（金融）などを売却しました。

流　用

5
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 投資環境について

○ロシア株式市況
ロシア株式市況は、期首から2015年 3 月中旬にかけて、原油価格などの商品市況が下落したことや
インフレ率が依然として高い伸びを示していたことなどが嫌気され、軟調な値動きとなりました。そ
の後、一部の経済指標に改善の兆しが出てきたことや原油価格が上昇に転じたこと、他の新興国市場
と比較して株価バリュエーションが割安なことなどが支援材料となり、 5月中旬にかけて上昇基調と
なりました。 6月下旬にかけては、原油価格の上昇に一服感が出てきたこと、ロシア中央銀行が外貨
準備高増加をめざして外貨買い／ロシア・ルーブル売りを実施したこと、中国本土株式が急落したこ
と、ギリシャの債務問題への不透明感が台頭したことなどが嫌気され、下落基調となりました。期末
にかけても、イランへの経済制裁解除による原油供給量の増加観測から原油価格が大幅安となったこ
とや中国が人民元を切下げたことをきっかけに投資家のリスク回避姿勢が強まったことなどを受け
て、軟調な展開が続きました。
○為替相場

対円で見たロシア・ルーブルは、期首から2015年 5 月中旬にかけて上昇基調となりました。ウクラ
イナと分離独立派が停戦で合意したことや原油価格が反発に転じたこと、インフレ指標など一部経済
指標で改善の兆しが出てきたことなどが支援材料となりました。その後、ロシア中央銀行が外貨準備
増を目的に外貨買い／ルーブル売りを行なったことや、金融政策決定会合の声明でインフレリスクを
勘案すると追加利下げのペースが鈍る可能性があると述べたこと、中国本土株の急落やギリシャの債
務問題などから投資家のリスク回避姿勢が強まったこと、原油価格が再び下落基調となったことなど
が嫌気され、期末にかけては下落基調となりました。

流　用
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 前期における「今後の運用方針」

○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア
経済において、成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして
運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢の動向を注視します。ルーブル安
の恩恵や堅調なキャッシュフロー、相対的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している一方
で、国内景気や経済制裁の影響が懸念される銀行株、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感
が高い公益事業セクターに対して慎重な見方をしています。

外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、
今後の運用を行なってまいります。

 ポートフォリオについて

○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資しました。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

内需回復による恩恵が期待される公益事業に加え、原油価格は低水準にあったものの、相対的に安
定したキャッシュフローが見込まれる銘柄を中心としたエネルギーセクターの組入比率を高位とした
一方で、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対しては慎重な投
資姿勢を維持しました。内需回復の恩恵が期待される MAGNIT（生活必需品）、原油価格下落はマ
イナス要因であるものの、相対的に財務体質が健全で安定的なキャッシュフローを有する AK 
TRANSNEFT PRF（エネルギー）や LUKOIL ADR（エネルギー）などを買い付けました。一方で、
国内景気の減速や競争激化による収益環境の悪化などが懸念された MOBILE TELESYSTEMS-SP 
ADR（電気通信サービス）、株式市況の軟化や株式売買高の減少などの影響が懸念された MOSCOW 
EXCHANGE MICEX-RTS（金融）などを売却しました。

流　用

5

2114dam_交付_.indd   5 2015/10/01   14:29:59

ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 投資環境について

○ロシア株式市況
ロシア株式市況は、期首から2015年 3 月中旬にかけて、原油価格などの商品市況が下落したことや

インフレ率が依然として高い伸びを示していたことなどが嫌気され、軟調な値動きとなりました。そ
の後、一部の経済指標に改善の兆しが出てきたことや原油価格が上昇に転じたこと、他の新興国市場
と比較して株価バリュエーションが割安なことなどが支援材料となり、 5月中旬にかけて上昇基調と
なりました。 6月下旬にかけては、原油価格の上昇に一服感が出てきたこと、ロシア中央銀行が外貨
準備高増加をめざして外貨買い／ロシア・ルーブル売りを実施したこと、中国本土株式が急落したこ
と、ギリシャの債務問題への不透明感が台頭したことなどが嫌気され、下落基調となりました。期末
にかけても、イランへの経済制裁解除による原油供給量の増加観測から原油価格が大幅安となったこ
とや中国が人民元を切下げたことをきっかけに投資家のリスク回避姿勢が強まったことなどを受け
て、軟調な展開が続きました。

○為替相場
対円で見たロシア・ルーブルは、期首から2015年 5 月中旬にかけて上昇基調となりました。ウクラ

イナと分離独立派が停戦で合意したことや原油価格が反発に転じたこと、インフレ指標など一部経済
指標で改善の兆しが出てきたことなどが支援材料となりました。その後、ロシア中央銀行が外貨準備
増を目的に外貨買い／ルーブル売りを行なったことや、金融政策決定会合の声明でインフレリスクを
勘案すると追加利下げのペースが鈍る可能性があると述べたこと、中国本土株の急落やギリシャの債
務問題などから投資家のリスク回避姿勢が強まったこと、原油価格が再び下落基調となったことなど
が嫌気され、期末にかけては下落基調となりました。

流　用
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《今後の運用方針》
○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア
経済において、成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして
運用を行ないます。前述のように、ロシアを取り巻く不透明要因が多い中、業種については、内需回
復による恩恵が期待される生活必需品などの投資妙味が高いと考えています。また、原油価格が低水
準にあるものの、相対的に安定的なキャッシュフローが見込まれることに加え、ルーブル安米ドル高
の恩恵が期待される銘柄を中心としたエネルギーセクターにも注目しています。一方で、電気通信
サービスや公益事業セクターについては、引続き慎重な見方をしています。株式組入比率について
は、テクニカルな株価反発等の可能性も勘案し、機動的に対応していきます。
外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、
今後の運用を行なってまいります。

流　用

7
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
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-5. 0

当　期
（2015. 2. 20～2015. 8. 20）

基準価額
ＭＳＣＩロシア10／40指数（配当込み、円換算）

 分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2015年 2 月21日
～2015年 8 月20日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―

翌期繰越分配可能額 （円） 16, 705 
（注 1 ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2 ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3 ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《今後の運用方針》
○当ファンド
「ダイワ・ロシア株マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないます。
○ダイワ・ロシア株マザーファンド

当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア
経済において、成長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして
運用を行ないます。前述のように、ロシアを取り巻く不透明要因が多い中、業種については、内需回
復による恩恵が期待される生活必需品などの投資妙味が高いと考えています。また、原油価格が低水
準にあるものの、相対的に安定的なキャッシュフローが見込まれることに加え、ルーブル安米ドル高
の恩恵が期待される銘柄を中心としたエネルギーセクターにも注目しています。一方で、電気通信
サービスや公益事業セクターについては、引続き慎重な見方をしています。株式組入比率について
は、テクニカルな株価反発等の可能性も勘案し、機動的に対応していきます。
外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託し、
今後の運用を行なってまいります。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

 ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
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 分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2015年 2 月21日
～2015年 8 月20日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―

翌期繰越分配可能額 （円） 16, 705 
（注 1 ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2 ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3 ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

  1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 2. 21～2015. 8. 20）
金　　額 比　　率

信託報酬  127円 0. 455％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は27, 873円です。

（投信会社）  （119）  （0. 428） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （1）  （0. 005） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （6）  （0. 021） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  94   0. 336  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （94）  （0. 336） 

有価証券取引税  0   0. 000  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （0）  （0. 000） 
その他費用  49   0. 174  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （40）  （0. 144） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （8）  （0. 029） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　計  269   0. 966  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額の
うち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■投資信託財産の構成
2015年 8 月20日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・ロシア株マザーファンド 19, 417 98. 6 
コール・ローン等、その他 283 1. 4 
投資信託財産総額 19, 701 100. 0 

（注 1 ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2 ）�外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 8 月20日における邦貨換算レートは、 1 アメリカ・ドル＝
123. 82円です。

（注 3 ）�ダイワ・ロシア株マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産
（4, 445, 614千円）の投資信託財産総額（4, 500, 151千円）に対する比率
は、98. 8% です。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・ロシア株
マザーファンド 33, 786 22, 876 19, 417 

（注）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2015年 2 月21日から2015年 8 月20日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダイワ・
ロシア株
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

209 200 11, 119 10, 400 

（注）単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2015年 8 月20日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 19, 701, 052円

コール・ローン等 283, 204  
ダイワ・ロシア株マザーファンド（評価額） 19, 417, 848  

（Ｂ）負債 122, 331  
未払信託報酬 121, 712  
その他未払費用 619  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 19, 578, 721  
元本 7, 733, 380  
次期繰越損益金 11, 845, 341  

（Ｄ）受益権総口数 7, 733, 380口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 25, 317円

＊�期首における元本額は11, 375, 443円、当期中における追加設定元本額は70, 277
円、同解約元本額は3, 712, 340円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は25, 317円です。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2015年 2 月21日から2015年 8 月20日まで）

項 目 当 期
ダイワ・ロシア株マザーファンド

（ａ）期中の株式売買金額 9, 064, 302千円 
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 4, 854, 690千円 
（ｃ）売買高比率 （ａ）／（ｂ） 1. 86 
（注 1 ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

  1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　　期

項　　目　　の　　概　　要（2015. 2. 21～2015. 8. 20）
金　　額 比　　率

信託報酬  127円 0. 455％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は27, 873円です。

（投信会社）  （119）  （0. 428） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、運用報告書の作成等の対価

（販売会社）  （1）  （0. 005） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （6）  （0. 021） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  94   0. 336  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （94）  （0. 336） 

有価証券取引税  0   0. 000  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （0）  （0. 000） 
その他費用  49   0. 174  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （40）  （0. 144） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （1）  （0. 002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （8）  （0. 029） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　計  269   0. 966  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出し
た結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額の
うち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 2 ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3 ）比率欄は 1 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■損益の状況
当期　自2015年 2 月21日　至2015年 8 月20日

項 目 当 期
（Ａ）配当等収益 12円

受取利息 12
（Ｂ）有価証券売買損益 △� 801, 301

売買益 620, 295
売買損 △� 1, 421, 596

（Ｃ）信託報酬等 △� 122, 331
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △� 923, 620
（Ｅ）前期繰越損益金 3, 704, 074
（Ｆ）追加信託差損益金 9, 064, 887

（配当等相当額） （� 6, 681, 661）
（売買損益相当額） （� 2, 383, 226）

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 11, 845, 341
次期繰越損益金（Ｇ） 11, 845, 341
追加信託差損益金 9, 064, 887

（配当等相当額） （� 6, 681, 661）
（売買損益相当額） （� 2, 383, 226）
分配準備積立金 4, 777, 466
繰越損益金 △� 1, 997, 012

（注 1 ）�信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2 ）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3 ）�収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 4 ）�投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を

委託するために要する費用：52, 461円（未監査）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益  0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0
（ｃ）収益調整金 8, 141, 267
（ｄ）分配準備積立金 4, 777, 466
（ｅ）当期分配可能額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 12, 918, 733
（ｆ）分配金  0
（ｇ）翌期繰越分配可能額（ｅ－ｆ） 12, 918, 733
（ｈ）受益権総口数 7, 733, 380口

《訂正のお知らせ》
　　作成対象期間の末日が2015年 2 月20日の交付運用報告書および運用報告書（全体版）につきまして、「 1 万口当りの費用の明細」の

表の「項目の概要」における次の記載にて下線部が不要でした。お詫び申し上げますとともに、下線部を除いてお読み替えください
ますようお願い申し上げます。

　
　　「期中の平均基準価額（月末値の平均値）は25, 990円です。」
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

年 　月 　日 基 準 価 額 ＭＳＣＩロシア10/40指数
（配当込み、円換算） 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰落率（参考指数）騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2015年 2 月20日 8, 837 ― 6, 181 ― 94. 0 ―

2 月末 8, 779 △� 0. 7 6, 219 0. 6 93. 9 ―
3 月末 8, 567 △� 3. 1 6, 030 △� 2. 4 95. 8 ―
4 月末 9, 816 11. 1 6, 985 13. 0 95. 2 ―
5 月末 9, 976 12. 9 7, 045 14. 0 91. 6 ―
6 月末 9, 420 6. 6 6, 580 6. 5 94. 7 ―
7 月末 9, 135 3. 4 6, 389 3. 4 96. 2 ―

（期末）2015年 8 月20日 8, 488 △� 3. 9 5, 950 △� 3. 7 91. 6 ―
（注 1 ）�ＭＳＣＩロシア10/40指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾

を得て、ＭＳＣＩロシア10/40指数（配当込み、米ドルベース）をもとに円
換算し、当ファンド設定日を10, 000として大和投資信託が計算したもので
す。ＭＳＣＩロシア10/40指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、
同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰
属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および公表
を停止する権利を有しています。

（注 2 ）�海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用
しています。

（注 3 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

（円）
11, 000

10, 000

9, 000

8, 000

7, 000
期　首

（2015. 2. 20）
期　末

（2015. 8. 20）

基準価額

ダイワ・ロシア株マザーファンド
運用報告書　第15期　（決算日　2015年 8 月20日）

東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 ロシアの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます。）ならびにロシアの企業のＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主としてロシアの株式（※）の中から、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など産業構造の変化が進むロシア経済において、成
長が期待される企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ないます。
　（※）株式…ＤＲ、米ドル建ての株式等を含みますので、投資対象国以外の通貨の為替リスクが発生する場合があります。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資することを基本とします。
　イ．業績動向、流動性等により銘柄の定量分析を行ない、投資対象銘柄を決定します。
　ロ．財務内容、経営陣の評価、セクター内の競争力、バリュエーション、利益成長等に着目し、買付候補銘柄を決定します。
　ハ．ポートフォリオの構築においては、業種分散、銘柄分散を考慮します。
③外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の指図にかかる権限を委託します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。

株 式 組 入 制 限 無制限
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：8, 837円　期末：8, 488円　騰落率：△3. 9％
【基準価額の主な変動要因】

当期の基準価額は、ロシア株式市況が下落したことにより値下がり
しました。

◆投資環境について
○ロシア株式市況

ロシア株式市況は、期首から2015年 3 月中旬にかけて、原油価格
などの商品市況が下落したことやインフレ率が依然として高い伸び
を示していたことなどが嫌気され、軟調な値動きとなりました。そ
の後、一部の経済指標に改善の兆しが出てきたことや原油価格が上
昇に転じたこと、他の新興国市場と比較して株価バリュエーション
が割安なことなどが支援材料となり、 5 月中旬にかけて上昇基調と
なりました。 6 月下旬にかけては、原油価格の上昇に一服感が出て
きたこと、ロシア中央銀行が外貨準備高増加をめざして外貨買い／
ロシア・ルーブル売りを実施したこと、中国本土株式が急落したこ
と、ギリシャの債務問題への不透明感が台頭したことなどが嫌気さ
れ、下落基調となりました。期末にかけても、イランへの経済制裁
解除による原油供給量の増加観測から原油価格が大幅安となったこ
とや、中国が人民元を切下げたことをきっかけに投資家のリスク回
避姿勢が強まったことなどを受けて、軟調な展開が続きました。

○為替相場
対円で見たロシア・ルーブルは、期首から2015年 5 月中旬にかけ

て上昇基調となりました。ウクライナと分離独立派が停戦で合意し
たことや原油価格が反発に転じたこと、インフレ指標など一部経済
指標で改善の兆しが出てきたことなどが支援材料となりました。そ
の後、ロシア中央銀行が外貨準備増を目的に外貨買い／ルーブル売
りを行なったことや、金融政策決定会合の声明でインフレリスクを
勘案すると追加利下げのペースが鈍る可能性があると述べたこと、
中国本土株の急落やギリシャの債務問題などから投資家のリスク回
避姿勢が強まったこと、原油価格が再び下落基調となったことなど
が嫌気され、期末にかけては下落基調となりました。

◆前期における「今後の運用方針」
当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大

など産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される
企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして
運用を行ないます。当面は、原油価格、ルーブル、ウクライナ情勢
の動向を注視します。ルーブル安の恩恵や堅調なキャッシュフ
ロー、相対的に高い配当が期待できる素材セクターに注目している
一方で、国内景気や経済制裁の影響が懸念される銀行株、規制リス
クが懸念されて業績見通しに不透明感が高い公益事業セクターに対
して慎重な見方をしています。

外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運
用の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいりま
す。

◆ポートフォリオについて
内需回復による恩恵が期待される公益事業に加え、原油価格は低水

準にあったものの、相対的に安定したキャッシュフローが見込まれる
銘柄を中心としたエネルギーセクターの組入比率を高位とした一方
で、規制リスクが懸念されて業績見通しに不透明感が高い公益事業セ
クターに対しては慎重な投資姿勢を維持しました。内需回復の恩恵が
期待される MAGNIT（生活必需品）、原油価格下落はマイナス要因
であるものの、相対的に財務体質が健全で安定的なキャッシュフロー
を有する AK TRANSNEFT PRF（エネルギー）や LUKOIL ADR（エ

ネルギー）などを買い付けました。一方で、国内景気の減速や競争激
化による収益環境の悪化などが懸念された MOBILE TELESYSTEMS-
SP ADR（電気通信サービス）、株式市況の軟化や株式売買高の減少
などの影響が懸念された MOSCOW EXCHANGE MICEX-RTS（金
融）などを売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは、運用の評価または目標基準となるベンチマークを設

けておりません。
当期の参考指数（ＭＳＣＩロシア10/40指数（配当込み、円換算））

の騰落率は△3. 7％となりました。一方、当ファンドの騰落率は
△3. 9％となりました。

《今後の運用方針》
当ファンドは、豊富な天然資源の強みを背景に、国内需要の拡大など

産業構造の変化が進むロシア経済において、成長が期待される企業に投
資することにより、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行ない
ます。前述のように、ロシアを取り巻く不透明要因が多い中、業種につ
いては、内需回復による恩恵が期待される生活必需品などの投資妙味が
高いと考えています。また、原油価格が低水準にあるものの、相対的に
安定的なキャッシュフローが見込まれることに加え、ルーブル安米ドル
高の恩恵が期待される銘柄を中心としたエネルギーセクターにも注目し
ています。一方で、電気通信サービスや公益事業セクターについては、
引続き慎重な見方をしています。株式組入比率については、テクニカル
な株価反発等の可能性も勘案し、機動的に対応していきます。

外貨建資産の運用にあたっては、デカ・インベストメント社に運用の
指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 33円
（株式） （� 33） 

有価証券取引税 0  
（株式） （� 0） 

その他費用 17  
（保管費用） （� 14） 
（その他） （� 3） 

合 計 49  
（注 1 ）�期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出方法については前掲の「 1 万口当りの費用の明細」の項目の
概要をご参照ください。

（注 2 ）�各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（2015年 2 月21日から2015年 8 月20日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
SBERBANK（ロシア）  4, 535 721, 916 159 SBERBANK（ロシア）  4, 285 673, 786 157 
LUKOIL PJSC-SPON ADR（ロシア）  84 458, 920 5, 463 GAZPROM PAO -SPON GDR（ロシア）  700 426, 619 609 
NOVATEK OAO-SPONS GDR REG S（ロシア）  29 345, 194 11, 903 LUKOIL PJSC-SPON ADR（ロシア）  65 376, 766 5, 796 
VTB BANK JSC -GDR-REG S（ロシア）  855 274, 203 320 NOVATEK OAO-SPONS GDR REG S（ロシア）  32. 4 369, 795 11, 413 
MAGNIT  PJSC-SPON GDR REGS（ロシア）  40 267, 961 6, 699 VTB BANK JSC -GDR-REG S（ロシア）  755 263, 302 348 
URALKALI PJSC-SPON GDR-REG S（ロシア）  117 198, 626 1, 697 MEGAFON-REG S GDR（ロシア）  106. 75 185, 983 1, 742 
MEGAFON-REG S GDR（ロシア）  105. 75 194, 201 1, 836 RUSHYDRO PJSC（ロシア）  140, 000 180, 644 1 
MMC NORILSK NICKEL OJSC（ロシア）  7 161, 404 23, 057 ROSNEFT OJSC-REG S GDR（ロシア）  310 171, 151 552 
SURGUTNEFTEGAS（ロシア）  2, 061. 264 158, 397 76 SURGUTNEFTEGAS（ロシア）  2, 030 169, 016 83 
ALROSA PAO（ロシア）  1, 020 153, 436 150 MAGNIT  PJSC-SPON GDR REGS（ロシア）  23 149, 008 6, 478 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）金額の単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　式

（2015年 2 月21日から2015年 8 月20日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額
外 

国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

ロシア 681, 591. 14 36, 197 1, 682, 731. 5 37, 830 
（△� 800） （△� 1, 167） 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）�（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3 ）金額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（ロシア）
MOBILE TELESYSTEMS-SP ADR 1, 930 800 618 76, 570 電気通信サービス
VTB BANK JSC -GDR-REG S 5, 500 6, 500 1, 329 164, 587 金融
NOVOLIPET STEEL-GDR REG S 225 ― ― ― 素材
TATNEFT-SPONSORED ADR 180 ― ― ― エネルギー
MMC NORILSK NICKEL PJSC-ADR 500 600 888 109, 952 素材
SISTEMA JSFC-REG S SPONS GDR 575 ― ― ― 電気通信サービス
MAGNIT  PJSC-SPON GDR REGS 730 900 4, 394 544, 096 生活必需品
MEGAFON-REG S GDR 1, 010 1, 000 1, 315 162, 823 電気通信サービス
URALKALI PJSC-SPON GDR-REG S 700 650 961 119, 034 素材
NOVATEK OAO-SPONS GDR REG S 209 175 1, 589 196, 858 エネルギー
LUKOIL PJSC-SPON ADR 560 750 2, 834 350, 983 エネルギー
ROSNEFT OJSC-REG S GDR 4, 400 3, 150 1, 154 142, 986 エネルギー
TMK-GDR REG S 600 ― ― ― エネルギー
GAZPROM PAO -SPON GDR 5, 200 ― ― ― エネルギー
SEVERSTAL - GDR REG S 1, 300 1, 600 1, 718 212, 772 素材
SURGUTNEFTEGAS-PREFERENCE 11, 000 15, 000 870 107, 723 エネルギー
ALROSA PAO 15, 600 17, 500 1, 725 213, 651 素材
MOSCOW EXCHANGE MICEX-RTS 16, 000 10, 000 1, 116 138, 183 金融
SBERBANK 27, 500 30, 000 3, 222 398, 948 金融
MAGNIT ― 25 452 56, 032 生活必需品
AK TRANSNEFT OAO-PREF 6. 95 7. 95 1, 847 228, 754 エネルギー
URALKALI 1, 500 2, 500 720 89, 243 素材
SEVERSTAL 480 ― ― ― 素材
ROSTELECOM 8, 000 6, 750 835 103, 470 電気通信サービス
TATNEFT-CLS 2, 000 3, 550 1, 634 202, 417 エネルギー
SURGUTNEFTEGAS 14, 000 14, 312. 64 729 90, 381 エネルギー
MMC NORILSK NICKEL OJSC 30 25 365 45, 221 素材
GAZPROM PAO 4, 500 5, 500 1, 163 144, 033 エネルギー
ROSNEFT OAO 150 1, 000 362 44, 835 エネルギー
LUKOIL OAO 200 350 1, 297 160, 697 エネルギー
RUSHYDRO PJSC 1, 000, 000 ― ― ― 公益事業

フ ァ ン ド 合 計 株　数、金　額 1, 124, 585. 95 122, 645. 59 33, 146 4, 104, 257 
銘柄数＜比率＞ 30 銘柄 24 銘柄 ＜91. 6％＞ 

（注 1 ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 2 ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 3 ）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
外国株式
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■投資信託財産の構成
2015年 8 月20日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株式 4, 104, 257 91. 2 
コール・ローン等、その他 395, 893 8. 8 
投資信託財産総額 4, 500, 151 100. 0 

（注 1 ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2 ）�外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 8 月20日における邦貨換算レートは、 1 アメリカ・ドル＝
123. 82円です。

（注 3 ）�当期末における外貨建純資産（4, 445, 614千円）の投資信託財産総額
（4, 500, 151千円）に対する比率は、98. 8% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2015年 8 月20日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資産 4, 500, 151, 686円

コール・ローン等 378, 766, 520  
株式（評価額） 4, 104, 257, 970  
未収配当金 17, 127, 196  

（Ｂ）負債 20, 000, 000  
未払解約金 20, 000, 000  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 4, 480, 151, 686  
元本 5, 277, 972, 796  
次期繰越損益金 △�  797, 821, 110  

（Ｄ）受益権総口数 5, 277, 972, 796口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 8, 488円

＊�期首における元本額は5, 695, 463, 702円、当期中における追加設定元本額は
218, 677, 249円、同解約元本額は636, 168, 155円です。

＊�当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ロシア株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）22, 876, 824円、ダイ
ワ・ロシア株ファンド5, 237, 204, 151円、ダイワ新興 ４ カ国株式ファンド（ダイ
ワＳＭＡ専用）17, 891, 821円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は8, 488円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は797, 821, 110円です。

■損益の状況
当期　自2015年 2 月21日　至2015年 8 月20日

項　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 114, 551, 981円

受取配当金 114, 532, 481  
受取利息 19, 500  

（Ｂ）有価証券売買損益 △�  260, 795, 609  
売買益 490, 343, 100  
売買損 △�  751, 138, 709  

（Ｃ）その他費用 △�  9, 176, 036  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △�  155, 419, 664  
（Ｅ）前期繰越損益金 △ � 662, 192, 352  
（Ｆ）解約差損益金 29, 268, 155  
（Ｇ）追加信託差損益金 △�  9, 477, 249  
（Ｈ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △�  797, 821, 110  

次期繰越損益金（Ｈ） △ � 797, 821, 110  
（注 1 ）�解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 2 ）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
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　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

運用報告書（全体版）
第13期

（決算日 2015年 6 月16日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・ダイナミック・インド株
ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」
は、このたび、第₁₃期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<2113>

ダイワ・ダイナミック・
インド株ファンド

（FOFs用）（適格機関投資家専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ・インド株アクティブ・マ
ザーファンドの受益証券

ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

インドの金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式（上場予定お
よび店頭登録予定を含みます。）

マザーファンド
の 運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド
経済の発展に関連するインドの企業に投資すること
により、信託財産の中長期的な成長をめざして運用
を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資
することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネル

ギー供給体制等の構築、整備、運営事業および
人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大に
関連すると判断される銘柄の中からボトムアッ
プアプローチにより銘柄を選定します。

　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株

価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポー
トフォリオを構築します。

③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセッ
ト・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運
用の指図にかかる権限の一部を委託します。ダイワ・
アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッ
ドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds 
Management Private Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産
の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本
とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミ
リーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に
投資して、実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₂₂, ₅₀₆円　期末：₂₂, ₄₀₉円　騰落率：△₀. ₄％
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式を高位に組入れた結果、円安インド・ルピー高
はプラスに寄与しましたが、株式市況の下落や信託報酬等がマイナス
となり、基準価額は小幅に値下がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は、小幅下落となりました。
インド株式市況は、期首より、原油価格の急落やギリシャのユー

ロ離脱問題などを受け上値の重い展開となりましたが、₂₀₁₅年 ₁ 月
から ₄ 月中旬にかけては、ＲＢＩ（インド準備銀行）が利下げを行
ない金融緩和姿勢に転じたこと、政府がＧＤＰ（国内総生産）成長
率の上方修正と加速見通しを発表したこと、格付会社がインドの格
付け見通しを引上げたことなどから、高値圏での推移となりまし
た。しかし ₄ 月中旬以降は、₂₀₁₅年 ₁ － ₃ 月期決算が市場予想を下
回る企業が多かったこと、外国人投資家に対する課税強化への懸念
が高まったこと、モンスーン期の降雨量が例年を下回り食品価格が
上昇する懸念とそれによる利下げ期待の後退、米国の利上げへの警
戒感などから、期末にかけて下落基調となりました。

○為替相場
インド・ルピーは円に対して上昇しました。

期首から₂₀₁₅年 ₃ 月中旬にかけての対円為替相場は、海外投資家
からの資金流入や政府が成長重視の予算案を発表したことなどによ
りルピー高となりました。その後は、予想を下回る企業業績や外国
人投資家に対する課税強化への懸念からルピーは下落基調となった
ものの、米国の利上げ観測の高まりを背景に円安米ドル高が大幅に
進行したことなどから対円では上昇基調となり、高値圏で期末を迎
えました。

◆前期における「今後の運用方針」
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券
へ投資を行ないます。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
主にインド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消

費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心
に組入れてまいります。業種では、ディーゼル価格の自由化や天
然ガス価格の引上げの恩恵が期待されるエネルギーセクター、イ
ンフラ投資拡大の恩恵が見込まれる素材セクターや資本財・サー
ビスセクター、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業種拡大
が見込まれる一般消費財・サービスセクター、生活必需品セク
ター、金融セクターなどに注目していきます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ
投資を行ないました。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
当ファンドでは、主にインフラ投資と消費拡大に注目し、インド

経済の長期的な成長の恩恵を享受することをめざして運用を行ない
ました。業種では、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡
大が見込まれる一般消費財・サービスセクター、今後のインフラ投
資拡大の恩恵が見込まれる資本財・サービスセクターなどの組入比
率を引上げました。個別銘柄では、景気回復に伴い不良債権の減少
や堅調な貸出残高成長が見込まれる STATE BANK OF INDIA（金

■最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
比 率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率（参考指数）期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期末（2013年 ₆ 月17日）₁₄, ₇₄₂ ₀ △ ₀. ₈ ₁₈, ₆₉₃ ₅. ₃ ₉₃. ₅ ₃. ₂ ₅₈ 
₁₀期末（2013年₁₂月16日）₁₄, ₇₂₈ ₀ △ ₀. ₁ ₂₀, ₂₃₁ ₈. ₂ ₉₃. ₆ ₄. ₀ ₅₈ 
₁₁期末（2014年 ₆ 月16日）₁₉, ₆₄₀ ₀ ₃₃. ₄ ₂₅, ₀₃₃ ₂₃. ₇ ₉₃. ₄ ₃. ₉ ₃₇ 
₁₂期末（2014年₁₂月16日）₂₂, ₅₀₆ ₀ ₁₄. ₆ ₂₉, ₁₁₁ ₁₆. ₃ ₉₅. ₆ ₂. ₃ ₃₀ 
₁₃期末（2015年 ₆ 月16日）₂₂, ₄₀₉  ₀ △ ₀. ₄ ₂₉, ₉₀₄  ₂. ₇  ₉₃. ₄  ₃. ₄  ₂₆ 
（注 ₁ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、ＭＳ

ＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピーベース）をもとに円換算し、当ファ
ンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩインド指
数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権
その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。またＭＳＣＩ Inc.は、同指数の
内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₂ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用してい
ます。

（注 ₃ ）  組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含
みます。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

年　 月　 日
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算）
株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

公社債
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₂₂, ₅₀₆ ― ₂₉, ₁₁₁ ― ₉₅. ₆ ₂. ₃ ―

₁₂月末 ₂₃, ₀₂₉ ₂. ₃ ₂₉, ₇₇₉ ₂. ₃ ₉₅. ₉ ₂. ₃ ―
2015年 ₁ 月末 ₂₄, ₆₈₁ ₉. ₇ ₃₂, ₅₂₉ ₁₁. ₇ ₉₅. ₈ ₂. ₃ ―

₂ 月末 ₂₄, ₁₁₅ ₇. ₁ ₃₂, ₅₁₈ ₁₁. ₇ ₉₅. ₁ ₂. ₃ ―
₃ 月末 ₂₃, ₆₅₉ ₅. ₁ ₃₁, ₇₅₉ ₉. ₁ ₉₄. ₀ ₃. ₅ ₀. ₁
₄ 月末 ₂₂, ₄₉₃ △ ₀. ₁ ₂₉, ₆₉₃ ₂. ₀ ₉₄. ₅ ₃. ₄ ―
₅ 月末 ₂₃, ₃₉₄ ₃. ₉ ₃₁, ₁₁₆ ₆. ₉ ₉₄. ₉ ₃. ₄ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日 ₂₂, ₄₀₉ △ ₀. ₄ ₂₉, ₉₀₄ ₂. ₇ ₉₃. ₄ ₃. ₄ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除き

ます。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

運用報告書（全体版）
第13期

（決算日 2015年 6 月16日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ・ダイナミック・インド株
ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）」
は、このたび、第₁₃期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<2113>

ダイワ・ダイナミック・
インド株ファンド

（FOFs用）（適格機関投資家専用）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

ベビーファンド ダイワ・インド株アクティブ・マ
ザーファンドの受益証券

ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

インドの金融商品取引所上場株式
および店頭登録株式（上場予定お
よび店頭登録予定を含みます。）

マザーファンド
の 運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド
経済の発展に関連するインドの企業に投資すること
により、信託財産の中長期的な成長をめざして運用
を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資
することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネル

ギー供給体制等の構築、整備、運営事業および
人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大に
関連すると判断される銘柄の中からボトムアッ
プアプローチにより銘柄を選定します。

　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株

価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポー
トフォリオを構築します。

③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセッ
ト・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運
用の指図にかかる権限の一部を委託します。ダイワ・
アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッ
ドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds 
Management Private Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産
の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本
とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するため
の為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マ ザ ー フ ァ ン ド 組 入 上 限 比 率 無制限

マ ザ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決
定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。ファミ
リーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベビーファンド
（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドの受益証券に
投資して、実質的な運用をマザーファンドで行なう仕組みです。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₂₂, ₅₀₆円　期末：₂₂, ₄₀₉円　騰落率：△₀. ₄％
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式を高位に組入れた結果、円安インド・ルピー高
はプラスに寄与しましたが、株式市況の下落や信託報酬等がマイナス
となり、基準価額は小幅に値下がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は、小幅下落となりました。
インド株式市況は、期首より、原油価格の急落やギリシャのユー

ロ離脱問題などを受け上値の重い展開となりましたが、₂₀₁₅年 ₁ 月
から ₄ 月中旬にかけては、ＲＢＩ（インド準備銀行）が利下げを行
ない金融緩和姿勢に転じたこと、政府がＧＤＰ（国内総生産）成長
率の上方修正と加速見通しを発表したこと、格付会社がインドの格
付け見通しを引上げたことなどから、高値圏での推移となりまし
た。しかし ₄ 月中旬以降は、₂₀₁₅年 ₁ － ₃ 月期決算が市場予想を下
回る企業が多かったこと、外国人投資家に対する課税強化への懸念
が高まったこと、モンスーン期の降雨量が例年を下回り食品価格が
上昇する懸念とそれによる利下げ期待の後退、米国の利上げへの警
戒感などから、期末にかけて下落基調となりました。

○為替相場
インド・ルピーは円に対して上昇しました。

期首から₂₀₁₅年 ₃ 月中旬にかけての対円為替相場は、海外投資家
からの資金流入や政府が成長重視の予算案を発表したことなどによ
りルピー高となりました。その後は、予想を下回る企業業績や外国
人投資家に対する課税強化への懸念からルピーは下落基調となった
ものの、米国の利上げ観測の高まりを背景に円安米ドル高が大幅に
進行したことなどから対円では上昇基調となり、高値圏で期末を迎
えました。

◆前期における「今後の運用方針」
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券
へ投資を行ないます。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
主にインド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消

費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心
に組入れてまいります。業種では、ディーゼル価格の自由化や天
然ガス価格の引上げの恩恵が期待されるエネルギーセクター、イ
ンフラ投資拡大の恩恵が見込まれる素材セクターや資本財・サー
ビスセクター、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業種拡大
が見込まれる一般消費財・サービスセクター、生活必需品セク
ター、金融セクターなどに注目していきます。

◆ポートフォリオについて
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ
投資を行ないました。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
当ファンドでは、主にインフラ投資と消費拡大に注目し、インド

経済の長期的な成長の恩恵を享受することをめざして運用を行ない
ました。業種では、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡
大が見込まれる一般消費財・サービスセクター、今後のインフラ投
資拡大の恩恵が見込まれる資本財・サービスセクターなどの組入比
率を引上げました。個別銘柄では、景気回復に伴い不良債権の減少
や堅調な貸出残高成長が見込まれる STATE BANK OF INDIA（金

■最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
比 率

純資産
総　額税込み

分配金
期　中
騰落率（参考指数）期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₉ 期末（2013年 ₆ 月17日）₁₄, ₇₄₂ ₀ △ ₀. ₈ ₁₈, ₆₉₃ ₅. ₃ ₉₃. ₅ ₃. ₂ ₅₈ 
₁₀期末（2013年₁₂月16日）₁₄, ₇₂₈ ₀ △ ₀. ₁ ₂₀, ₂₃₁ ₈. ₂ ₉₃. ₆ ₄. ₀ ₅₈ 
₁₁期末（2014年 ₆ 月16日）₁₉, ₆₄₀ ₀ ₃₃. ₄ ₂₅, ₀₃₃ ₂₃. ₇ ₉₃. ₄ ₃. ₉ ₃₇ 
₁₂期末（2014年₁₂月16日）₂₂, ₅₀₆ ₀ ₁₄. ₆ ₂₉, ₁₁₁ ₁₆. ₃ ₉₅. ₆ ₂. ₃ ₃₀ 
₁₃期末（2015年 ₆ 月16日）₂₂, ₄₀₉  ₀ △ ₀. ₄ ₂₉, ₉₀₄  ₂. ₇  ₉₃. ₄  ₃. ₄  ₂₆ 
（注 ₁ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、ＭＳ

ＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピーベース）をもとに円換算し、当ファ
ンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩインド指
数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対する著作権、知的所有権
その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。またＭＳＣＩ Inc.は、同指数の
内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

（注 ₂ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用してい
ます。

（注 ₃ ）  組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含
みます。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

年　 月　 日
基 準 価 額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算）
株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

公社債
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₂₂, ₅₀₆ ― ₂₉, ₁₁₁ ― ₉₅. ₆ ₂. ₃ ―

₁₂月末 ₂₃, ₀₂₉ ₂. ₃ ₂₉, ₇₇₉ ₂. ₃ ₉₅. ₉ ₂. ₃ ―
2015年 ₁ 月末 ₂₄, ₆₈₁ ₉. ₇ ₃₂, ₅₂₉ ₁₁. ₇ ₉₅. ₈ ₂. ₃ ―

₂ 月末 ₂₄, ₁₁₅ ₇. ₁ ₃₂, ₅₁₈ ₁₁. ₇ ₉₅. ₁ ₂. ₃ ―
₃ 月末 ₂₃, ₆₅₉ ₅. ₁ ₃₁, ₇₅₉ ₉. ₁ ₉₄. ₀ ₃. ₅ ₀. ₁
₄ 月末 ₂₂, ₄₉₃ △ ₀. ₁ ₂₉, ₆₉₃ ₂. ₀ ₉₄. ₅ ₃. ₄ ―
₅ 月末 ₂₃, ₃₉₄ ₃. ₉ ₃₁, ₁₁₆ ₆. ₉ ₉₄. ₉ ₃. ₄ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日 ₂₂, ₄₀₉ △ ₀. ₄ ₂₉, ₉₀₄ ₂. ₇ ₉₃. ₄ ₃. ₄ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除き

ます。
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期　首
（2014. 12. 16）

期　末
（2015. 6. 16）

基準価額（左軸）　　　純資産総額（右軸）
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分

配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただ

きます。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年₁₂月₁₇日
～₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 可 能 額 （円） ₁₂, ₆₀₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。

融）、景気回復や新商品の投入を原動力に販売台数の回復が見込ま
れる MAHINDRA & MAHINDRA LTD（一般消費財・サービス）、
国内商用車市場の回復に加え中国など海外市場での販売増加が期待
される TATA MOTORS LTD（一般消費財・サービス）などを買
い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け

ておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対

比です。参考指数はインド市場の動向を表す代表的な指数として掲載
しております。

《今後の運用方針》
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ投
資を行ないます。

○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
主に、インド経済の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連

すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内容が良好
で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいります。
業種では、堅調な精製マージンが見込まれるエネルギーセクターに注
目しています。また、都市部を中心に消費需要の拡大が継続すると予
想されることから、一般消費財・サービスセクターにも注目していま
す。

基準価額
ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）

（％）
3. 0
2. 5
2. 0
1. 5
1. 0
0. 5
0. 0

-0. 5
-1. 0

当　期
（2014. 12. 16～2015. 6. 16）
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₃, ₇₄₉ ₃, ₀₄₀ ₈, ₁₄₆ ₆, ₈₂₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

項 目 当 期
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₁, ₃₆₅, ₈₄₈千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₇, ₆₂₀, ₁₂₈千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₆₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当期中における利害関係人との取引はありません。

■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁₂. ₁₇～₂₀₁₅. ₆. ₁₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₀₈円 ₀. ₄₅₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額は₂₃, ₅₇₆円です。

（投信会社）  （₁₀₂）  （₀. ₄₃₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₅）  （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄₃   ₀. ₁₈₄  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄₂）  （₀. ₁₈₀） 
（先物）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 

有価証券取引税  ₁₆   ₀. ₀₆₈  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₆）  （₀. ₀₆₈） 
その他費用  ₁₀   ₀. ₀₄₄   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₁₀）  （₀. ₀₄₁） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₇₈   ₀. ₇₅₃  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。   

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダ イ ワ ・ イ ン ド 株
アクティブ・マザーファンド ₃₇, ₄₉₄  ₃₃, ₀₉₈ ₂₆, ₈₈₂ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

◆分配金について
当期は、経費控除後の配当等収益が計上できなかったため、収益分

配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただ

きます。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年₁₂月₁₇日
～₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 可 能 額 （円） ₁₂, ₆₀₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

※ なお、投資信託約款上の分配対象額は、上記分配可能額のうち経費控除後の配当
等収益です。

融）、景気回復や新商品の投入を原動力に販売台数の回復が見込ま
れる MAHINDRA & MAHINDRA LTD（一般消費財・サービス）、
国内商用車市場の回復に加え中国など海外市場での販売増加が期待
される TATA MOTORS LTD（一般消費財・サービス）などを買
い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け

ておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対

比です。参考指数はインド市場の動向を表す代表的な指数として掲載
しております。

《今後の運用方針》
○当ファンド

「ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド」の受益証券へ投
資を行ないます。
○ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド

主に、インド経済の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連
すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内容が良好
で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいります。
業種では、堅調な精製マージンが見込まれるエネルギーセクターに注
目しています。また、都市部を中心に消費需要の拡大が継続すると予
想されることから、一般消費財・サービスセクターにも注目していま
す。

基準価額
ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）

（％）
3. 0
2. 5
2. 0
1. 5
1. 0
0. 5
0. 0

-0. 5
-1. 0

当　期
（2014. 12. 16～2015. 6. 16）
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額
ダイワ・インド株
ア ク テ ィ ブ・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

₃, ₇₄₉ ₃, ₀₄₀ ₈, ₁₄₆ ₆, ₈₂₀ 

（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

項 目 当 期
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₁, ₃₆₅, ₈₄₈千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₇, ₆₂₀, ₁₂₈千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₆₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況

　当期中における利害関係人との取引はありません。

■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁₂. ₁₇～₂₀₁₅. ₆. ₁₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₀₈円 ₀. ₄₅₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額は₂₃, ₅₇₆円です。

（投信会社）  （₁₀₂）  （₀. ₄₃₁） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₅）  （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄₃   ₀. ₁₈₄  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄₂）  （₀. ₁₈₀） 
（先物）  （₁）  （₀. ₀₀₄） 

有価証券取引税  ₁₆   ₀. ₀₆₈  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₆）  （₀. ₀₆₈） 
その他費用  ₁₀   ₀. ₀₄₄   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₁₀）  （₀. ₀₄₁） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₂） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₇₈   ₀. ₇₅₃  

（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託
手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 

（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。   

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダ イ ワ ・ イ ン ド 株
アクティブ・マザーファンド ₃₇, ₄₉₄  ₃₃, ₀₉₈ ₂₆, ₈₈₂ 

（注）単位未満は切捨て。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 2₇, 069, 0₈6円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₈₆, ₄₂₆  
ダイワ・インド株アクティブ・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₂₆, ₈₈₂, ₆₆₀  

（Ｂ）負 債 129, ₇1₇  
未 払 信 託 報 酬 ₁₂₉, ₀₃₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₆₈₅  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 26, 939, 369  
元 本 ₁₂, ₀₂₁, ₉₀₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₄, ₉₁₇, ₄₆₉  

（Ｄ）受益権総口数 12, 021, 900口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22, ₄09円

＊ 期 首 に お け る 元 本 額 は₁₃, ₅₆₉, ₉₂₄円、 当 期 中 に お け る 追 加 設 定 元 本 額 は
₁, ₃₈₆, ₃₇₆円、同解約元本額は₂, ₉₃₄, ₄₀₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₄₀₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₂月₁₇日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）有価証券売買損益 31, ₄05円

売 買 益 ₃₄₄, ₀₃₀
売 買 損 △ ₃₁₂, ₆₂₅

（Ｂ）信 託 報 酬 等 △ 129, ₇1₇
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） △ 9₈, 312
（Ｄ）前期繰越損益金 ₈, ₄₇1, 331
（Ｅ）追加信託差損益金 6, 5₄₄, ₄50

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₆₈₂, ₁₇₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₇, ₇₂₈）

（Ｆ）合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 1₄, 91₇, ₄69
次期繰越損益金（Ｆ） 1₄, 91₇, ₄69
追 加 信 託 差 損 益 金 ₆, ₅₄₄, ₄₅₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₆₈₂, ₁₇₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₇, ₇₂₈）
分 配 準 備 積 立 金 ₈, ₄₇₁, ₃₃₁
繰 越 損 益 金 △ ₉₈, ₃₁₂

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を

委託するために要する費用：₇₀, ₁₃₅円（未監査）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド ₂₆, ₈₈₂  ₉₉. ₃ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₈₆  ₀. ₇ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₇, ₀₆₉  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₃. ₄₄円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₄円です。

（注 ₃ ） ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンドにおいて、当期末における
外貨建純資産（₁₈, ₁₉₈, ₀₈₇千円）の投資信託財産総額（₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃千円）
に対する比率は、₉₈. ₀% です。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益  ₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₆, ₆₈₂, ₁₇₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₈, ₄₇₁, ₃₃₁
（ｅ）当 期 分 配 可 能 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₅, ₁₅₃, ₅₀₉
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 可 能 額（ｅ－ｆ） ₁₅, ₁₅₃, ₅₀₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₂, ₀₂₁, ₉₀₀口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

《訂正のお知らせ》
　作成対象期間の末日が₂₀₁₄年₁₂月₁₆日の交付運用報告書および運用報告書（全体版）につきまして、「 ₁ 万口当りの費用の明細」の
表の「項目の概要」における次の記載にて下線部が不要でした。お詫び申し上げますとともに、下線部を除いてお読み替えくださいま
すようお願い申し上げます。

　
　　　「期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₂₁, ₀₂₉円です。」
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額と市況の推移

年　　月　　日
基　準　価　額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

公社債
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₈, ₁₁₇ ― ₈, ₅₅₇ ― ₉₅. ₉ ₂. ₃ ―

₁₂月末 ₈, ₃₀₉ ₂. ₄ ₈, ₇₅₄ ₂. ₃ ₉₆. ₂ ₂. ₃ ―
₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₈, ₉₁₄ ₉. ₈ ₉, ₅₆₂ ₁₁. ₇ ₉₆. ₁ ₂. ₃ ―

₂ 月末 ₈, ₇₁₅ ₇. ₄ ₉, ₅₅₉ ₁₁. ₇ ₉₅. ₂ ₂. ₃ ―
₃ 月末 ₈, ₅₅₇ ₅. ₄ ₉, ₃₃₆ ₉. ₁ ₉₄. ₁ ₃. ₅ ₀. ₁
₄ 月末 ₈, ₁₃₇ ₀. ₂ ₈, ₇₂₈ ₂. ₀ ₉₄. ₈ ₃. ₄ ―
₅ 月末 ₈, ₄₇₆ ₄. ₄ ₉, ₁₄₇ ₆. ₉ ₉₅. ₀ ₃. ₄ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日 ₈, ₁₂₂ ₀. ₁ ₈, ₇₉₀ ₂. ₇ ₉₃. ₆ ₃. ₄ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、

ＭＳＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピーベース）をもとに円換算
し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。Ｍ
ＳＣＩインド指数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対す
る著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。ま
たＭＳＣＩ Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権
利を有しています。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 ₅ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除き

ます。

9, 500

9, 000

8, 500

8, 000

7, 500

（円）

期　首
（2014. 12. 16）

期　末
（2015. 6. 16）

基準価額

ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
運用報告書　第15期　（決算日　2015年 6 月16日）

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 インドの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます。）

運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド経済の発展に関連するインドの企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめ
ざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネルギー供給体制等の構築、整備、運営事業および人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大

に関連すると判断される銘柄の中からボトムアップアプローチにより銘柄を選定します。
　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポートフォリオを構築します。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる権限の一部を委託しま
す。ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds Management Private 
Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

株 式 組 入 制 限 無制限
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 2₇, 069, 0₈6円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁₈₆, ₄₂₆  
ダイワ・インド株アクティブ・
マ ザ ー フ ァ ン ド（評価額） ₂₆, ₈₈₂, ₆₆₀  

（Ｂ）負 債 129, ₇1₇  
未 払 信 託 報 酬 ₁₂₉, ₀₃₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₆₈₅  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 26, 939, 369  
元 本 ₁₂, ₀₂₁, ₉₀₀  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₄, ₉₁₇, ₄₆₉  

（Ｄ）受益権総口数 12, 021, 900口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 22, ₄09円

＊ 期 首 に お け る 元 本 額 は₁₃, ₅₆₉, ₉₂₄円、 当 期 中 に お け る 追 加 設 定 元 本 額 は
₁, ₃₈₆, ₃₇₆円、同解約元本額は₂, ₉₃₄, ₄₀₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₂₂, ₄₀₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₂月₁₇日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）有価証券売買損益 31, ₄05円

売 買 益 ₃₄₄, ₀₃₀
売 買 損 △ ₃₁₂, ₆₂₅

（Ｂ）信 託 報 酬 等 △ 129, ₇1₇
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） △ 9₈, 312
（Ｄ）前期繰越損益金 ₈, ₄₇1, 331
（Ｅ）追加信託差損益金 6, 5₄₄, ₄50

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₆₈₂, ₁₇₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₇, ₇₂₈）

（Ｆ）合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 1₄, 91₇, ₄69
次期繰越損益金（Ｆ） 1₄, 91₇, ₄69
追 加 信 託 差 損 益 金 ₆, ₅₄₄, ₄₅₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₆, ₆₈₂, ₁₇₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁₃₇, ₇₂₈）
分 配 準 備 積 立 金 ₈, ₄₇₁, ₃₃₁
繰 越 損 益 金 △ ₉₈, ₃₁₂

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産（親投資信託）の運用の指図に係る権限の全部または一部を

委託するために要する費用：₇₀, ₁₃₅円（未監査）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド ₂₆, ₈₈₂  ₉₉. ₃ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₈₆  ₀. ₇ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₂₇, ₀₆₉  ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₃. ₄₄円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₄円です。

（注 ₃ ） ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンドにおいて、当期末における
外貨建純資産（₁₈, ₁₉₈, ₀₈₇千円）の投資信託財産総額（₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃千円）
に対する比率は、₉₈. ₀% です。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益  ₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₆, ₆₈₂, ₁₇₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₈, ₄₇₁, ₃₃₁
（ｅ）当 期 分 配 可 能 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₅, ₁₅₃, ₅₀₉
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 可 能 額（ｅ－ｆ） ₁₅, ₁₅₃, ₅₀₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₂, ₀₂₁, ₉₀₀口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

《訂正のお知らせ》
　作成対象期間の末日が₂₀₁₄年₁₂月₁₆日の交付運用報告書および運用報告書（全体版）につきまして、「 ₁ 万口当りの費用の明細」の
表の「項目の概要」における次の記載にて下線部が不要でした。お詫び申し上げますとともに、下線部を除いてお読み替えくださいま
すようお願い申し上げます。

　
　　　「期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₂₁, ₀₂₉円です。」
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■当期中の基準価額と市況の推移

年　　月　　日
基　準　価　額 ＭＳＣＩインド指数

（配当込み、円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
比　率

公社債
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₂月₁₆日 ₈, ₁₁₇ ― ₈, ₅₅₇ ― ₉₅. ₉ ₂. ₃ ―

₁₂月末 ₈, ₃₀₉ ₂. ₄ ₈, ₇₅₄ ₂. ₃ ₉₆. ₂ ₂. ₃ ―
₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₈, ₉₁₄ ₉. ₈ ₉, ₅₆₂ ₁₁. ₇ ₉₆. ₁ ₂. ₃ ―

₂ 月末 ₈, ₇₁₅ ₇. ₄ ₉, ₅₅₉ ₁₁. ₇ ₉₅. ₂ ₂. ₃ ―
₃ 月末 ₈, ₅₅₇ ₅. ₄ ₉, ₃₃₆ ₉. ₁ ₉₄. ₁ ₃. ₅ ₀. ₁
₄ 月末 ₈, ₁₃₇ ₀. ₂ ₈, ₇₂₈ ₂. ₀ ₉₄. ₈ ₃. ₄ ―
₅ 月末 ₈, ₄₇₆ ₄. ₄ ₉, ₁₄₇ ₆. ₉ ₉₅. ₀ ₃. ₄ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日 ₈, ₁₂₂ ₀. ₁ ₈, ₇₉₀ ₂. ₇ ₉₃. ₆ ₃. ₄ ―
（注 ₁ ）騰落率は期首比。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩインド指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc.の承諾を得て、

ＭＳＣＩインド指数（配当込み、インド・ルピーベース）をもとに円換算
し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。Ｍ
ＳＣＩインド指数は、ＭＳＣＩ Inc.が開発した株価指数で、同指数に対す
る著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc.に帰属します。ま
たＭＳＣＩ Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権
利を有しています。

（注 ₃ ） 海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用し
ています。

（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 ₅ ） 公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除き

ます。

9, 500

9, 000

8, 500

8, 000

7, 500

（円）

期　首
（2014. 12. 16）

期　末
（2015. 6. 16）

基準価額

ダイワ・インド株アクティブ・マザーファンド
運用報告書　第15期　（決算日　2015年 6 月16日）

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
h t t p : / / w w w . d a i w a－a m . c o . j p /

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 インドの金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます。）

運 用 方 法

①主として、インドの株式（※）の中から、インド経済の発展に関連するインドの企業に投資することにより、信託財産の中長期的な成長をめ
ざして運用を行ないます。
②運用にあたっては、以下の点に留意しながら投資することを基本とします。
　イ ．主にインド経済の発展に必要な設備やエネルギー供給体制等の構築、整備、運営事業および人口増加や所得水準の向上に伴う消費の拡大

に関連すると判断される銘柄の中からボトムアップアプローチにより銘柄を選定します。
　ロ．時価総額や流動性等を勘案します。
　ハ ．個別企業のファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等を総合的に勘案し、ポートフォリオを構築します。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドに運用の指図にかかる権限の一部を委託しま
す。ダイワ・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドは、当該外貨建資産の運用について、SBI Funds Management Private 
Limited の助言を受けます。
④株式（※）の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の80％程度以上に維持することを基本とします。
⑤保有外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないません。
　（※ ）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

株 式 組 入 制 限 無制限
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《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₈, ₁₁₇円　期末：₈, ₁₂₂円　騰落率：₀. ₁％
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式を高位に組入れた結果、株式市況の下落がマイ
ナスとなりましたが、円安インド・ルピー高の影響がプラスに寄与
し、基準価額は小幅に値上がりしました。
◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は、小幅下落となりました。
インド株式市況は、期首より、原油価格の急落やギリシャのユー

ロ離脱問題などを受け上値の重い展開となりましたが、₂₀₁₅年 ₁ 月
から ₄ 月中旬にかけては、ＲＢＩ（インド準備銀行）が利下げを行
ない金融緩和姿勢に転じたこと、政府がＧＤＰ（国内総生産）成長
率の上方修正と加速見通しを発表したこと、格付会社がインドの格
付け見通しを引上げたことなどから、高値圏での推移となりまし
た。しかし ₄ 月中旬以降は、₂₀₁₅年 ₁ － ₃ 月期決算が市場予想を下
回る企業が多かったこと、外国人投資家に対する課税強化への懸念
が高まったこと、モンスーン期の降雨量が例年を下回り食品価格が
上昇する懸念とそれによる利下げ期待の後退、米国の利上げへの警
戒感などから、期末にかけて下落基調となりました。
○為替相場

インド・ルピーは円に対して上昇しました。
期首から₂₀₁₅年 ₃ 月中旬にかけての対円為替相場は、海外投資家

からの資金流入や政府が成長重視の予算案を発表したことなどによ
りルピー高となりました。その後は、予想を下回る企業業績や外国
人投資家に対する課税強化への懸念からルピーは下落基調となった
ものの、米国の利上げ観測の高まりを背景に円安米ドル高が大幅に
進行したことなどから対円では上昇基調となり、高値圏で期末を迎
えました。

◆前期における「今後の運用方針」
主に、インド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消

費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に
組入れてまいります。業種では、ディーゼル価格の自由化や天然ガ
ス価格の引上げの恩恵が期待されるエネルギーセクター、インフラ
投資拡大の恩恵が見込まれる素材セクターや資本財・サービスセク
ター、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業種拡大が見込まれ
る一般消費財・サービスセクター、生活必需品セクター、金融セク
ターなどに注目していきます。
◆ポートフォリオについて

当ファンドでは、主にインフラ投資と消費拡大に注目し、インド経
済の長期的な成長の恩恵を享受することをめざして運用を行ないまし
た。業種では、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見
込まれる一般消費財・サービスセクター、今後のインフラ投資拡大の
恩恵が見込まれる資本財・サービスセクターなどの組入比率を引上げ
ました。個別銘柄では、景気回復に伴い不良債権の減少や堅調な貸出
残高成長が見込まれる STATE BANK OF INDIA（金融）、景気回復
や新商品の投入を原動力に販売台数の回復が見込まれる MAHINDRA 
& MAHINDRA LTD（一般消費財・サービス）、国内商用車市場の回
復 に 加 え 中 国 な ど 海 外 市 場 で の 販 売 増 加 が 期 待 さ れ る TATA 
MOTORS LTD（一般消費財・サービス）などを買い付けました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け
ておりません。

当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、「当期中の基

準価額と市況の推移」をご参照ください。参考指数はインド市場の動
向を表す代表的な指数として掲載しております。

《今後の運用方針》
　主に、インド経済の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連す
ると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内容が良好で安
定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいります。業種で
は、堅調な精製マージンが見込まれるエネルギーセクターに注目してい
ます。また、都市部を中心に消費需要の拡大が継続すると予想されるこ
とから、一般消費財・サービスセクターにも注目しています。

■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 16円
（株式） （ 15） 
（先物） （ 0） 

有価証券取引税 6  
（株式） （ 6） 

その他費用 4  
（保管費用） （ 4） 

合　　　　　　計 25  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。 

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

■売買および取引の状況
（1）株　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外

　
　国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ ₁, ₄₀₈ ₂, ₁₇₇ ₂, ₃₀₇. ₁₇ ₆, ₄₉₁ 
（ ―） （ ―） 

百株 千インド・ルピー 百株 千インド・ルピー

イ ン ド ₁₀₈, ₃₉₉. ₅₄ ₃, ₀₀₀, ₅₂₇ ₆₆, ₇₂₀. ₅₆ ₂, ₃₄₉, ₈₃₆ 
（ ₅, ₂₆₂. ₇） （ ₉, ₄₀₆） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。
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■主要な売買銘柄
株　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
STATE BANK OF INDIA（インド）  ₆₃₈. ₉ ₃₆₅, ₂₇₄ ₅₇₁  RELIANCE INDS-SPONS GDR ₁₄₄A（インド）  ₂₃₀. ₇₁₇ ₇₇₀, ₁₇₉ ₃, ₃₃₈ 
MAHINDRA & MAHINDRA LTD（インド）  ₁₁₇. ₈ ₂₈₀, ₈₁₅ ₂, ₃₈₃  ITC LTD（インド）  ₆₅₁. ₉ ₄₂₃, ₉₉₇ ₆₅₀ 
RELIANCE INDUSTRIES LTD（インド）  ₁₇₆. ₈ ₂₇₉, ₃₇₉ ₁, ₅₈₀  HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₁₁₇ ₂₆₉, ₄₂₇ ₂, ₃₀₂ 
LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₆₆. ₇ ₂₂₁, ₄₉₀ ₃, ₃₂₀  LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₆₈. ₉ ₂₁₉, ₂₅₂ ₃, ₁₈₂ 
BAJAJ CORP LTD（インド）  ₂₅₉. ₆₆₅ ₂₁₉, ₈₅₈ ₈₄₆  NTPC LTD（インド）  ₇₉₂. ₉₆ ₂₁₃, ₂₂₄ ₂₆₈ 
ADLABS ENTERTAINMENT LTD（インド）  ₅₂₁. ₄₉₅ ₂₁₇, ₈₂₃ ₄₁₇  AIA ENGINEERING LTD（インド）  ₁₀₁. ₆ ₂₀₅, ₇₈₁ ₂, ₀₂₅ 
NATCO PHARMA LTD（インド）  ₆₉. ₀₀₈ ₂₁₁, ₅₇₉ ₃, ₀₆₆  HERO MOTOCORP LTD（インド）  ₄₀. ₆ ₁₉₀, ₆₅₁ ₄, ₆₉₅ 
EXIDE INDUSTRIES LTD（インド）  ₅₇₈. ₁ ₂₀₅, ₇₆₁ ₃₅₅  LUPIN LTD（インド）  ₅₁. ₉ ₁₇₄, ₁₁₅ ₃, ₃₅₄ 
TATA MOTORS LTD（インド）  ₁₈₉. ₄ ₂₀₅, ₆₈₄ ₁, ₀₈₅  OIL INDIA LTD（インド）  ₁₆₃. ₇₀₇ ₁₇₃, ₀₃₉ ₁, ₀₅₇ 
CESC LTD（インド）  ₁₇₉. ₁₄₂ ₁₉₇, ₅₄₃ ₁, ₁₀₂  SUN PHARMACEUTICAL INDUS（インド）  ₈₂. ₅ ₁₄₈, ₉₂₈ ₁, ₈₀₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

（3）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

種　類　別 買　　 建 売　　 建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

外
国

百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 ₃, ₄₃₉ ₃, ₁₈₅ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（2）公　 社　 債
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

買 付 額 売 付 額

外
国

千インド・ルピー 千インド・ルピー

イ ン ド 社 債 券 ― ₇, ₇₇₇ 
（ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）社債券には新株予約権付社債券（転換社債券）は含まれておりません。
（注 ₄ ）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（アメリカ）
ICICI BANK LTD-SPON ADR ₄, ₅₇₀ ₅, ₆₂₇ ₅, ₄₃₅ ₆₇₀, ₉₈₀ 金融
RELIANCE INDS-SPONS GDR ₁₄₄A ₅, ₀₅₅. ₉₃ ₃, ₀₉₉. ₇₆ ₈, ₆₁₇ ₁, ₀₆₃, ₇₂₃ エネルギー

アメリカ・ドル通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₉, ₆₂₅. ₉₃ ₈, ₇₂₆. ₇₆ ₁₄, ₀₅₃ ₁, ₇₃₄, ₇₀₄ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₂ 銘柄 ₂ 銘柄 ＜₉. ₅％＞
百株 百株 千インド・ルピー 千円 

（インド）
ADLABS ENTERTAINMENT LTD ― ₅, ₂₁₄. ₉₅ ₈₄, ₂₇₃ ₁₆₃, ₄₉₀ 一般消費財・サービス
SHARDA CROPCHEM LTD ― ₉₂₆. ₄₈ ₂₆, ₀₁₅ ₅₀, ₄₇₀ 素材
TV₁₈ BROADCAST LTD ― ₁₄, ₉₁₁. ₀₂ ₅₁, ₅₁₇ ₉₉, ₉₄₄ 一般消費財・サービス
CYIENT LTD ― ₂₉. ₇₅ ₁, ₅₉₇ ₃, ₀₉₈ 情報技術
NATIONAL BUILDINGS CONSTRUCT ― ₆₃₂ ₄₇, ₈₀₄ ₉₂, ₇₄₀ 資本財・サービス
TATA STEEL LTD ₂, ₅₃₄ ₂, ₅₃₄ ₇₅, ₂₅₉ ₁₄₆, ₀₀₄ 素材
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₃₁₁. ₅ ₃₈₀. ₅ ₁₄₃, ₃₄₉ ₂₇₈, ₀₉₈ 一般消費財・サービス
ACC LTD ₈₈₀. ₀₆ ₅₆₄. ₀₆ ₇₇, ₂₉₀ ₁₄₉, ₉₄₃ 素材
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₈, ₁₁₇円　期末：₈, ₁₂₂円　騰落率：₀. ₁％
【基準価額の主な変動要因】

インドの企業の株式を高位に組入れた結果、株式市況の下落がマイ
ナスとなりましたが、円安インド・ルピー高の影響がプラスに寄与
し、基準価額は小幅に値上がりしました。

◆投資環境について
○インド株式市況

インド株式市況は、小幅下落となりました。
インド株式市況は、期首より、原油価格の急落やギリシャのユー

ロ離脱問題などを受け上値の重い展開となりましたが、₂₀₁₅年 ₁ 月
から ₄ 月中旬にかけては、ＲＢＩ（インド準備銀行）が利下げを行
ない金融緩和姿勢に転じたこと、政府がＧＤＰ（国内総生産）成長
率の上方修正と加速見通しを発表したこと、格付会社がインドの格
付け見通しを引上げたことなどから、高値圏での推移となりまし
た。しかし ₄ 月中旬以降は、₂₀₁₅年 ₁ － ₃ 月期決算が市場予想を下
回る企業が多かったこと、外国人投資家に対する課税強化への懸念
が高まったこと、モンスーン期の降雨量が例年を下回り食品価格が
上昇する懸念とそれによる利下げ期待の後退、米国の利上げへの警
戒感などから、期末にかけて下落基調となりました。

○為替相場
インド・ルピーは円に対して上昇しました。

期首から₂₀₁₅年 ₃ 月中旬にかけての対円為替相場は、海外投資家
からの資金流入や政府が成長重視の予算案を発表したことなどによ
りルピー高となりました。その後は、予想を下回る企業業績や外国
人投資家に対する課税強化への懸念からルピーは下落基調となった
ものの、米国の利上げ観測の高まりを背景に円安米ドル高が大幅に
進行したことなどから対円では上昇基調となり、高値圏で期末を迎
えました。

◆前期における「今後の運用方針」
主に、インド経済の発展に必要なインフラ（社会基盤）投資と消

費の拡大に関連すると判断される銘柄の中から、株価動向を踏ま
え、財務内容が良好で安定的な利益成長が見込まれる企業を中心に
組入れてまいります。業種では、ディーゼル価格の自由化や天然ガ
ス価格の引上げの恩恵が期待されるエネルギーセクター、インフラ
投資拡大の恩恵が見込まれる素材セクターや資本財・サービスセク
ター、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業種拡大が見込まれ
る一般消費財・サービスセクター、生活必需品セクター、金融セク
ターなどに注目していきます。

◆ポートフォリオについて
当ファンドでは、主にインフラ投資と消費拡大に注目し、インド経

済の長期的な成長の恩恵を享受することをめざして運用を行ないまし
た。業種では、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見
込まれる一般消費財・サービスセクター、今後のインフラ投資拡大の
恩恵が見込まれる資本財・サービスセクターなどの組入比率を引上げ
ました。個別銘柄では、景気回復に伴い不良債権の減少や堅調な貸出
残高成長が見込まれる STATE BANK OF INDIA（金融）、景気回復
や新商品の投入を原動力に販売台数の回復が見込まれる MAHINDRA 
& MAHINDRA LTD（一般消費財・サービス）、国内商用車市場の回
復 に 加 え 中 国 な ど 海 外 市 場 で の 販 売 増 加 が 期 待 さ れ る TATA 
MOTORS LTD（一般消費財・サービス）などを買い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設け

ておりません。
当期の当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率は、「当期中の基

準価額と市況の推移」をご参照ください。参考指数はインド市場の動
向を表す代表的な指数として掲載しております。

《今後の運用方針》
　主に、インド経済の発展に必要なインフラ投資と消費の拡大に関連す
ると判断される銘柄の中から、株価動向を踏まえ、財務内容が良好で安
定的な利益成長が見込まれる企業を中心に組入れてまいります。業種で
は、堅調な精製マージンが見込まれるエネルギーセクターに注目してい
ます。また、都市部を中心に消費需要の拡大が継続すると予想されるこ
とから、一般消費財・サービスセクターにも注目しています。

■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 16円
（株式） （ 15） 
（先物） （ 0） 

有価証券取引税 6  
（株式） （ 6） 

その他費用 4  
（保管費用） （ 4） 

合　　　　　　計 25  
（注 ₁ ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 ₁ 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。 

（注 ₂ ）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

■売買および取引の状況
（1）株　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外

　
　国

百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ ₁, ₄₀₈ ₂, ₁₇₇ ₂, ₃₀₇. ₁₇ ₆, ₄₉₁ 
（ ―） （ ―） 

百株 千インド・ルピー 百株 千インド・ルピー

イ ン ド ₁₀₈, ₃₉₉. ₅₄ ₃, ₀₀₀, ₅₂₇ ₆₆, ₇₂₀. ₅₆ ₂, ₃₄₉, ₈₃₆ 
（ ₅, ₂₆₂. ₇） （ ₉, ₄₀₆） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■主要な売買銘柄
株　　　式

（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
STATE BANK OF INDIA（インド）  ₆₃₈. ₉ ₃₆₅, ₂₇₄ ₅₇₁  RELIANCE INDS-SPONS GDR ₁₄₄A（インド）  ₂₃₀. ₇₁₇ ₇₇₀, ₁₇₉ ₃, ₃₃₈ 
MAHINDRA & MAHINDRA LTD（インド）  ₁₁₇. ₈ ₂₈₀, ₈₁₅ ₂, ₃₈₃  ITC LTD（インド）  ₆₅₁. ₉ ₄₂₃, ₉₉₇ ₆₅₀ 
RELIANCE INDUSTRIES LTD（インド）  ₁₇₆. ₈ ₂₇₉, ₃₇₉ ₁, ₅₈₀  HOUSING DEVELOPMENT FINANCE（インド）  ₁₁₇ ₂₆₉, ₄₂₇ ₂, ₃₀₂ 
LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₆₆. ₇ ₂₂₁, ₄₉₀ ₃, ₃₂₀  LARSEN & TOUBRO LTD（インド）  ₆₈. ₉ ₂₁₉, ₂₅₂ ₃, ₁₈₂ 
BAJAJ CORP LTD（インド）  ₂₅₉. ₆₆₅ ₂₁₉, ₈₅₈ ₈₄₆  NTPC LTD（インド）  ₇₉₂. ₉₆ ₂₁₃, ₂₂₄ ₂₆₈ 
ADLABS ENTERTAINMENT LTD（インド）  ₅₂₁. ₄₉₅ ₂₁₇, ₈₂₃ ₄₁₇  AIA ENGINEERING LTD（インド）  ₁₀₁. ₆ ₂₀₅, ₇₈₁ ₂, ₀₂₅ 
NATCO PHARMA LTD（インド）  ₆₉. ₀₀₈ ₂₁₁, ₅₇₉ ₃, ₀₆₆  HERO MOTOCORP LTD（インド）  ₄₀. ₆ ₁₉₀, ₆₅₁ ₄, ₆₉₅ 
EXIDE INDUSTRIES LTD（インド）  ₅₇₈. ₁ ₂₀₅, ₇₆₁ ₃₅₅  LUPIN LTD（インド）  ₅₁. ₉ ₁₇₄, ₁₁₅ ₃, ₃₅₄ 
TATA MOTORS LTD（インド）  ₁₈₉. ₄ ₂₀₅, ₆₈₄ ₁, ₀₈₅  OIL INDIA LTD（インド）  ₁₆₃. ₇₀₇ ₁₇₃, ₀₃₉ ₁, ₀₅₇ 
CESC LTD（インド）  ₁₇₉. ₁₄₂ ₁₉₇, ₅₄₃ ₁, ₁₀₂  SUN PHARMACEUTICAL INDUS（インド）  ₈₂. ₅ ₁₄₈, ₉₂₈ ₁, ₈₀₅ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

（3）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

種　類　別 買　　 建 売　　 建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

外
国

百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 ₃, ₄₃₉ ₃, ₁₈₅ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

（2）公　 社　 債
（₂₀₁₄年₁₂月₁₇日から₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日まで）

買 付 額 売 付 額

外
国

千インド・ルピー 千インド・ルピー

イ ン ド 社 債 券 ― ₇, ₇₇₇ 
（ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）社債券には新株予約権付社債券（転換社債券）は含まれておりません。
（注 ₄ ）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千アメリカ・ドル 千円 
（アメリカ）
ICICI BANK LTD-SPON ADR ₄, ₅₇₀ ₅, ₆₂₇ ₅, ₄₃₅ ₆₇₀, ₉₈₀ 金融
RELIANCE INDS-SPONS GDR ₁₄₄A ₅, ₀₅₅. ₉₃ ₃, ₀₉₉. ₇₆ ₈, ₆₁₇ ₁, ₀₆₃, ₇₂₃ エネルギー

アメリカ・ドル通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₉, ₆₂₅. ₉₃ ₈, ₇₂₆. ₇₆ ₁₄, ₀₅₃ ₁, ₇₃₄, ₇₀₄ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₂ 銘柄 ₂ 銘柄 ＜₉. ₅％＞
百株 百株 千インド・ルピー 千円 

（インド）
ADLABS ENTERTAINMENT LTD ― ₅, ₂₁₄. ₉₅ ₈₄, ₂₇₃ ₁₆₃, ₄₉₀ 一般消費財・サービス
SHARDA CROPCHEM LTD ― ₉₂₆. ₄₈ ₂₆, ₀₁₅ ₅₀, ₄₇₀ 素材
TV₁₈ BROADCAST LTD ― ₁₄, ₉₁₁. ₀₂ ₅₁, ₅₁₇ ₉₉, ₉₄₄ 一般消費財・サービス
CYIENT LTD ― ₂₉. ₇₅ ₁, ₅₉₇ ₃, ₀₉₈ 情報技術
NATIONAL BUILDINGS CONSTRUCT ― ₆₃₂ ₄₇, ₈₀₄ ₉₂, ₇₄₀ 資本財・サービス
TATA STEEL LTD ₂, ₅₃₄ ₂, ₅₃₄ ₇₅, ₂₅₉ ₁₄₆, ₀₀₄ 素材
MARUTI SUZUKI INDIA LTD ₃₁₁. ₅ ₃₈₀. ₅ ₁₄₃, ₃₄₉ ₂₇₈, ₀₉₈ 一般消費財・サービス
ACC LTD ₈₈₀. ₀₆ ₅₆₄. ₀₆ ₇₇, ₂₉₀ ₁₄₉, ₉₄₃ 素材
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
TATA POWER CO LTD ₈, ₄₅₈. ₀₁ ― ― ― 公益事業
OBEROI REALTY LTD ₁, ₆₈₂. ₁₃ ₂, ₅₁₇. ₁₃ ₇₁, ₄₆₁ ₁₃₈, ₆₃₄ 金融
DLF LTD ₉₃₅ ― ― ― 金融
ASIAN PAINTS LTD ₂, ₂₂₁. ₀₂ ₂, ₂₁₁. ₀₂ ₁₅₄, ₄₅₀ ₂₉₉, ₆₃₄ 素材
HINDUSTAN PETROLEUM CORP ― ₁, ₃₅₅ ₉₃, ₈₅₄ ₁₈₂, ₀₇₆ エネルギー
STATE BANK OF INDIA ₁₂, ₈₆₆ ₁₆, ₆₈₇ ₄₁₇, ₅₉₂ ₈₁₀, ₁₂₈ 金融
TATA COMMUNICATIONS LTD ― ₁, ₅₇₂. ₀₈ ₆₄, ₈₄₀ ₁₂₅, ₇₉₀ 電気通信サービス
NTPC LTD ₆, ₆₈₂. ₆ ― ― ― 公益事業
POWER FINANCE CORPORATION ₁, ₀₈₇ ₁, ₀₈₇ ₂₈, ₄₃₀ ₅₅, ₁₅₅ 金融
UNITED SPIRITS LTD ₃₂₄ ₂₆₄ ₉₄, ₉₂₁ ₁₈₄, ₁₄₇ 生活必需品
POWER GRID CORP OF INDIA LTD ₆, ₆₆₁. ₅₂ ₆, ₈₀₀. ₅₂ ₉₆, ₀₂₃ ₁₈₆, ₂₈₅ 公益事業
VOLTAS LTD ₅, ₉₂₁ ₅, ₇₉₃ ₁₉₁, ₅₇₄ ₃₇₁, ₆₅₄ 資本財・サービス
CESC LTD ― ₁, ₇₉₁. ₄₂ ₉₄, ₆₂₂ ₁₈₃, ₅₆₈ 公益事業
TITAN CO LTD ₁, ₉₁₁. ₂₂ ₁, ₁₀₄. ₂₂ ₃₈, ₀₁₂ ₇₃, ₇₄₄ 一般消費財・サービス
BHARAT PETROLEUM CORP LTD ₁, ₃₈₉. ₅₈ ₁, ₄₆₆. ₅₈ ₁₂₂, ₂₃₉ ₂₃₇, ₁₄₄ エネルギー
IDEA CELLULAR LTD ₃, ₂₇₈ ₅, ₃₅₉ ₉₄, ₀₇₇ ₁₈₂, ₅₀₉ 電気通信サービス
NATIONAL ALUMINIUM CO LTD ― ₉, ₃₈₁ ₃₈, ₆₄₉ ₇₄, ₉₈₀ 素材
PUNJAB NATIONAL BANK ₉₄₈. ₆₆ ― ― ― 金融
EXIDE INDUSTRIES LTD ― ₅, ₇₈₁ ₈₃, ₆₂₂ ₁₆₂, ₂₂₇ 一般消費財・サービス
MARICO LTD ₃, ₀₁₉. ₃₂ ₃, ₀₁₉. ₃₂ ₁₂₅, ₇₆₉ ₂₄₃, ₉₉₃ 生活必需品
CANARA BANK ₁, ₄₀₈ ₂, ₃₂₆ ₆₈, ₁₇₅ ₁₃₂, ₂₅₉ 金融
CROMPTON GREAVES LTD ₂, ₃₈₃ ― ― ― 資本財・サービス
IRB INFRASTRUCTURE DEVELOPER ₂, ₇₇₀ ― ― ― 資本財・サービス
ADANI PORTS AND SPECIAL ECON ₄, ₉₈₄. ₅₆ ₆, ₃₃₂. ₅₆ ₁₉₆, ₃₄₁ ₃₈₀, ₉₀₁ 資本財・サービス
UNION BANK OF INDIA ₂, ₅₉₄ ₅, ₈₁₇ ₈₃, ₆₄₈ ₁₆₂, ₂₇₈ 金融
OIL INDIA LTD ₁, ₆₃₇. ₀₇ ― ― ― エネルギー
ALLAHABAD BANK ₄, ₆₁₄ ₈, ₉₂₅ ₈₀, ₃₂₅ ₁₅₅, ₈₃₀ 金融
ALSTOM INDIA LTD ― ₁, ₂₂₆. ₈₆ ₈₈, ₀₆₄ ₁₇₀, ₈₄₄ 資本財・サービス
AUROBINDO PHARMA LTD ₁, ₁₆₀ ₆₀₇ ₇₇, ₅₀₁ ₁₅₀, ₃₅₃ ヘルスケア
LUPIN LTD ₆₇₆ ₂₆₅ ₄₅, ₃₆₄ ₈₈, ₀₀₆ ヘルスケア
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₆, ₇₆₂. ₃₉ ₅, ₄₃₅. ₃₉ ₂₆₁, ₂₅₂ ₅₀₆, ₈₂₈ 一般消費財・サービス
ORIENTAL BANK OF COMMERCE ₁, ₈₇₈ ₄, ₂₁₄ ₇₂, ₁₀₁ ₁₃₉, ₈₇₆ 金融
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE ₁, ₇₂₂ ₁, ₆₃₂ ₁₃₄, ₀₂₈ ₂₆₀, ₀₁₄ 金融
TECH MAHINDRA LTD ₂₁₀ ₈₄₀ ₄₆, ₅₄₀ ₉₀, ₂₈₇ 情報技術
AIA ENGINEERING LTD ₁, ₀₁₆ ― ― ― 資本財・サービス
SOBHA LTD ₁, ₂₄₁ ― ― ― 金融
EMAMI LTD ― ₃₇₆. ₇₉ ₃₉, ₂₁₆ ₇₆, ₀₇₉ 生活必需品
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD ₁, ₀₂₂. ₀₁ ₁, ₀₂₂. ₀₁ ₁₃₀, ₇₀₉ ₂₅₃, ₅₇₇ ヘルスケア
RURAL ELECTRIFICATION CORP ₁, ₃₆₅. ₅₃ ₁, ₃₆₅. ₅₃ ₃₇, ₁₉₇ ₇₂, ₁₆₂ 金融
COX AND KINGS LTD ₁, ₇₇₅. ₈₃ ₁, ₇₇₅. ₈₃ ₄₆, ₆₄₂ ₉₀, ₄₈₅ 一般消費財・サービス
SADBHAV ENGINEERING LTD ₁, ₀₁₆. ₂₃ ₃, ₇₁₀. ₇₇ ₁₀₃, ₆₆₀ ₂₀₁, ₁₀₁ 資本財・サービス
ATUL LTD ₁₄₀. ₅₈ ― ― ― 素材
COAL INDIA LTD ₂, ₁₀₀ ₂, ₁₀₀ ₈₂, ₈₀₃ ₁₆₀, ₆₃₇ エネルギー
TREE HOUSE EDUCATION AND ACC ― ₁, ₈₀₀ ₆₉, ₈₇₆ ₁₃₅, ₅₅₉ 一般消費財・サービス
BAJAJ CORP LTD ― ₂, ₅₉₆. ₆₅ ₁₀₅, ₂₆₈ ₂₀₄, ₂₂₀ 生活必需品
NATCO PHARMA LTD ― ₅₄₀. ₀₈ ₁₀₉, ₀₇₁ ₂₁₁, ₅₉₉ ヘルスケア
KARUR VYSYA BANK LTD ₁, ₄₅₉. ₁₁ ₁, ₇₁₈. ₇₅ ₇₇, ₂₈₃ ₁₄₉, ₉₃₀ 金融
PRESTIGE ESTATES PROJECTS ₂, ₂₁₅. ₁₄ ₂, ₁₅₆. ₄₂ ₅₄, ₆₉₇ ₁₀₆, ₁₁₃ 金融
BAJAJ ELECTRICALS LTD ― ₂, ₁₉₃. ₁₆ ₆₄, ₅₈₈ ₁₂₅, ₃₀₁ 一般消費財・サービス
BHARTI INFRATEL LTD ₈₅₅ ₁, ₄₀₈ ₆₄, ₀₇₁ ₁₂₄, ₂₉₇ 電気通信サービス
NMDC LTD ₂, ₈₇₁. ₄₇ ― ― ― 素材
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₁₇, ₁₈₀, ₃₅₄ ₉₂. ₅ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁, ₃₉₁, ₃₉₈ ₇. ₅ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₃. ₄₄円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₄円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁₈, ₁₉₈, ₀₈₇千円）の投資信託財産総額
（₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃千円）に対する比率は、₉₈. ₀% です。

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
MINDTREE LTD ₄₄₇ ₃₆₃ ₄₇, ₇₉₀ ₉₂, ₇₁₄ 情報技術
SREI INFRASTRUCTURE FINANCE ― ₅, ₂₈₇ ₁₇, ₃₁₄ ₃₃, ₅₉₀ 金融
VA TECH WABAG LTD ₆₃₁. ₀₈ ₈₃₀. ₉₂ ₅₈, ₁₁₄ ₁₁₂, ₇₄₂ 公益事業
STRIDES ARCOLAB LTD ― ₇₅₉. ₀₄ ₈₅, ₀₂₀ ₁₆₄, ₉₃₈ ヘルスケア
GAIL INDIA LTD ― ₁, ₁₀₅ ₄₃, ₈₇₉ ₈₅, ₁₂₆ 公益事業
HINDALCO INDUSTRIES LTD ₉, ₆₀₅ ₉, ₆₀₅ ₁₀₉, ₇₈₅ ₂₁₂, ₉₈₃ 素材
INFOSYS LTD ₁₉₈ ― ― ― 情報技術
LARSEN & TOUBRO LTD ₂, ₅₅₆ ₂, ₅₃₄ ₄₂₂, ₇₇₂ ₈₂₀, ₁₇₈ 資本財・サービス
TATA MOTORS LTD ₅, ₇₉₆ ₇, ₃₂₉. ₇₇ ₃₁₂, ₅₀₄ ₆₀₆, ₂₅₉ 一般消費財・サービス
RELIANCE COMMUNICATIONS LTD ― ₆, ₄₃₈ ₃₇, ₈₈₇ ₇₃, ₅₀₂ 電気通信サービス
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE ₇, ₅₄₃ ₇, ₀₀₈ ₈₅₁, ₁₅₆ ₁, ₆₅₁, ₂₄₃ 金融
RELIANCE INDUSTRIES LTD ₆₄₉ ₂, ₄₁₇ ₂₁₇, ₉₅₂ ₄₂₂, ₈₂₈ エネルギー
OIL & NATURAL GAS CORP LTD ₅, ₃₃₆ ₄, ₅₅₄ ₁₃₈, ₄₁₈ ₂₆₈, ₅₃₂ エネルギー
ITC LTD ₁₆, ₁₂₁ ₁₀, ₈₂₂ ₃₂₃, ₀₃₆ ₆₂₆, ₆₉₁ 生活必需品
MAHINDRA & MAHINDRA LTD ₁, ₄₈₄ ₂, ₆₆₂ ₃₂₄, ₈₄₃ ₆₃₀, ₁₉₇ 一般消費財・サービス
HERO MOTOCORP LTD ₆₇₄. ₅₁ ₄₀₃. ₅₁ ₁₀₁, ₁₂₁ ₁₉₆, ₁₇₅ 一般消費財・サービス
BHARTI AIRTEL LTD ₄, ₀₈₃ ₄, ₀₁₉ ₁₆₆, ₂₄₅ ₃₂₂, ₅₁₇ 電気通信サービス
SUN PHARMACEUTICAL INDUS ― ₇₆₇. ₆ ₆₄, ₃₀₁ ₁₂₄, ₇₄₅ ヘルスケア
DABUR INDIA LTD ₃, ₉₈₁. ₀₃ ₁, ₈₈₄. ₁₅ ₄₈, ₂₉₀ ₉₃, ₆₈₄ 生活必需品
HCL TECHNOLOGIES LTD ₂₄₄ ― ― ― 情報技術
RANBAXY LABORATORIES LTD ₁, ₉₂₇ ― ― ― ヘルスケア
VEDANTA LTD ₈, ₈₂₆ ₇, ₄₇₅ ₁₃₅, ₅₅₉ ₂₆₂, ₉₈₄ 素材

インド ・ ルピー通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₁₈₁, ₀₈₉. ₁₆ ₂₂₈, ₀₃₀. ₈₄ ₇, ₉₆₁, ₆₇₅ ₁₅, ₄₄₅, ₆₅₀ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₆₀ 銘柄 ₆₇ 銘柄 ＜₈₄. ₂％＞

フ ァ ン ド 合 計
株 　 数、 金 　 額 ₁₉₀, ₇₁₅. ₀₉ ₂₃₆, ₇₅₇. ₆ ― ₁₇, ₁₈₀, ₃₅₄ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₆₂ 銘柄 ₆₉ 銘柄 ＜₉₃. ₆％＞ 
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　　　柄　　　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

外
国 SGX CNX NIFTY ETS（シンガポール）

百万円 百万円 

622 ― 
（注 ₁ ） 外貨建の評価額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値を投資信

託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。
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銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
TATA POWER CO LTD ₈, ₄₅₈. ₀₁ ― ― ― 公益事業
OBEROI REALTY LTD ₁, ₆₈₂. ₁₃ ₂, ₅₁₇. ₁₃ ₇₁, ₄₆₁ ₁₃₈, ₆₃₄ 金融
DLF LTD ₉₃₅ ― ― ― 金融
ASIAN PAINTS LTD ₂, ₂₂₁. ₀₂ ₂, ₂₁₁. ₀₂ ₁₅₄, ₄₅₀ ₂₉₉, ₆₃₄ 素材
HINDUSTAN PETROLEUM CORP ― ₁, ₃₅₅ ₉₃, ₈₅₄ ₁₈₂, ₀₇₆ エネルギー
STATE BANK OF INDIA ₁₂, ₈₆₆ ₁₆, ₆₈₇ ₄₁₇, ₅₉₂ ₈₁₀, ₁₂₈ 金融
TATA COMMUNICATIONS LTD ― ₁, ₅₇₂. ₀₈ ₆₄, ₈₄₀ ₁₂₅, ₇₉₀ 電気通信サービス
NTPC LTD ₆, ₆₈₂. ₆ ― ― ― 公益事業
POWER FINANCE CORPORATION ₁, ₀₈₇ ₁, ₀₈₇ ₂₈, ₄₃₀ ₅₅, ₁₅₅ 金融
UNITED SPIRITS LTD ₃₂₄ ₂₆₄ ₉₄, ₉₂₁ ₁₈₄, ₁₄₇ 生活必需品
POWER GRID CORP OF INDIA LTD ₆, ₆₆₁. ₅₂ ₆, ₈₀₀. ₅₂ ₉₆, ₀₂₃ ₁₈₆, ₂₈₅ 公益事業
VOLTAS LTD ₅, ₉₂₁ ₅, ₇₉₃ ₁₉₁, ₅₇₄ ₃₇₁, ₆₅₄ 資本財・サービス
CESC LTD ― ₁, ₇₉₁. ₄₂ ₉₄, ₆₂₂ ₁₈₃, ₅₆₈ 公益事業
TITAN CO LTD ₁, ₉₁₁. ₂₂ ₁, ₁₀₄. ₂₂ ₃₈, ₀₁₂ ₇₃, ₇₄₄ 一般消費財・サービス
BHARAT PETROLEUM CORP LTD ₁, ₃₈₉. ₅₈ ₁, ₄₆₆. ₅₈ ₁₂₂, ₂₃₉ ₂₃₇, ₁₄₄ エネルギー
IDEA CELLULAR LTD ₃, ₂₇₈ ₅, ₃₅₉ ₉₄, ₀₇₇ ₁₈₂, ₅₀₉ 電気通信サービス
NATIONAL ALUMINIUM CO LTD ― ₉, ₃₈₁ ₃₈, ₆₄₉ ₇₄, ₉₈₀ 素材
PUNJAB NATIONAL BANK ₉₄₈. ₆₆ ― ― ― 金融
EXIDE INDUSTRIES LTD ― ₅, ₇₈₁ ₈₃, ₆₂₂ ₁₆₂, ₂₂₇ 一般消費財・サービス
MARICO LTD ₃, ₀₁₉. ₃₂ ₃, ₀₁₉. ₃₂ ₁₂₅, ₇₆₉ ₂₄₃, ₉₉₃ 生活必需品
CANARA BANK ₁, ₄₀₈ ₂, ₃₂₆ ₆₈, ₁₇₅ ₁₃₂, ₂₅₉ 金融
CROMPTON GREAVES LTD ₂, ₃₈₃ ― ― ― 資本財・サービス
IRB INFRASTRUCTURE DEVELOPER ₂, ₇₇₀ ― ― ― 資本財・サービス
ADANI PORTS AND SPECIAL ECON ₄, ₉₈₄. ₅₆ ₆, ₃₃₂. ₅₆ ₁₉₆, ₃₄₁ ₃₈₀, ₉₀₁ 資本財・サービス
UNION BANK OF INDIA ₂, ₅₉₄ ₅, ₈₁₇ ₈₃, ₆₄₈ ₁₆₂, ₂₇₈ 金融
OIL INDIA LTD ₁, ₆₃₇. ₀₇ ― ― ― エネルギー
ALLAHABAD BANK ₄, ₆₁₄ ₈, ₉₂₅ ₈₀, ₃₂₅ ₁₅₅, ₈₃₀ 金融
ALSTOM INDIA LTD ― ₁, ₂₂₆. ₈₆ ₈₈, ₀₆₄ ₁₇₀, ₈₄₄ 資本財・サービス
AUROBINDO PHARMA LTD ₁, ₁₆₀ ₆₀₇ ₇₇, ₅₀₁ ₁₅₀, ₃₅₃ ヘルスケア
LUPIN LTD ₆₇₆ ₂₆₅ ₄₅, ₃₆₄ ₈₈, ₀₀₆ ヘルスケア
MOTHERSON SUMI SYSTEMS LTD ₆, ₇₆₂. ₃₉ ₅, ₄₃₅. ₃₉ ₂₆₁, ₂₅₂ ₅₀₆, ₈₂₈ 一般消費財・サービス
ORIENTAL BANK OF COMMERCE ₁, ₈₇₈ ₄, ₂₁₄ ₇₂, ₁₀₁ ₁₃₉, ₈₇₆ 金融
SHRIRAM TRANSPORT FINANCE ₁, ₇₂₂ ₁, ₆₃₂ ₁₃₄, ₀₂₈ ₂₆₀, ₀₁₄ 金融
TECH MAHINDRA LTD ₂₁₀ ₈₄₀ ₄₆, ₅₄₀ ₉₀, ₂₈₇ 情報技術
AIA ENGINEERING LTD ₁, ₀₁₆ ― ― ― 資本財・サービス
SOBHA LTD ₁, ₂₄₁ ― ― ― 金融
EMAMI LTD ― ₃₇₆. ₇₉ ₃₉, ₂₁₆ ₇₆, ₀₇₉ 生活必需品
TORRENT PHARMACEUTICALS LTD ₁, ₀₂₂. ₀₁ ₁, ₀₂₂. ₀₁ ₁₃₀, ₇₀₉ ₂₅₃, ₅₇₇ ヘルスケア
RURAL ELECTRIFICATION CORP ₁, ₃₆₅. ₅₃ ₁, ₃₆₅. ₅₃ ₃₇, ₁₉₇ ₇₂, ₁₆₂ 金融
COX AND KINGS LTD ₁, ₇₇₅. ₈₃ ₁, ₇₇₅. ₈₃ ₄₆, ₆₄₂ ₉₀, ₄₈₅ 一般消費財・サービス
SADBHAV ENGINEERING LTD ₁, ₀₁₆. ₂₃ ₃, ₇₁₀. ₇₇ ₁₀₃, ₆₆₀ ₂₀₁, ₁₀₁ 資本財・サービス
ATUL LTD ₁₄₀. ₅₈ ― ― ― 素材
COAL INDIA LTD ₂, ₁₀₀ ₂, ₁₀₀ ₈₂, ₈₀₃ ₁₆₀, ₆₃₇ エネルギー
TREE HOUSE EDUCATION AND ACC ― ₁, ₈₀₀ ₆₉, ₈₇₆ ₁₃₅, ₅₅₉ 一般消費財・サービス
BAJAJ CORP LTD ― ₂, ₅₉₆. ₆₅ ₁₀₅, ₂₆₈ ₂₀₄, ₂₂₀ 生活必需品
NATCO PHARMA LTD ― ₅₄₀. ₀₈ ₁₀₉, ₀₇₁ ₂₁₁, ₅₉₉ ヘルスケア
KARUR VYSYA BANK LTD ₁, ₄₅₉. ₁₁ ₁, ₇₁₈. ₇₅ ₇₇, ₂₈₃ ₁₄₉, ₉₃₀ 金融
PRESTIGE ESTATES PROJECTS ₂, ₂₁₅. ₁₄ ₂, ₁₅₆. ₄₂ ₅₄, ₆₉₇ ₁₀₆, ₁₁₃ 金融
BAJAJ ELECTRICALS LTD ― ₂, ₁₉₃. ₁₆ ₆₄, ₅₈₈ ₁₂₅, ₃₀₁ 一般消費財・サービス
BHARTI INFRATEL LTD ₈₅₅ ₁, ₄₀₈ ₆₄, ₀₇₁ ₁₂₄, ₂₉₇ 電気通信サービス
NMDC LTD ₂, ₈₇₁. ₄₇ ― ― ― 素材
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株         式 ₁₇, ₁₈₀, ₃₅₄ ₉₂. ₅ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁, ₃₉₁, ₃₉₈ ₇. ₅ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₆ 月₁₆日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₃. ₄₄円、 ₁ インド・ルピー＝₁. ₉₄円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁₈, ₁₉₈, ₀₈₇千円）の投資信託財産総額
（₁₈, ₅₇₁, ₇₅₃千円）に対する比率は、₉₈. ₀% です。

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千インド・ルピー 千円 
MINDTREE LTD ₄₄₇ ₃₆₃ ₄₇, ₇₉₀ ₉₂, ₇₁₄ 情報技術
SREI INFRASTRUCTURE FINANCE ― ₅, ₂₈₇ ₁₇, ₃₁₄ ₃₃, ₅₉₀ 金融
VA TECH WABAG LTD ₆₃₁. ₀₈ ₈₃₀. ₉₂ ₅₈, ₁₁₄ ₁₁₂, ₇₄₂ 公益事業
STRIDES ARCOLAB LTD ― ₇₅₉. ₀₄ ₈₅, ₀₂₀ ₁₆₄, ₉₃₈ ヘルスケア
GAIL INDIA LTD ― ₁, ₁₀₅ ₄₃, ₈₇₉ ₈₅, ₁₂₆ 公益事業
HINDALCO INDUSTRIES LTD ₉, ₆₀₅ ₉, ₆₀₅ ₁₀₉, ₇₈₅ ₂₁₂, ₉₈₃ 素材
INFOSYS LTD ₁₉₈ ― ― ― 情報技術
LARSEN & TOUBRO LTD ₂, ₅₅₆ ₂, ₅₃₄ ₄₂₂, ₇₇₂ ₈₂₀, ₁₇₈ 資本財・サービス
TATA MOTORS LTD ₅, ₇₉₆ ₇, ₃₂₉. ₇₇ ₃₁₂, ₅₀₄ ₆₀₆, ₂₅₉ 一般消費財・サービス
RELIANCE COMMUNICATIONS LTD ― ₆, ₄₃₈ ₃₇, ₈₈₇ ₇₃, ₅₀₂ 電気通信サービス
HOUSING DEVELOPMENT FINANCE ₇, ₅₄₃ ₇, ₀₀₈ ₈₅₁, ₁₅₆ ₁, ₆₅₁, ₂₄₃ 金融
RELIANCE INDUSTRIES LTD ₆₄₉ ₂, ₄₁₇ ₂₁₇, ₉₅₂ ₄₂₂, ₈₂₈ エネルギー
OIL & NATURAL GAS CORP LTD ₅, ₃₃₆ ₄, ₅₅₄ ₁₃₈, ₄₁₈ ₂₆₈, ₅₃₂ エネルギー
ITC LTD ₁₆, ₁₂₁ ₁₀, ₈₂₂ ₃₂₃, ₀₃₆ ₆₂₆, ₆₉₁ 生活必需品
MAHINDRA & MAHINDRA LTD ₁, ₄₈₄ ₂, ₆₆₂ ₃₂₄, ₈₄₃ ₆₃₀, ₁₉₇ 一般消費財・サービス
HERO MOTOCORP LTD ₆₇₄. ₅₁ ₄₀₃. ₅₁ ₁₀₁, ₁₂₁ ₁₉₆, ₁₇₅ 一般消費財・サービス
BHARTI AIRTEL LTD ₄, ₀₈₃ ₄, ₀₁₉ ₁₆₆, ₂₄₅ ₃₂₂, ₅₁₇ 電気通信サービス
SUN PHARMACEUTICAL INDUS ― ₇₆₇. ₆ ₆₄, ₃₀₁ ₁₂₄, ₇₄₅ ヘルスケア
DABUR INDIA LTD ₃, ₉₈₁. ₀₃ ₁, ₈₈₄. ₁₅ ₄₈, ₂₉₀ ₉₃, ₆₈₄ 生活必需品
HCL TECHNOLOGIES LTD ₂₄₄ ― ― ― 情報技術
RANBAXY LABORATORIES LTD ₁, ₉₂₇ ― ― ― ヘルスケア
VEDANTA LTD ₈, ₈₂₆ ₇, ₄₇₅ ₁₃₅, ₅₅₉ ₂₆₂, ₉₈₄ 素材

インド ・ ルピー通貨計
株 　 数、 金 　 額 ₁₈₁, ₀₈₉. ₁₆ ₂₂₈, ₀₃₀. ₈₄ ₇, ₉₆₁, ₆₇₅ ₁₅, ₄₄₅, ₆₅₀ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₆₀ 銘柄 ₆₇ 銘柄 ＜₈₄. ₂％＞

フ ァ ン ド 合 計
株 　 数、 金 　 額 ₁₉₀, ₇₁₅. ₀₉ ₂₃₆, ₇₅₇. ₆ ― ₁₇, ₁₈₀, ₃₅₄ 

銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₆₂ 銘柄 ₆₉ 銘柄 ＜₉₃. ₆％＞ 
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　　　柄　　　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

外
国 SGX CNX NIFTY ETS（シンガポール）

百万円 百万円 

622 ― 
（注 ₁ ） 外貨建の評価額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値を投資信

託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）評価額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1₈, 5₇1, ₇53, 19₄円

コ ー ル  ・ ロ ー ン 等 ₁, ₁₆₃, ₁₇₅, ₀₁₅  
株 式（評価額） ₁₇, ₁₈₀, ₃₅₄, ₂₇₅  
未 収 入 金 ₁₉, ₅₇₀, ₆₆₈  
未 収 配 当 金 ₅₇, ₆₂₅, ₉₃₈  
差 入 委 託 証 拠 金 ₁₅₁, ₀₂₇, ₂₉₈  

（Ｂ）負 債 225, 509, 613  
未 払 金 ₂₂₅, ₅₀₉, ₆₁₃  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₈, 3₄6, 2₄3, 5₈1  
元 本 ₂₂, ₅₈₉, ₃₆₅, ₈₀₅  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₄, ₂₄₃, ₁₂₂, ₂₂₄  

（Ｄ）受益権総口数 22, 5₈9, 365, ₈05口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₈, 122円

＊ 期首における元本額は₂₁, ₂₅₀, ₃₄₆, ₄₈₂円、当期中における追加設定元本額は
₂, ₄₁₆, ₃₂₃, ₀₀₇円、同解約元本額は₁, ₀₇₇, ₃₀₃, ₆₈₄円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ダイナミック・インド株ファンド（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
₃₃, ₀₉₈, ₅₇₂円、ダイワ・ダイナミック・インド株ファンド₂₂, ₅₅₆, ₂₆₇, ₂₃₃円で
す。

＊ 当期末の計算口数当りの純資産額は₈, ₁₂₂円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₄, ₂₄₃, ₁₂₂, ₂₂₄円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₂月₁₇日　至₂₀₁₅年 ₆ 月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 9₈, 595, ₈32円

受 取 配 当 金 ₉₈, ₄₈₄, ₂₆₁
受 取 利 息 ₁₁₁, ₅₇₁

（Ｂ）有価証券売買損益 △ 91, 1₇₇, ₈5₄
売 買 益 ₁, ₇₁₇, ₆₈₃, ₈₇₇
売 買 損 △ ₁, ₈₀₈, ₈₆₁, ₇₃₁

（Ｃ）先物取引等損益 △ 5₇, 6₈6, 536
取 引 益 ₂₇, ₁₀₁, ₈₆₉
取 引 損 △ ₈₄, ₇₈₈, ₄₀₅

（Ｄ）そ の 他 費 用 △ ₇, ₈30, ₇₄0
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △ 5₈, 099, 29₈
（Ｆ）前期繰越損益金 △ ₄, 001, 223, 603
（Ｇ）解約差損益金 159, ₄₈3, 6₈₄
（Ｈ）追加信託差損益金 △ 3₄3, 2₈3, 00₇
（Ｉ）合　　　　　計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） △ ₄, 2₄3, 122, 22₄

次期繰越損益金（Ｉ） △ ₄, 2₄3, 122, 22₄
（注 ₁ ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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東京都千代田区霞が関三丁目 ２番 １号
http://www.daiwasbi.co.jp/

お問い合わせ先　ディスクロージャー部
電話番号　　 0１２0―２86１04

運用報告書（全体版）当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／海外／株式
設定日 ２009年 ２ 月１6日
信託期間 無期限
運用方針 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家

専用）
・�チャイナ・エクイティ・マザーファンドへ
の投資を通じて、主として中国地域の株式
へ投資を行うことにより、信託財産の長期
的な成長を目指して運用を行います。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・�中国地域の株式を主要投資対象とし、中国
の経済成長からメリットを受ける有望な投
資テーマ（アイデア）にフォーカスして投
資します。

主要運用対象 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家
専用）
・�チャイナ・エクイティ・マザーファンド受
益証券を主要投資対象とします。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・�中国地域の株式を主要投資対象とします。

投資制限 チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家
専用）
・株式への実質投資割合には制限を設けませ
ん。
・外貨建資産への実質投資割合には制限を設
けません。
チャイナ・エクイティ・マザーファンド
・株式への投資割合には制限を設けません。
・外貨建資産への投資割合には制限を設けま
せん。

分配方針 毎年 4月、１0月の１１日（休業日の場合は、翌
営業日）の決算日に、収益分配金額は経費控
除後の利子・配当収益および売買益（評価損
益も含みます。）等の中から、基準価額水準、
市況動向等を勘案して、委託者が決定します。
ただし、分配対象額が少額の場合等には分配
を行わないことがあります。

受益者の皆様へ

毎々、格別のお引き立てにあずかり厚くお礼申
し上げます。
さて「チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投
資家専用）」は、去る２0１5年 4 月１3日に第１２期の
決算を行いました。
ここに、期中の運用状況をご報告申し上げま
す。
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申
し上げます。

第１２期
決算日　２0１5年 4 月１3日

チャイナ龍翔（FOFs 用）
（適格機関投資家専用）

6870_チャイナ龍翔FoFs_全体.indb   1 2015/05/22   15:17:02



チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■最近 5期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純資産
総 額

（分配落）税　込分配金
期　中
騰落率（参考指数）

期　中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
第 ₈期（₂₀1₃年 4 月11日） 1₇, ₃₃₃ ₀ ₃₀. ₂ 1₆, ₃₀₃ ₃4. ₇ ₉₅. 1 ― 1. ₃ ₉4
第 ₉ 期（₂₀1₃年1₀月11日） 1₈, ₂1₀ ₀ ₅. 1 1₆, ₇₃₈ ₂. ₇ ₉₅. 4 ― 1. 1 ₅₉
第1₀期（₂₀14年 4 月11日） 1₈, ₈₂₂ ₀ ₃. 4 1₇, ₃44 ₃. ₆ ₉4. ₆ ― 1. 1 ₅₅
第11期（₂₀14年1₀月14日） ₂₀, ₂₅₀ ₀ ₇. ₆ 1₈, ₂₅₇ ₅. ₃ ₉₆. ₀ ― ₀. ₈ ₃₃
第1₂期（₂₀1₅年 4 月1₃日） ₂₈, ₆₃₅ ₀ 41. 4 ₂₆, ₈₀₉ 4₆. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. 4 ₃₂
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を1₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊	当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載
しています。

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀14年1₀月14日 ₂₀, ₂₅₀ ― 1₈, ₂₅₇ ― ₉₆. ₀ ― ₀. ₈

1₀月末 ₂1, ₂₆₃ ₅. ₀ 1₉, 14₃ 4. ₉ ₉₆. ₃ ― ₀. ₇
11月末 ₂₃, 4₈₀ 1₆. ₀ ₂1, ₂₂₅ 1₆. ₃ ₉₆. ₆ ― ₀. ₆
1₂月末 ₂4, 1₆4 1₉. ₃ ₂1, ₉₈₀ ₂₀. 4 ₉₇. ₀ ― ₀. 4

₂₀1₅年 1 月末 ₂4, ₃₅₂ ₂₀. ₃ ₂₂, 1₆₀ ₂1. 4 1₀₀. ₆ ― ₀. 4
₂ 月末 ₂₅, ₂₃₆ ₂4. ₆ ₂₃, ₀4₆ ₂₆. ₂ ₉₇. 4 ― ₀. 4
₃ 月末 ₂₅, ₅₆₅ ₂₆. ₂ ₂₃, ₅44 ₂₉. ₀ ₉₇. 1 ― ₀. 4

（期末）₂₀1₅年 4 月1₃日 ₂₈, ₆₃₅ 41. 4 ₂₆, ₈₀₉ 4₆. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. 4
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊	当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載
しています。

中国
中国株式市場は、中国の経済成長減速への懸念や、米国での量的緩和

策の終了および早期利上げ観測にもかかわらず、₂₀14年下半期は急騰し
ました。11月1₇日に開始された香港と上海の証券取引所の相互接続に対
する期待感などを受けＨ株指数が上昇したことや、Ａ株（中国本土で上
場されている中国株）が₂₀1₅年中にもＭＳＣＩやＦＴＳＥの指数に採用
される可能性があるとの思惑も相場を押し上げました。	その後も、中国
人民銀行（ＰＢＯＣ）による利下げや、中国政府による巨額のインフラ
投資プロジェクトの追加承認などを背景に、強気の相場が続きました。
さらに、 ₃月末より中国本土のファンドが取引所相互接続の仕組みを通
じＨ株への直接投資が容易になったことから、香港市場の流動性が高ま
り、中国本土と香港の両市場に上場している割安銘柄を中心に上昇が目
立ちました。

香港
香港株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。

韓国
韓国株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。

台湾
台湾株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。

アセアン
アセアン諸国の主要市場では、シンガポール株式市場の上昇が小幅に

とどまり、中国株式市場をアンダーパフォームしました。

投資市場環境（2014年10月15日～2015年 4 月13日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2014年10月14日～ 2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■分配原資の内訳
	 （ 1 万口当り・税引前）

項　目
第1₂期

　₂₀14年1₀月1₅日
～₂₀1₅年 4 月1₃日

当期分配金	 （円） ₀
（対基準価額比率）	（％） ₀. ₀₀
当期の収益	 （円） ―
当期の収益以外	 （円） ―

翌期繰越分配対象額	 （円） 1₈, ₆₃₅
※当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額
（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）の運用経過
  （2014年10月15日～2015年 4 月13日）

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
基準価額の推移

（2014年10月14日～2015年 4 月13日）
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［基準価額の推移］
基準価額は、期首₂₀, ₂₅₀円から期末₂₈, ₆₃₅円となり、前期末比41. 4％

上昇しました。

［ポートフォリオ］
主要投資対象であるチャイナ・エクイティ・マザーファンドを期を通

じて高位に組み入れ、期末の実質的な株式組入比率は₉₆. ₆％としまし
た。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋4₆. ₈％を₅. 4％下回りました。

なお、詳細につきましては、後述の「マザーファンドの運用経過」を
ご参照ください。

収益分配金
収益分配金につきましては、分配可能額、基準価額水準等を勘案し、

見送りとさせて頂きました。
なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用を行いま

す。
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チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
  （2014年10月15日～2015年 4 月13日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₇, ₀₅₇円から期末1₀, ₀₀₅円となり、前期末比41. ₈％

上昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
中国株で保有しているポータルサイト大手のTENCENT	HOLDINGS	

LTDや、保険会社のCHINA	LIFE	INSURANCE	CO︲H、銀行のBANK	
OF	CHINA	LTD︲Hが上昇したことが上昇要因となりました。
（下落要因）
中国株で保有している医薬品会社の SIHUAN	PHARMACEUTICAL	

HLDGS や、石油掘削・探査会社のCHINA	OILFIELD	SERVICES︲H、
海洋石油開発会社のCNOOC	LTDが下落したことが下落要因となりま
した。

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2014年10月14日～ 2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■最近 5期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純資産
総 額

（分配落）税　込分配金
期　中
騰落率（参考指数）

期　中
騰落率

円 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円
第 ₈期（₂₀1₃年 4 月11日） 1₇, ₃₃₃ ₀ ₃₀. ₂ 1₆, ₃₀₃ ₃4. ₇ ₉₅. 1 ― 1. ₃ ₉4
第 ₉ 期（₂₀1₃年1₀月11日） 1₈, ₂1₀ ₀ ₅. 1 1₆, ₇₃₈ ₂. ₇ ₉₅. 4 ― 1. 1 ₅₉
第1₀期（₂₀14年 4 月11日） 1₈, ₈₂₂ ₀ ₃. 4 1₇, ₃44 ₃. ₆ ₉4. ₆ ― 1. 1 ₅₅
第11期（₂₀14年1₀月14日） ₂₀, ₂₅₀ ₀ ₇. ₆ 1₈, ₂₅₇ ₅. ₃ ₉₆. ₀ ― ₀. ₈ ₃₃
第1₂期（₂₀1₅年 4 月1₃日） ₂₈, ₆₃₅ ₀ 41. 4 ₂₆, ₈₀₉ 4₆. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. 4 ₃₂
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を1₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊	当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載
しています。

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀14年1₀月14日 ₂₀, ₂₅₀ ― 1₈, ₂₅₇ ― ₉₆. ₀ ― ₀. ₈

1₀月末 ₂1, ₂₆₃ ₅. ₀ 1₉, 14₃ 4. ₉ ₉₆. ₃ ― ₀. ₇
11月末 ₂₃, 4₈₀ 1₆. ₀ ₂1, ₂₂₅ 1₆. ₃ ₉₆. ₆ ― ₀. ₆
1₂月末 ₂4, 1₆4 1₉. ₃ ₂1, ₉₈₀ ₂₀. 4 ₉₇. ₀ ― ₀. 4

₂₀1₅年 1 月末 ₂4, ₃₅₂ ₂₀. ₃ ₂₂, 1₆₀ ₂1. 4 1₀₀. ₆ ― ₀. 4
₂ 月末 ₂₅, ₂₃₆ ₂4. ₆ ₂₃, ₀4₆ ₂₆. ₂ ₉₇. 4 ― ₀. 4
₃ 月末 ₂₅, ₅₆₅ ₂₆. ₂ ₂₃, ₅44 ₂₉. ₀ ₉₇. 1 ― ₀. 4

（期末）₂₀1₅年 4 月1₃日 ₂₈, ₆₃₅ 41. 4 ₂₆, ₈₀₉ 4₆. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. 4
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊	当ファンドは親投資信託を組み入れますので、各組入比率は実質組入比率を記載
しています。

中国
中国株式市場は、中国の経済成長減速への懸念や、米国での量的緩和
策の終了および早期利上げ観測にもかかわらず、₂₀14年下半期は急騰し
ました。11月1₇日に開始された香港と上海の証券取引所の相互接続に対
する期待感などを受けＨ株指数が上昇したことや、Ａ株（中国本土で上
場されている中国株）が₂₀1₅年中にもＭＳＣＩやＦＴＳＥの指数に採用
される可能性があるとの思惑も相場を押し上げました。	その後も、中国
人民銀行（ＰＢＯＣ）による利下げや、中国政府による巨額のインフラ
投資プロジェクトの追加承認などを背景に、強気の相場が続きました。
さらに、 ₃月末より中国本土のファンドが取引所相互接続の仕組みを通
じＨ株への直接投資が容易になったことから、香港市場の流動性が高ま
り、中国本土と香港の両市場に上場している割安銘柄を中心に上昇が目
立ちました。

香港
香港株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム
しました。

韓国
韓国株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム
しました。

台湾
台湾株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム
しました。

アセアン
アセアン諸国の主要市場では、シンガポール株式市場の上昇が小幅に
とどまり、中国株式市場をアンダーパフォームしました。

投資市場環境（2014年10月15日～2015年 4 月13日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2014年10月14日～ 2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■分配原資の内訳
	 （ 1 万口当り・税引前）

項　目
第1₂期

　₂₀14年1₀月1₅日
～₂₀1₅年 4 月1₃日

当期分配金	 （円） ₀
（対基準価額比率）	（％） ₀. ₀₀
当期の収益	 （円） ―
当期の収益以外	 （円） ―

翌期繰越分配対象額	 （円） 1₈, ₆₃₅
※当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額
（分配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）の運用経過
  （2014年10月15日～2015年 4 月13日）

チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
基準価額の推移

（2014年10月14日～2015年 4 月13日）
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［基準価額の推移］
基準価額は、期首₂₀, ₂₅₀円から期末₂₈, ₆₃₅円となり、前期末比41. 4％
上昇しました。

［ポートフォリオ］
主要投資対象であるチャイナ・エクイティ・マザーファンドを期を通
じて高位に組み入れ、期末の実質的な株式組入比率は₉₆. ₆％としまし
た。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）
の騰落率＋4₆. ₈％を₅. 4％下回りました。

なお、詳細につきましては、後述の「マザーファンドの運用経過」を
ご参照ください。

収益分配金
収益分配金につきましては、分配可能額、基準価額水準等を勘案し、
見送りとさせて頂きました。
なお、留保益につきましては、運用の基本方針に基づき運用を行いま
す。
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チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
  （2014年10月15日～2015年 4 月13日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₇, ₀₅₇円から期末1₀, ₀₀₅円となり、前期末比41. ₈％

上昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
中国株で保有しているポータルサイト大手のTENCENT	HOLDINGS	

LTDや、保険会社のCHINA	LIFE	INSURANCE	CO︲H、銀行のBANK	
OF	CHINA	LTD︲Hが上昇したことが上昇要因となりました。
（下落要因）
中国株で保有している医薬品会社の SIHUAN	PHARMACEUTICAL	

HLDGS や、石油掘削・探査会社のCHINA	OILFIELD	SERVICES︲H、
海洋石油開発会社のCNOOC	LTDが下落したことが下落要因となりま
した。

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2014年10月14日～ 2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの資産構成
  （2015年 4 月13日現在）

市場別資産配分構成

＊純資産総額に対する評価額の割合
（注）	「その他」は中国A株に連動を目指すETF（香港ドル建て）の組み入れ

を表します。

国別資産構成

中国
51. 5%

香港
17. 5%

ケイマン諸島
18. 4%

バミューダ
3. 6%

韓国
3. 1%

シンガポール
1. 8%

台湾
4. 1%

H株
49. 8%

レッドチップ
19. 5%

香港株
18. 2%

台湾株
4. 0%

その他（注）
0. 4%

その他投資対象国
4. 8%

キャッシュ等
3. 4％

＊ポートフォリオ部分に対する評価額の割合

［ポートフォリオ］
香港株、韓国株、台湾株、シンガポール株の各ポートフォリオが出遅
れたため、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数を下回りました。
個別銘柄では、生産の伸びが鈍化して株価が下落した中国の製菓メー
カーのWANT	WANT	HOLDINGS	LIMITEDをアンダーウェイトとし
ていたことがパフォーマンスにプラスに寄与しました。また、中国政府
のシルクロード構想が鉄道の手がかり材料となる中、鉄道車両メーカー
のCSR	CORP	LTD︲Hをオーバーウェイトとしていたこともプラスに寄
与しました。さらに、株価のバリュエーションに対する懸念から食品
メーカーのTINGYI（CAYMAN	ISLANDS）HOLDING	CORPORATION
をアンダーウェイトとしていたこともプラスに寄与しました。
一方、株価が急騰した太陽光発電関連メーカーのHANERGY	THIN	
FILM	POWER	GROUP	LIMITEDをアンダーウェイトとしていたこと
がパフォーマンスにマイナスに作用しました。また、業界内での厳しい
価格競争に直面していることなどを受け、株価が下落した医薬品会社の
SIHUAN	PHARMACEUTICAL	HLDGS をオーバーウェイトとしていた
こともマイナスに作用しました。さらに、中国政府のシルクロード構想
を 材 料 に 株 価 が 急 騰 し た 交 通 イ ン フ ラ 建 設 会 社 のCHINA	
COMMUNICATIONS	CONSTRUCTION	COMPANY	LTD.をアンダー
ウェイトとしていたこともマイナスに作用しました。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）
の騰落率＋4₆. ₈％を₅. ₀％下回りました。
（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・生活必需品、エネルギーをアンダーウェイトとしていたこと
・Ａ株ＥＴＦ（Ａ株指数に連動する上場投資信託）を保有していたこと
＜マイナス要因＞
・	香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅
れたこと
・情報技術、一般消費財・サービスでの銘柄選択
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

引き続き、インフラ関連、電力・ガス、再生エネルギー関連、情報技
術、インターネット関連、ヘルスケアを選好していきます。また、中国
本土と香港の両市場に上場している銘柄も、Ｈ株がＡ株よりもかなり割
安な銘柄が目立つことから、有望と考えています。

香港
セクターでは、観光や、ビジネス、あるいは居住目的で中国から香港

への来訪者が増え続けるとの見方から、不動産関連や銀行株などに注目
しています。香港と上海の証券取引所の相互接続や、人民元の国際化な
どを背景に、アジアの金融センターとしての香港の地位は揺るぎないも
のと考えています。

韓国
台湾とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。韓国株のバ
リュエーションが底打ちした後には、台湾株に追随する動きが期待され
ます。

台湾
韓国とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。相対的には、
台湾は韓国よりもテクノロジー関連の製品などで強みを持っているた
め、米国の景気回復の恩恵をより受けやすいと見ています。

アセアン
アセアンの主要構成国は、国別で明確かつ独自の特色を持つと同時

に、中長期的な経済成長のための共通基盤を今後も維持していくと期待
しています。中国経済に対する楽観的な見方が再び強まった場合には、
各市場に上場している中国関連銘柄の株価も上昇が期待できると考え、
注目していきます。

今後の運用方針
■チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
引き続き、運用の基本方針に従い、マザーファンドへの投資を通じ

て、中国地域の株式を実質的な主要投資対象とし、中国の経済成長から
メリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）にフォーカスして投資
を行うことにより、信託財産の長期的な成長を目指して運用を行いま
す。

■チャイナ・エクイティ・マザーファンド
中国
中国経済の成長モメンタムは今後さらに減速する見通しですが、中国

政府は₂₀1₅年も小規模な景気刺激策を打ち出し、実質経済成長率を安定
的なペースに維持するための微調整を続けることが予想されます。構造
改革を伴った、戦術的な景気刺激策が実施されると短期的にはバランス
の取れた成長を実現できると見ています。

組入上位銘柄

	 （組入銘柄数　106銘柄）
＊純資産総額に対する評価額の割合
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）

銘柄名 国名 種別 業種 比率
1 テンセント・ホールディングス 中国 香港株 ソフトウェア・サービス ₉. ₇％
2 中国移動（チャイナモバイル） 香港 レッドチップ 電気通信サービス ₈. ₅％
3 中国建設銀行 中国 H株 銀行 ₆. 4％
4 中国工商銀行 中国 H株 銀行 ₅. ₈％
5 中国銀行 中国 H株 銀行 ₅. 1％
₆ チャイナ・ライフ 中国 H株 保険 ₃. ₈％
₇ 平安保険 中国 H株 保険 ₃. 1％
₈ CNOOC（中国海洋石油） 香港 レッドチップ エネルギー ₂. ₆％
₉ 中国石油（ペトロチャイナ） 中国 H株 エネルギー ₂. ₆％
10 中国石油化工（シノペック） 中国 H株 エネルギー ₂. 1％

組入上位業種

業種名 比率
1 銀行 ₂1. ₃％
2 電気通信サービス 1₀. ₈％
3 ソフトウェア・サービス 	₉. ₈％
4 保険 	₉. ₆％
5 エネルギー 	₈. ₉％
₆ 資本財 	₅. 1％
₇ 不動産 	₅. 1％
₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器 	4. ₆％
₉ 自動車・自動車部品 	4. 4％
10 公益事業 	4. ₃％
＊純資産総額に対する評価額の割合
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの資産構成
  （2015年 4 月13日現在）

市場別資産配分構成

＊純資産総額に対する評価額の割合
（注）	「その他」は中国A株に連動を目指すETF（香港ドル建て）の組み入れ

を表します。

国別資産構成

中国
51. 5%

香港
17. 5%

ケイマン諸島
18. 4%

バミューダ
3. 6%

韓国
3. 1%

シンガポール
1. 8%

台湾
4. 1%

H株
49. 8%

レッドチップ
19. 5%

香港株
18. 2%

台湾株
4. 0%

その他（注）
0. 4%

その他投資対象国
4. 8%

キャッシュ等
3. 4％

＊ポートフォリオ部分に対する評価額の割合

［ポートフォリオ］
香港株、韓国株、台湾株、シンガポール株の各ポートフォリオが出遅

れたため、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数を下回りました。
個別銘柄では、生産の伸びが鈍化して株価が下落した中国の製菓メー

カーのWANT	WANT	HOLDINGS	LIMITEDをアンダーウェイトとし
ていたことがパフォーマンスにプラスに寄与しました。また、中国政府
のシルクロード構想が鉄道の手がかり材料となる中、鉄道車両メーカー
のCSR	CORP	LTD︲Hをオーバーウェイトとしていたこともプラスに寄
与しました。さらに、株価のバリュエーションに対する懸念から食品
メーカーのTINGYI（CAYMAN	ISLANDS）HOLDING	CORPORATION
をアンダーウェイトとしていたこともプラスに寄与しました。
一方、株価が急騰した太陽光発電関連メーカーのHANERGY	THIN	

FILM	POWER	GROUP	LIMITEDをアンダーウェイトとしていたこと
がパフォーマンスにマイナスに作用しました。また、業界内での厳しい
価格競争に直面していることなどを受け、株価が下落した医薬品会社の
SIHUAN	PHARMACEUTICAL	HLDGS をオーバーウェイトとしていた
こともマイナスに作用しました。さらに、中国政府のシルクロード構想
を 材 料 に 株 価 が 急 騰 し た 交 通 イ ン フ ラ 建 設 会 社 のCHINA	
COMMUNICATIONS	CONSTRUCTION	COMPANY	LTD.をアンダー
ウェイトとしていたこともマイナスに作用しました。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋4₆. ₈％を₅. ₀％下回りました。
（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・生活必需品、エネルギーをアンダーウェイトとしていたこと
・Ａ株ＥＴＦ（Ａ株指数に連動する上場投資信託）を保有していたこと
＜マイナス要因＞
・	香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅
れたこと

・情報技術、一般消費財・サービスでの銘柄選択
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

引き続き、インフラ関連、電力・ガス、再生エネルギー関連、情報技
術、インターネット関連、ヘルスケアを選好していきます。また、中国
本土と香港の両市場に上場している銘柄も、Ｈ株がＡ株よりもかなり割
安な銘柄が目立つことから、有望と考えています。

香港
セクターでは、観光や、ビジネス、あるいは居住目的で中国から香港

への来訪者が増え続けるとの見方から、不動産関連や銀行株などに注目
しています。香港と上海の証券取引所の相互接続や、人民元の国際化な
どを背景に、アジアの金融センターとしての香港の地位は揺るぎないも
のと考えています。

韓国
台湾とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。韓国株のバ
リュエーションが底打ちした後には、台湾株に追随する動きが期待され
ます。

台湾
韓国とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。相対的には、
台湾は韓国よりもテクノロジー関連の製品などで強みを持っているた
め、米国の景気回復の恩恵をより受けやすいと見ています。

アセアン
アセアンの主要構成国は、国別で明確かつ独自の特色を持つと同時

に、中長期的な経済成長のための共通基盤を今後も維持していくと期待
しています。中国経済に対する楽観的な見方が再び強まった場合には、
各市場に上場している中国関連銘柄の株価も上昇が期待できると考え、
注目していきます。

今後の運用方針
■チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）
引き続き、運用の基本方針に従い、マザーファンドへの投資を通じ
て、中国地域の株式を実質的な主要投資対象とし、中国の経済成長から
メリットを受ける有望な投資テーマ（アイデア）にフォーカスして投資
を行うことにより、信託財産の長期的な成長を目指して運用を行いま
す。

■チャイナ・エクイティ・マザーファンド
中国
中国経済の成長モメンタムは今後さらに減速する見通しですが、中国
政府は₂₀1₅年も小規模な景気刺激策を打ち出し、実質経済成長率を安定
的なペースに維持するための微調整を続けることが予想されます。構造
改革を伴った、戦術的な景気刺激策が実施されると短期的にはバランス
の取れた成長を実現できると見ています。

組入上位銘柄

	 （組入銘柄数　106銘柄）
＊純資産総額に対する評価額の割合
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）

銘柄名 国名 種別 業種 比率
1 テンセント・ホールディングス 中国 香港株 ソフトウェア・サービス ₉. ₇％
2 中国移動（チャイナモバイル） 香港 レッドチップ 電気通信サービス ₈. ₅％
3 中国建設銀行 中国 H株 銀行 ₆. 4％
4 中国工商銀行 中国 H株 銀行 ₅. ₈％
5 中国銀行 中国 H株 銀行 ₅. 1％
₆ チャイナ・ライフ 中国 H株 保険 ₃. ₈％
₇ 平安保険 中国 H株 保険 ₃. 1％
₈ CNOOC（中国海洋石油） 香港 レッドチップ エネルギー ₂. ₆％
₉ 中国石油（ペトロチャイナ） 中国 H株 エネルギー ₂. ₆％
10 中国石油化工（シノペック） 中国 H株 エネルギー ₂. 1％

組入上位業種

業種名 比率
1 銀行 ₂1. ₃％
2 電気通信サービス 1₀. ₈％
3 ソフトウェア・サービス 	₉. ₈％
4 保険 	₉. ₆％
5 エネルギー 	₈. ₉％
₆ 資本財 	₅. 1％
₇ 不動産 	₅. 1％
₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器 	4. ₆％
₉ 自動車・自動車部品 	4. 4％
10 公益事業 	4. ₃％
＊純資産総額に対する評価額の割合
＊業種は世界産業分類基準（ＧＩＣＳ）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

項　目
当　期

項目の概要₂₀14年1₀月1₅日～₂₀1₅年 4 月1₃日
金額 比率

信託報酬 1₀₀円 ₀. 41₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は₂4, ₀1₀円です。

（投信会社） （	 ₉4） （	 ₀. ₃₉1） ファンドの運用等の対価
（販売会社） （	 1） （	 ₀. ₀₀₅） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理等の対価
（受託会社） （	 ₅） （	 ₀. ₀₂1） 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価
売買委託手数料 1₂ ₀. ₀₅₀ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 1₂） （	 ₀. ₀4₉） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀1）
有価証券取引税 ₆ ₀. ₀₂₃ 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₆） （	 ₀. ₀₂₃） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
その他費用 ₂₈ ₀. 11₈ その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） （	 ₂₅） （	 ₀. 1₀₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用） （	 1） （	 ₀. ₀₀₆） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （	 1） （	 ₀. ₀₀₆） 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 14₆ ₀. ₆₀₉
＊「比率」欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して1₀₀を乗じたものです。
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
　	なお、売買委託手数料、有価証券取引税及びその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託受益証券が支払った金額のうち、このファン
ドに対応するものを含みます。
＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。

■ 1万口当りの費用明細

■親投資信託受益証券の設定、解約状況
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）
設　　　定 解　　　約

口　数 金　額 口　数 金　額
千口	 千円 千口 千円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド ― ― 1₅, 1₀₅ 1₂, 1₇₈

■親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

項 目 当 期
チャイナ・エクイティ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₅₉₅, 1₈1千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₇₅4, ₀₉₅千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₂1
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

■投資信託財産の構成
₂₀1₅年 4 月1₃日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
チャイナ・エクイティ・マザーファンド ₃₂, 1₇₆ 1₀₀. ₀
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₂, 1₇₆ 1₀₀. ₀
＊	外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算
したものです。

　　　　	1 アメリカ・ドル＝1₂₀. ₂₂円、 1香港・ドル＝1₅. ₅1円、 1シンガポール・
ドル＝₈₈. ₀₀円、 1台湾・ドル＝₃. ₈₅円、1₀₀韓国・ウォン＝1₀. ₉₉円

＊チャイナ・エクイティ・マザーファンド
　　　　	当期末における外貨建資産（₃, ₂1₉, ₂₅4千円）の投資信託財産総額

（₃, ₂₉₉, ₃₇₉千円）に対する比率　₉₇. ₆％

■利害関係人との取引状況等
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

＜チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

＜チャイナ・エクイティ・マザーファンド＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

■組入資産の明細
（₂₀1₅年 4 月1₃日現在）

親投資信託残高
期首（前期末） 当　期　末
口　数 口　数 評価額

千口	 千口	 千円
チャイナ・エクイティ・マザーファンド 4₇, ₂₆₅ ₃₂, 1₆₀ ₃₂, 1₇₆
＊チャイナ・エクイティ・マザーファンド全体の受益権口数は、₃, ₂₈₉, ₆₀₂千口です。

■主要な売買銘柄
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドにおける株式の主要な売買銘柄
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
DONGFENG	MOTOR	GRP	CO	LTD︲H 1₃₂ ₂4, ₀₇₉ 1₈₂ TENCENT	HOLDINGS	LTD 11. ₅ ₂4, ₆1₂ ₂, 14₀
BRILLIANCE	CHINA	AUTOMOTI ₅₂ 11, ₀₂₀ ₂11 FOSUN	INTERNATIONAL 1₀₀ 1₈, ₂₂₇ 1₈₂
SINOPHARM	GROUP	CO︲H ₂₃. ₆ 1₀, 1₅₉ 4₃₀ TAIWAN	SEMICONDUCTOR	MFE ₃₃ 1₇, ₀₇₉ ₅1₇
GCL	POLY	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₃₂4 1₀, ₀1₉ ₃₀ CHINA	MERCHANTS	HLDGS	INT ₃₂ 1₃, ₈₉1 4₃4
LENOVO	GROUP	LTD ₆₂ ₉, ₆₈1 1₅₆ CHINA	PETROLEUM	&	CHEMICAL︲H 1₃₆ 1₂, ₇₆₆ ₉₃
AVICHINA	INDUSTRY	&	TECH︲H 11₆ ₉, ₃1₆ ₈₀ SHANGHAI	INDUSTRIAL	HLDG ₃₆ 1₂, ₆₀₂ ₃₅₀
BANK	OF	COMMUNICATIONS	CO︲H ₉₀ ₉, 14₇ 1₀1 CITIC	SECURITIES	CO	LTD︲H ₃₃ 11, 1₈₉ ₃₃₉
CHINA	BLUECHEMICAL	LTD	︲	H 1₉₂ ₈, 41₀ 4₃ COSCO	PACIFIC	LIMITED ₆₂ 1₀, ₃4₅ 1₆₆
COMBA	TELECOM	SYSTEMS	HOLDIN ₂₃₀ ₈, 1₅₅ ₃₅ GEELY	AUTOMOBILE	HOLDINGS	LTD 1₇₀ 1₀, ₃1₆ ₆₀
WASION	GROUP	HOLDINGS	LTD ₆₀ ₇, 1₀₇ 11₈ LONGFOR	PROPERTIES ₆4. ₅ 1₀, ₂₇₇ 1₅₉
＊金額は受渡し代金
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

項　目
当　期

項目の概要₂₀14年1₀月1₅日～₂₀1₅年 4 月1₃日
金額 比率

信託報酬 1₀₀円 ₀. 41₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は₂4, ₀1₀円です。

（投信会社） （	 ₉4） （	 ₀. ₃₉1） ファンドの運用等の対価
（販売会社） （	 1） （	 ₀. ₀₀₅） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理等の対価
（受託会社） （	 ₅） （	 ₀. ₀₂1） 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価
売買委託手数料 1₂ ₀. ₀₅₀ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 1₂） （	 ₀. ₀4₉） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀1）
有価証券取引税 ₆ ₀. ₀₂₃ 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₆） （	 ₀. ₀₂₃） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
その他費用 ₂₈ ₀. 11₈ その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） （	 ₂₅） （	 ₀. 1₀₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用） （	 1） （	 ₀. ₀₀₆） 監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （	 1） （	 ₀. ₀₀₆） 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 14₆ ₀. ₆₀₉
＊「比率」欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して1₀₀を乗じたものです。
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
　	なお、売買委託手数料、有価証券取引税及びその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託受益証券が支払った金額のうち、このファン
ドに対応するものを含みます。

＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。

■ 1万口当りの費用明細

■親投資信託受益証券の設定、解約状況
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）
設　　　定 解　　　約

口　数 金　額 口　数 金　額
千口	 千円 千口 千円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド ― ― 1₅, 1₀₅ 1₂, 1₇₈

■親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

項 目 当 期
チャイナ・エクイティ・マザーファンド

（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₅₉₅, 1₈1千円

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₇₅4, ₀₉₅千円

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₂1
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均
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■投資信託財産の構成
₂₀1₅年 4 月1₃日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
チャイナ・エクイティ・マザーファンド ₃₂, 1₇₆ 1₀₀. ₀
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₂, 1₇₆ 1₀₀. ₀
＊	外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算
したものです。
　　　　	1 アメリカ・ドル＝1₂₀. ₂₂円、 1香港・ドル＝1₅. ₅1円、 1シンガポール・

ドル＝₈₈. ₀₀円、 1台湾・ドル＝₃. ₈₅円、1₀₀韓国・ウォン＝1₀. ₉₉円
＊チャイナ・エクイティ・マザーファンド
　　　　	当期末における外貨建資産（₃, ₂1₉, ₂₅4千円）の投資信託財産総額

（₃, ₂₉₉, ₃₇₉千円）に対する比率　₉₇. ₆％

■利害関係人との取引状況等
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

＜チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

＜チャイナ・エクイティ・マザーファンド＞
　利害関係人との取引状況
　　　当期における利害関係人との取引はありません。

■組入資産の明細
（₂₀1₅年 4 月1₃日現在）

親投資信託残高
期首（前期末） 当　期　末
口　数 口　数 評価額

千口	 千口	 千円
チャイナ・エクイティ・マザーファンド 4₇, ₂₆₅ ₃₂, 1₆₀ ₃₂, 1₇₆
＊チャイナ・エクイティ・マザーファンド全体の受益権口数は、₃, ₂₈₉, ₆₀₂千口です。

■主要な売買銘柄
（₂₀14年1₀月1₅日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

チャイナ・エクイティ・マザーファンドにおける株式の主要な売買銘柄
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
DONGFENG	MOTOR	GRP	CO	LTD︲H 1₃₂ ₂4, ₀₇₉ 1₈₂ TENCENT	HOLDINGS	LTD 11. ₅ ₂4, ₆1₂ ₂, 14₀
BRILLIANCE	CHINA	AUTOMOTI ₅₂ 11, ₀₂₀ ₂11 FOSUN	INTERNATIONAL 1₀₀ 1₈, ₂₂₇ 1₈₂
SINOPHARM	GROUP	CO︲H ₂₃. ₆ 1₀, 1₅₉ 4₃₀ TAIWAN	SEMICONDUCTOR	MFE ₃₃ 1₇, ₀₇₉ ₅1₇
GCL	POLY	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₃₂4 1₀, ₀1₉ ₃₀ CHINA	MERCHANTS	HLDGS	INT ₃₂ 1₃, ₈₉1 4₃4
LENOVO	GROUP	LTD ₆₂ ₉, ₆₈1 1₅₆ CHINA	PETROLEUM	&	CHEMICAL︲H 1₃₆ 1₂, ₇₆₆ ₉₃
AVICHINA	INDUSTRY	&	TECH︲H 11₆ ₉, ₃1₆ ₈₀ SHANGHAI	INDUSTRIAL	HLDG ₃₆ 1₂, ₆₀₂ ₃₅₀
BANK	OF	COMMUNICATIONS	CO︲H ₉₀ ₉, 14₇ 1₀1 CITIC	SECURITIES	CO	LTD︲H ₃₃ 11, 1₈₉ ₃₃₉
CHINA	BLUECHEMICAL	LTD	︲	H 1₉₂ ₈, 41₀ 4₃ COSCO	PACIFIC	LIMITED ₆₂ 1₀, ₃4₅ 1₆₆
COMBA	TELECOM	SYSTEMS	HOLDIN ₂₃₀ ₈, 1₅₅ ₃₅ GEELY	AUTOMOBILE	HOLDINGS	LTD 1₇₀ 1₀, ₃1₆ ₆₀
WASION	GROUP	HOLDINGS	LTD ₆₀ ₇, 1₀₇ 11₈ LONGFOR	PROPERTIES ₆4. ₅ 1₀, ₂₇₇ 1₅₉
＊金額は受渡し代金
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

＊元本状況
期首元本額 1₆, ₃₈4, ₀₇4円
期中追加設定元本額 ₀円
期中一部解約元本額 ₅, 1₉₃, ₈₀₈円

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（₂₀1₅年 4 月1₃日）現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資　　　　　産 32， 1₇₆， 5₈2円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド（評価額） ₃₂, 1₇₆, ₅₈₂
（Ｂ）負　　　　　債 132， ₉₉3

未 払 信 託 報 酬 1₃1, ₀₇₆
そ の 他 未 払 費 用 1, ₉1₇

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 32， 043， 5₈₉
元 本 11, 1₉₀, ₂₆₆
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₀, ₈₅₃, ₃₂₃

（Ｄ）受益権総口数 11， 1₉0， 2₆₆口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 2₈， ₆35円

■損益の状況
自₂₀14年1₀月1₅日
至₂₀1₅年 4 月1₃日

項 目 当 期
（Ａ）有価証券売買損益 ₉， 51₆， 5₉₆円

売 買 益 1₀, ₈₃4, ₆₆₈
売 買 損 △	 1, ₃1₈, ₀₇₂

（Ｂ）信 託 報 酬 等 △  132， ₉₉3
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） ₉， 3₈3， ₆03
（Ｄ）前期繰越損益金 4， ₇₉₈， ₉55
（Ｅ）追加信託差損益金 ₆， ₆₇0， ₇₆5

（配 当 等 相 当 額） （	 4, ₆₉₆, ₈₇₅）
（売 買 損 益 相 当 額） （	 1, ₉₇₃, ₈₉₀）

（Ｆ）　　　計　　　 （Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 20， ₈53， 323
次期繰越損益金（Ｆ） 20， ₈53， 323
追 加 信 託 差 損 益 金 ₆, ₆₇₀, ₇₆₅
（配 当 等 相 当 額） （	 4, ₆₉₆, ₈₇₅）
（売 買 損 益 相 当 額） （	 1, ₉₇₃, ₈₉₀）
分 配 準 備 積 立 金 14, 1₈₂, ₅₅₈

＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊信託報酬等には、消費税等相当額を含めて表示しております。
＊	追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失
として、上回る額は利益として処理されます。
＊	当期中において、親投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委
託するために要する費用として、信託報酬の中から支弁している額は₅₇, ₀₀₀円で
す。

＜分配金の計算過程＞
信託約款に基づき計算した収益分配可能額及び収益分配金の計算
過程は以下のとおりです。
（Ａ）配当等収益（費用控除後） ₂₀, 44₈円
（Ｂ）	有価証券売買等損益	

（費用控除後、繰越欠損金補填後） ₉, ₃₆₃, 1₅₅

（Ｃ）収益調整金 ₆, ₆₇₀, ₇₆₅
（Ｄ）分配準備積立金 4, ₇₉₈, ₉₅₅
分 配 可 能 額（Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ） ₂₀, ₈₅₃, ₃₂₃
（ 1 万 口 当 り 分 配 可 能 額） （	 1₈, ₆₃₅. ₂₃）
収 益 分 配 金 ₀
（ 1 万 口 当 り 収 益 分 配 金） （	 ₀）

＜お知らせ＞
　平成₂₆年1₂月 1 日付の改正投資信託法施行に伴い、投資信託約款において以下の対応を行いました。（₂₀14年1₂月 1 日付）
・	投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める運用報告書の交付に代えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供し得る
ための所要の変更を行いました。
・書面決議手続きの緩和に関する所要の変更を行いました。
・デリバティブ取引に係るリスク管理方法の記載を行いました。
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

中国
当期の前半は、米国の一部経済指標が軟調だったことを背景に、米国

での利上げ先送り観測が強まり、アジア地域の株式が買い戻される局面
が見られました。さらに、₂₀14年 4 月半ばに香港と上海の両取引所の相
互接続の計画が発表されたことを受け、中国と香港の市場は流動性主導
の上昇相場となりました。当期の後半には、中国の成長減速への懸念
や、米国での量的緩和策の終了および早期利上げ観測にもかかわらず、
中国株式市場は急騰しました。11月1₇日に開始された取引所の相互接続
に対する期待感などを受けＨ株指数が上昇し、Ａ株（中国本土で上場さ
れている中国株）が₂₀1₅年中にもＭＳＣＩやＦＴＳＥの指数に採用され
る可能性があるとの思惑も相場を押し上げました。その後も、中国人民
銀行（ＰＢＯＣ）による利下げや、中国政府による巨額のインフラ投資
プロジェクトの追加承認などを背景に、強気の相場が続きました。さら
に、 ₃月末より中国本土のファンドが取引所相互接続の仕組みを通じＨ
株への直接投資が容易になったことから、香港市場の流動性が高まり、
中国本土と香港の両市場に上場している割安銘柄を中心に上昇が目立ち
ました。

香港
香港株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。マカオのカジノ関連銘柄の下落が目立ちました。

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
運用報告書　決算日：2015年 4 月13日

（第 8期：2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

■最近 5期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純資産
総 額期　中

騰落率 （参考指数） 期　中騰落率
円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

第 4期（₂₀11年 4 月11日） ₆, ₀₇4 △	 ₀. 1 ₅, ₉₅₇ △	 ₃. ₆ ₉4. 4 ― ₂. ₀ ₅, ₉₉₉
第 ₅ 期（₂₀1₂年 4 月11日） 4, ₆₈₉ △	₂₂. ₈ 4, ₆₂₇ △	₂₂. ₃ ₉₅. 1 ― 1. 1 ₃, ₂₆₇
第 ₆ 期（₂₀1₃年 4 月11日） ₅, ₉₆4 ₂₇. ₂ ₅, ₈4₅ ₂₆. ₃ ₉4. ₈ ― 1. ₃ ₃, ₃₆1
第 ₇ 期（₂₀14年 4 月11日） ₆, ₅₂₅ ₉. 4 ₆, ₂1₈ ₆. 4 ₉4. ₃ ― 1. 1 ₂, ₆4₂
第 ₈ 期（₂₀1₅年 4 月1₃日） 1₀, ₀₀₅ ₅₃. ₃ ₉, ₆1₂ ₅4. ₆ ₉₆. ₂ ― ₀. 4 ₃, ₂₉1
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を1₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀14年 4 月11日 ₆, ₅₂₅ ― ₆, ₂1₈ ― ₉4. ₃ ― 1. 1

4 月末 ₆, ₃₀1 △	 ₃. 4 ₅, ₉₅₆ △	 4. ₂ ₉₅. ₈ ― 1. 1
₅ 月末 ₆, 44₇ △	 1. ₂ ₆, ₀₆₅ △	 ₂. ₅ ₉₅. ₅ ― 1. 1
₆ 月末 ₆, ₆1₃ 1. ₃ ₆, 1₅₀ △	 1. 1 ₉4. ₅ ― 1. 1
₇ 月末 ₇, ₂₀₃ 1₀. 4 ₆, ₇1₇ ₈. ₀ ₉₅. 1 ― 1. ₀
₈ 月末 ₇, ₂₇₆ 11. ₅ ₆, ₇₆₆ ₈. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. ₉
₉ 月末 ₇, ₃₀₅ 1₂. ₀ ₆, ₇₆₅ ₈. ₈ ₉₅. ₈ ― ₀. ₈
1₀月末 ₇, 4₀₈ 1₃. ₅ ₆, ₈₆₃ 1₀. 4 ₉₆. ₂ ― ₀. ₇
11月末 ₈, 1₈4 ₂₅. 4 ₇, ₆1₀ ₂₂. 4 ₉₆. ₅ ― ₀. ₆
1₂月末 ₈, 4₂₃ ₂₉. 1 ₇, ₈₈₀ ₂₆. ₇ ₉₆. ₈ ― ₀. 4

₂₀1₅年 1 月末 ₈, 4₉₇ ₃₀. ₂ ₇, ₉4₅ ₂₇. ₈ ₉₇. 1 ― ₀. 4
₂ 月末 ₈, ₈1₀ ₃₅. ₀ ₈, ₂₆₃ ₃₂. ₉ ₉₇. 1 ― ₀. 4
₃ 月末 ₈, ₉₃4 ₃₆. ₉ ₈, 441 ₃₅. ₇ ₉₆. ₇ ― ₀. 4

（期末）₂₀1₅年 4 月1₃日 1₀, ₀₀₅ ₅₃. ₃ ₉, ₆1₂ ₅4. ₆ ₉₆. ₂ ― ₀. 4
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊株式組入比率には、新株予約権証券の組入比率が含まれています。

投資市場環境（2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2014年 4 月11日～2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

＊元本状況
期首元本額 1₆, ₃₈4, ₀₇4円
期中追加設定元本額 ₀円
期中一部解約元本額 ₅, 1₉₃, ₈₀₈円

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（₂₀1₅年 4 月1₃日）現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資　　　　　産 32， 1₇₆， 5₈2円

チャイナ・エクイティ・マザーファンド（評価額） ₃₂, 1₇₆, ₅₈₂
（Ｂ）負　　　　　債 132， ₉₉3

未 払 信 託 報 酬 1₃1, ₀₇₆
そ の 他 未 払 費 用 1, ₉1₇

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 32， 043， 5₈₉
元 本 11, 1₉₀, ₂₆₆
次 期 繰 越 損 益 金 ₂₀, ₈₅₃, ₃₂₃

（Ｄ）受益権総口数 11， 1₉0， 2₆₆口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 2₈， ₆35円

■損益の状況
自₂₀14年1₀月1₅日
至₂₀1₅年 4 月1₃日

項 目 当 期
（Ａ）有価証券売買損益 ₉， 51₆， 5₉₆円

売 買 益 1₀, ₈₃4, ₆₆₈
売 買 損 △	 1, ₃1₈, ₀₇₂

（Ｂ）信 託 報 酬 等 △  132， ₉₉3
（Ｃ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） ₉， 3₈3， ₆03
（Ｄ）前期繰越損益金 4， ₇₉₈， ₉55
（Ｅ）追加信託差損益金 ₆， ₆₇0， ₇₆5

（配 当 等 相 当 額） （	 4, ₆₉₆, ₈₇₅）
（売 買 損 益 相 当 額） （	 1, ₉₇₃, ₈₉₀）

（Ｆ）　　　計　　　 （Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 20， ₈53， 323
次期繰越損益金（Ｆ） 20， ₈53， 323
追 加 信 託 差 損 益 金 ₆, ₆₇₀, ₇₆₅
（配 当 等 相 当 額） （	 4, ₆₉₆, ₈₇₅）
（売 買 損 益 相 当 額） （	 1, ₉₇₃, ₈₉₀）
分 配 準 備 積 立 金 14, 1₈₂, ₅₅₈

＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊信託報酬等には、消費税等相当額を含めて表示しております。
＊	追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失
として、上回る額は利益として処理されます。

＊	当期中において、親投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委
託するために要する費用として、信託報酬の中から支弁している額は₅₇, ₀₀₀円で
す。

＜分配金の計算過程＞
信託約款に基づき計算した収益分配可能額及び収益分配金の計算
過程は以下のとおりです。
（Ａ）配当等収益（費用控除後） ₂₀, 44₈円
（Ｂ）	有価証券売買等損益	

（費用控除後、繰越欠損金補填後） ₉, ₃₆₃, 1₅₅

（Ｃ）収益調整金 ₆, ₆₇₀, ₇₆₅
（Ｄ）分配準備積立金 4, ₇₉₈, ₉₅₅
分 配 可 能 額（Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ） ₂₀, ₈₅₃, ₃₂₃
（ 1 万 口 当 り 分 配 可 能 額） （	 1₈, ₆₃₅. ₂₃）
収 益 分 配 金 ₀
（ 1 万 口 当 り 収 益 分 配 金） （	 ₀）

＜お知らせ＞
　平成₂₆年1₂月 1 日付の改正投資信託法施行に伴い、投資信託約款において以下の対応を行いました。（₂₀14年1₂月 1 日付）
・	投資信託及び投資法人に関する法律第14条第 1項に定める運用報告書の交付に代えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供し得る
ための所要の変更を行いました。

・書面決議手続きの緩和に関する所要の変更を行いました。
・デリバティブ取引に係るリスク管理方法の記載を行いました。
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

中国
当期の前半は、米国の一部経済指標が軟調だったことを背景に、米国

での利上げ先送り観測が強まり、アジア地域の株式が買い戻される局面
が見られました。さらに、₂₀14年 4 月半ばに香港と上海の両取引所の相
互接続の計画が発表されたことを受け、中国と香港の市場は流動性主導
の上昇相場となりました。当期の後半には、中国の成長減速への懸念
や、米国での量的緩和策の終了および早期利上げ観測にもかかわらず、
中国株式市場は急騰しました。11月1₇日に開始された取引所の相互接続
に対する期待感などを受けＨ株指数が上昇し、Ａ株（中国本土で上場さ
れている中国株）が₂₀1₅年中にもＭＳＣＩやＦＴＳＥの指数に採用され
る可能性があるとの思惑も相場を押し上げました。その後も、中国人民
銀行（ＰＢＯＣ）による利下げや、中国政府による巨額のインフラ投資
プロジェクトの追加承認などを背景に、強気の相場が続きました。さら
に、 ₃月末より中国本土のファンドが取引所相互接続の仕組みを通じＨ
株への直接投資が容易になったことから、香港市場の流動性が高まり、
中国本土と香港の両市場に上場している割安銘柄を中心に上昇が目立ち
ました。

香港
香港株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。マカオのカジノ関連銘柄の下落が目立ちました。

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
運用報告書　決算日：2015年 4 月13日

（第 8期：2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

■最近 5期の運用実績

決　算　期
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株 式
組 入
比 率

株 式
先 物
組 入
比 率

投資信
託証券
組 入
比 率

純資産
総 額期　中

騰落率 （参考指数） 期　中騰落率
円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

第 4期（₂₀11年 4 月11日） ₆, ₀₇4 △	 ₀. 1 ₅, ₉₅₇ △	 ₃. ₆ ₉4. 4 ― ₂. ₀ ₅, ₉₉₉
第 ₅ 期（₂₀1₂年 4 月11日） 4, ₆₈₉ △	₂₂. ₈ 4, ₆₂₇ △	₂₂. ₃ ₉₅. 1 ― 1. 1 ₃, ₂₆₇
第 ₆ 期（₂₀1₃年 4 月11日） ₅, ₉₆4 ₂₇. ₂ ₅, ₈4₅ ₂₆. ₃ ₉4. ₈ ― 1. ₃ ₃, ₃₆1
第 ₇ 期（₂₀14年 4 月11日） ₆, ₅₂₅ ₉. 4 ₆, ₂1₈ ₆. 4 ₉4. ₃ ― 1. 1 ₂, ₆4₂
第 ₈ 期（₂₀1₅年 4 月1₃日） 1₀, ₀₀₅ ₅₃. ₃ ₉, ₆1₂ ₅4. ₆ ₉₆. ₂ ― ₀. 4 ₃, ₂₉1
ＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）とは、ＭＳＣＩチャイナ指数（米ドルベース）を
委託者が円換算し、設定日を1₀, ₀₀₀として指数化したものです。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率

■当期中の基準価額と市況等の推移

年　月　日
基準価額 MSCI チャイナ指数

（円換算） 株　式
組　入
比　率

株　式
先　物
組　入
比　率

投資信
託証券
組　入
比　率騰落率 （参考指数） 騰落率

円 ％ ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀14年 4 月11日 ₆, ₅₂₅ ― ₆, ₂1₈ ― ₉4. ₃ ― 1. 1

4 月末 ₆, ₃₀1 △	 ₃. 4 ₅, ₉₅₆ △	 4. ₂ ₉₅. ₈ ― 1. 1
₅ 月末 ₆, 44₇ △	 1. ₂ ₆, ₀₆₅ △	 ₂. ₅ ₉₅. ₅ ― 1. 1
₆ 月末 ₆, ₆1₃ 1. ₃ ₆, 1₅₀ △	 1. 1 ₉4. ₅ ― 1. 1
₇ 月末 ₇, ₂₀₃ 1₀. 4 ₆, ₇1₇ ₈. ₀ ₉₅. 1 ― 1. ₀
₈ 月末 ₇, ₂₇₆ 11. ₅ ₆, ₇₆₆ ₈. ₈ ₉₆. ₆ ― ₀. ₉
₉ 月末 ₇, ₃₀₅ 1₂. ₀ ₆, ₇₆₅ ₈. ₈ ₉₅. ₈ ― ₀. ₈
1₀月末 ₇, 4₀₈ 1₃. ₅ ₆, ₈₆₃ 1₀. 4 ₉₆. ₂ ― ₀. ₇
11月末 ₈, 1₈4 ₂₅. 4 ₇, ₆1₀ ₂₂. 4 ₉₆. ₅ ― ₀. ₆
1₂月末 ₈, 4₂₃ ₂₉. 1 ₇, ₈₈₀ ₂₆. ₇ ₉₆. ₈ ― ₀. 4

₂₀1₅年 1 月末 ₈, 4₉₇ ₃₀. ₂ ₇, ₉4₅ ₂₇. ₈ ₉₇. 1 ― ₀. 4
₂ 月末 ₈, ₈1₀ ₃₅. ₀ ₈, ₂₆₃ ₃₂. ₉ ₉₇. 1 ― ₀. 4
₃ 月末 ₈, ₉₃4 ₃₆. ₉ ₈, 441 ₃₅. ₇ ₉₆. ₇ ― ₀. 4

（期末）₂₀1₅年 4 月1₃日 1₀, ₀₀₅ ₅₃. ₃ ₉, ₆1₂ ₅4. ₆ ₉₆. ₂ ― ₀. 4
＊騰落率は期首比です。
＊先物組入比率は、買建比率－売建比率
＊株式組入比率には、新株予約権証券の組入比率が含まれています。

投資市場環境（2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

MSCI チャイナ指数の推移
（2014年 4 月11日～2015年 4 月13日）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

韓国
韓国株式市場は下落し、中国株式市場をアンダーパフォームしまし
た。

台湾
台湾株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム
しました。

アセアン
アセアン諸国の主要市場では、シンガポール株式市場の上昇が小幅に
とどまるなど、中国株式市場をアンダーパフォームしました。

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
  （2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2014年 4 月11日～2015年 4 月13日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₆, ₅₂₅円から期末1₀, ₀₀₅円となり、前期末比₅₃. ₃％

上昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
・	中国株で保有しているポータルサイト大手のTENCENT	HOLDINGS	
LTDや、携帯電話会社のCHINA	MOBILE	LTD、銀行のCHINA	
CONSTRUCTION	BANK︲Hが上昇したこと

（下落要因）
・	韓国の自動車メーカーのHYUNDAI	MOTOR	CO	LTDや、百貨店の
SHINSEGAE	CO	LTD、中国の	CHINA	OILFIELD	SERVICES︲H が
下落したこと

［ポートフォリオ］
香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅

れたため、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数を下回りました。
個別銘柄では、中国の製菓メーカーのWANT	WANT	HOLDINGS	

LIMITEDや、 食 品 メ ー カ ー のTINGYI（CAYMAN	ISLANDS）
HOLDING	CORPORATION、乳製品メーカーのCHINA	MENGNIU	
DAIRY	CO.,	LTD.をアンダーウェイトとしていたことがプラスに寄与
しました。また、中国の太陽光発電関連メーカーのHANERGY	THIN	
FILM	POWER	GROUP	LIMITEDのアンダーウェイト、韓国の自動車
メーカーのHYUNDAI	MOTOR	CO	LTDをオーバーウェイトとしてい
たこと、中国の交通インフラ建設会社のCHINA	COMMUNICATIONS	
CONSTRUCTION	COMPANY	LTD.をアンダーウェイトとしていたこ
となどがマイナスに作用しました。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）

の騰落率＋₅4. ₆％を1. ₃％下回りました。
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

韓国
台湾とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。韓国株のバ
リュエーションが底打ちした後には、台湾株に追随する動きが期待され
ます。

台湾
韓国とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。相対的には、
台湾は韓国よりもテクノロジー関連の製品などで強みを持っているた
め、米国の景気回復の恩恵をより受けやすいと見ています。

アセアン
アセアンの主要構成国は、国別で明確かつ独自の特色を持つと同時

に、中長期的な経済成長のための共通基盤を今後も維持していくと期待
しています。中国経済に対する楽観的な見方が再び強まった場合には、
各市場に上場している中国関連銘柄の株価も上昇が期待できると考え、
注目していきます。

（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・生活必需品、エネルギーをアンダーウェイトとしていたこと
・Ａ株ＥＴＦ（Ａ株指数に連動する上場投資信託）を保有していたこと
＜マイナス要因＞
・	香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅
れたこと

・情報技術、一般消費財・サービスでの銘柄選択

今後の運用方針
中国
中国経済の成長モメンタムは今後さらに減速する見通しですが、中国

政府は₂₀1₅年も小規模な景気刺激策を打ち出し、実質経済成長率を安定
的なペースに維持するための微調整を続けることが予想されます。構造
改革を伴った、戦術的な景気刺激策が実施されると短期的にはバランス
の取れた成長を実現できると見ています。
引き続き、インフラ関連、電力・ガス、再生エネルギー関連、情報技

術、インターネット関連、ヘルスケアを選好していきます。また、中国
本土と香港の両市場に上場している銘柄も、Ｈ株がＡ株よりもかなり割
安な銘柄が目立つことから、有望と考えています。

香港
セクターでは、観光や、ビジネス、あるいは居住目的で中国から香港

への来訪者が増え続けるとの見方から、不動産関連や銀行株などに注目
しています。香港と上海の証券取引所の相互接続や、人民元の国際化な
どを背景に、アジアの金融センターとしての香港の地位は揺るぎないも
のと考えています。

■ 1万口当りの費用明細

項　目
当　期

項目の概要₂₀14年 4 月1₂日～₂₀1₅年 4 月1₃日
金額 比率

売買委託手数料 ₇円 ₀. ₀₉₂％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₇） （	 ₀. ₀₈₉） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
（新株予約権証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₂）
有価証券取引税 ₃ ₀. ₀4₂ 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₃） （	 ₀. ₀4₂） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金
（新株予約権証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
その他費用 1₈ ₀. ₂₃4 その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） （	 1₇） （	 ₀. ₂₂₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（その他） （	 1） （	 ₀. ₀₀₉） 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 ₂₈ ₀. ₃₆₇
期中の平均基準価額は₇, ₆1₇円です。
＊「比率」欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して1₀₀を乗じたものです。
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

韓国
韓国株式市場は下落し、中国株式市場をアンダーパフォームしまし

た。

台湾
台湾株式市場は上昇しましたが、中国株式市場をアンダーパフォーム

しました。

アセアン
アセアン諸国の主要市場では、シンガポール株式市場の上昇が小幅に

とどまるなど、中国株式市場をアンダーパフォームしました。

チャイナ・エクイティ・マザーファンドの運用経過
  （2014年 4 月12日～2015年 4 月13日）

チャイナ・エクイティ・マザーファンド
基準価額の推移

（2014年 4 月11日～2015年 4 月13日）

［基準価額の推移］
基準価額は、期首₆, ₅₂₅円から期末1₀, ₀₀₅円となり、前期末比₅₃. ₃％

上昇しました。

［基準価額の主な変動要因］
（上昇要因）
・	中国株で保有しているポータルサイト大手のTENCENT	HOLDINGS	
LTDや、携帯電話会社のCHINA	MOBILE	LTD、銀行のCHINA	
CONSTRUCTION	BANK︲Hが上昇したこと

（下落要因）
・	韓国の自動車メーカーのHYUNDAI	MOTOR	CO	LTDや、百貨店の
SHINSEGAE	CO	LTD、中国の	CHINA	OILFIELD	SERVICES︲H が
下落したこと

［ポートフォリオ］
香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅
れたため、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数を下回りました。
個別銘柄では、中国の製菓メーカーのWANT	WANT	HOLDINGS	
LIMITEDや、 食 品 メ ー カ ー のTINGYI（CAYMAN	ISLANDS）
HOLDING	CORPORATION、乳製品メーカーのCHINA	MENGNIU	
DAIRY	CO.,	LTD.をアンダーウェイトとしていたことがプラスに寄与
しました。また、中国の太陽光発電関連メーカーのHANERGY	THIN	
FILM	POWER	GROUP	LIMITEDのアンダーウェイト、韓国の自動車
メーカーのHYUNDAI	MOTOR	CO	LTDをオーバーウェイトとしてい
たこと、中国の交通インフラ建設会社のCHINA	COMMUNICATIONS	
CONSTRUCTION	COMPANY	LTD.をアンダーウェイトとしていたこ
となどがマイナスに作用しました。

［参考指数との比較］
基準価額の騰落率は、参考指数であるＭＳＣＩチャイナ指数（円換算）
の騰落率＋₅4. ₆％を1. ₃％下回りました。

11, 000
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9, 000

8, 000

7, 000

6, 000

5, 000
2014. 4. 11 2014. 7. 11 2014. 10. 11 2015. 1. 11

（円）
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

韓国
台湾とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。韓国株のバ
リュエーションが底打ちした後には、台湾株に追随する動きが期待され
ます。

台湾
韓国とならび、輸出依存度が高い企業が多く、米国や欧州などの景気

回復に対する感応度が高い市場として強気に見ています。相対的には、
台湾は韓国よりもテクノロジー関連の製品などで強みを持っているた
め、米国の景気回復の恩恵をより受けやすいと見ています。

アセアン
アセアンの主要構成国は、国別で明確かつ独自の特色を持つと同時

に、中長期的な経済成長のための共通基盤を今後も維持していくと期待
しています。中国経済に対する楽観的な見方が再び強まった場合には、
各市場に上場している中国関連銘柄の株価も上昇が期待できると考え、
注目していきます。

（主な差異の要因）
＜プラス要因＞
・生活必需品、エネルギーをアンダーウェイトとしていたこと
・Ａ株ＥＴＦ（Ａ株指数に連動する上場投資信託）を保有していたこと
＜マイナス要因＞
・	香港株、シンガポール株、台湾株、韓国株の各ポートフォリオが出遅
れたこと
・情報技術、一般消費財・サービスでの銘柄選択

今後の運用方針
中国
中国経済の成長モメンタムは今後さらに減速する見通しですが、中国
政府は₂₀1₅年も小規模な景気刺激策を打ち出し、実質経済成長率を安定
的なペースに維持するための微調整を続けることが予想されます。構造
改革を伴った、戦術的な景気刺激策が実施されると短期的にはバランス
の取れた成長を実現できると見ています。
引き続き、インフラ関連、電力・ガス、再生エネルギー関連、情報技
術、インターネット関連、ヘルスケアを選好していきます。また、中国
本土と香港の両市場に上場している銘柄も、Ｈ株がＡ株よりもかなり割
安な銘柄が目立つことから、有望と考えています。

香港
セクターでは、観光や、ビジネス、あるいは居住目的で中国から香港
への来訪者が増え続けるとの見方から、不動産関連や銀行株などに注目
しています。香港と上海の証券取引所の相互接続や、人民元の国際化な
どを背景に、アジアの金融センターとしての香港の地位は揺るぎないも
のと考えています。

■ 1万口当りの費用明細

項　目
当　期

項目の概要₂₀14年 4 月1₂日～₂₀1₅年 4 月1₃日
金額 比率

売買委託手数料 ₇円 ₀. ₀₉₂％ 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₇） （	 ₀. ₀₈₉） 有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料
（新株予約権証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₂）
有価証券取引税 ₃ ₀. ₀4₂ 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
（株式） （	 ₃） （	 ₀. ₀4₂） 有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金
（新株予約権証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
（投資信託証券）（	 ₀） （	 ₀. ₀₀₀）
その他費用 1₈ ₀. ₂₃4 その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） （	 1₇） （	 ₀. ₂₂₅） 海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用
（その他） （	 1） （	 ₀. ₀₀₉） 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等

合計 ₂₈ ₀. ₃₆₇
期中の平均基準価額は₇, ₆1₇円です。
＊「比率」欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して1₀₀を乗じたものです。
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
＊各項目ごとに円未満は四捨五入しています。
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

投資信託証券
買　　　　　付 売　　　　　付

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

外
国

ISHARES	FTSE	A₅₀	
C H I N A 	 I N D E X

口 千香港・ドル 口 千香港・ドル

― ― 1₈₇, ₆₀₀ 1, ₈₆₉

＊金額は受渡し代金

新株予約権証券
買　　　　　付 売　　　　　付

証 券 数 金　　額 証 券 数 金　　額

外
国 香 港

証券 千香港・ドル 証券 千香港・ドル
― ― ₅₀₀ ₈

（	 ₅₀₀）（	 ₂）
＊金額は受渡し代金
＊	（　）内は増資割当、株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数
字には含まれていません。

■売買及び取引の状況
（₂₀14年 4 月1₂日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

株　　式
買　　　　　付 売　　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外

　
　国

香 港
株 千香港・ドル 株 千香港・ドル

₂, ₆4₉, ₆₀₀ 1₈, ₇₉₀ ₆, ₃₂₈, ₀₀₀ 4₈, ₉₇₇
（	 41₇, ₉₀₀）（△	 ₂1）

シンガポール
株 千シンガポール・ドル 株 千シンガポール・ドル

₂₈, ₇₀₀ ₇₃ 1₈₀, ₀₀₀ ₇1

台 湾
株 千台湾・ドル 株 千台湾・ドル

₂₈, ₀₀₀ 1, ₅4₆ ₇₃, ₀₀₀ ₆, ₀₆₆
（	 ₂₃, ₂4₉）（△	 4₂）

韓 国 株 千韓国・ウォン 株 千韓国・ウォン
― ― 1₅ ₂₂, ₀₅₀

＊金額は受渡し代金
＊	（　）内は増資割当、株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数
字には含まれていません。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀14年 4 月1₂日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 1, ₀₂₀, ₉₃₀千円
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₆₂₀, ₉₇₉千円
（ｃ）売 買 高 比 率	（ａ）／（ｂ） ₀. ₃₈
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA	RAILWAYS	CONSTRUCTIO︲H 4₀₀ 4₀₀ ₅₉₉ ₉, ₂₉₃ 資本財
CHINA	RAILWAY	GROUP	LTD	︲	H 1, ₉₀₀ 1, ₆₅₀ 1, ₆₅₀ ₂₅, ₅₉1 資本財
TRULY	INTERNATIONAL	HOLDINGS ― 1, ₀₀₀ ₃₉₀ ₆, ₀4₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
POWER	ASSETS	HOLDINGS	LTD ₂₀ ― ― ― 公益事業
CHINA	EVERBRIGHT	INTL	LTD ₂₅₀ ₂₅₀ ₃₆₉ ₅, ₇₃₀ 商業・専門サービス
CHINA	HUISHAN	DAIRY	HOLDINGS ₃4₀ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
GREENLAND	HONG	KONG	HOLDINGS	LTD ₈₈₀ ― ― ― 不動産
SUN	HUNG	KAI	PROPERTIES ₆₀ 4₀ ₅1₂ ₇, ₉4₇ 不動産
BEIJING	JINGNENG	CLEAN	ENE︲H 1, ₅₀₀ 1, ₅₀₀ ₅₉1 ₉, 1₆₆ 公益事業
KINGSOFT	CORP	LTD 1₀₀ 1₀₀ ₃₀₆ 4, ₇₅₃ ソフトウェア・サービス
CHINA	CINDA	ASSET	MANAGEME︲H 1, ₀₀₀ 1, ₀₀₀ 4₈1 ₇, 4₆₀ 各種金融
CT	ENVIRONMENTAL	GROUP	LTD ₆₀₀ ₂4₀ ₂₃₆ ₃, ₆₆₆ 公益事業
HUADIAN	FUXIN	ENERGY	CORP	︲H 1, ₂₀₀ 1, ₀₂₀ 4₆₂ ₇, 1₆₆ 公益事業
HUANENG	RENEWABLES	CORP︲H 1, 4₈₀ ― ― ― 公益事業
CHINA	MERCHANTS	HLDGS	INT ― 1₀₀ ₃₃4 ₅, 1₈₀ 運輸
BEIJING	ENTERPRISES	WATER	GR 1, ₅₈₀ 1, ₅₈₀ 1, ₀₀4 1₅, ₅₈₅ 公益事業
FAR	EAST	GLOBAL	GROUP	LTD ₂, ₅₀₀ ₂, ₅₀₀ ₃₃₇ ₅, ₂₃4 資本財
CHINA	EVERBRIGHT	LTD ₃₂₀ ₂4₀ ₆₂4 ₉, ₆₇₈ 各種金融
PAX	GLOBAL	TECHNOLOGY	LTD 1, 1₅₀ ₂1₀ ₂1₇ ₃, ₃₆₇ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
HUTCHISON	WHAMPOA ₇₀ ₅₀ ₅₆₈ ₈, ₈1₇ 資本財
GEELY	AUTOMOBILE	HOLDINGS	LTD ₃, ₈₅₀ ₂, 1₅₀ ₉4₃ 14, ₆₃₉ 自動車・自動車部品
CHINA	VANKE	CO	LTD︲H ― ₂₅₀ 4₈₃ ₇, 4₉₉ 不動産
CHINA	RESOURCES	ENTERPRISE ₈₀₀ ₂₆₀ ₃₉₅ ₆, 1₂₉ 食品・生活必需品小売り
ANGANG	STEEL	CO	LTD︲H 1, 14₀ ₅₆₀ ₃₆₅ ₅, ₆₆₃ 素材
JIANGXI	COPPER	COMPANY	LTD︲H ₃₆₀ ₃₂₀ ₅₂₀ ₈, ₀₈₀ 素材
SHANGHAI	INDUSTRIAL	HLDG ₆₇₀ ― ― ― 資本財
CHINA	GAS	HOLDINGS	LTD ₅₂₀ ₇₂₀ 1, ₀₂₂ 1₅, ₈₅₇ 公益事業
CHINA	PETROLEUM	&	CHEMICAL︲H ₉, ₀₅₈ ₆, ₆₃₈ 4, 44₀ ₆₈, ₈₇₇ エネルギー
SIHUAN	PHARMACEUTICAL	HLDGS ₂, ₉₅₀ ₃, 1₇₀ 1, ₃₉₇ ₂1, ₆₈₂ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス
DONGFENG	MOTOR	GRP	CO	LTD︲H ― 1, ₃₂₀ 1, ₈₂1 ₂₈, ₂₅₃ 自動車・自動車部品
GOME	ELECTRICAL	APPLIANCES ₅, ₀₀₀ ― ― ― 小売
CHINA	FOODS	LTD ― 1, ₅₂₀ ₇₅₅ 11, ₇1₆ 食品・飲料・タバコ
CHINA	COMMUNICATIONS	SERVICE ₂, ₉₆₀ ― ― ― 電気通信サービス
SINOTRANS	CO	LTD 1, ₃₀₀ 1, 11₀ ₆₂₀ ₉, ₆₂₃ 運輸
FOSUN	INTERNATIONAL 1, ₀₀₀ ― ― ― 素材
TENCENT	HOLDINGS	LTD ₂₉₉ 1, ₂₇1 ₂₀, ₅₆4 ₃1₈, ₉₅₉ ソフトウェア・サービス
CHINA	TELECOM	CORP	LTD ₅, ₉4₀ 4, 14₀ ₂, 4₀₉ ₃₇, ₃₇1 電気通信サービス
AIR	CHINA	LIMITED︲H 1, 1₆₀ ₂₆₀ ₂₅4 ₃, ₉₅1 運輸
CHINA	UNICOM	HONG	KONG	LTD ₂, 1₀₀ 1, ₅₀₀ ₂, ₀4₉ ₃1, ₇₇₉ 電気通信サービス
ZTE	CORP︲H ₆₀₀ ₂₃₈ ₅₀₆ ₇, ₈₆₂ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
SHIMAO	PROPERTY	HOLDINGS	LTD ₅₉₀ ₅₉₀ 1, ₀44 1₆, 1₉₇ 不動産
CHINA	RESOURCES	POWER	HOLDINGS ₆₀₀ ₆₀₀ 1, ₂₆₆ 1₉, ₆₃₅ 公益事業
PETROCHINA	CO	LTD︲H ₅, ₈₆₀ ₅, 44₀ ₅, 41₂ ₈₃, ₉₅₂ エネルギー
XINYI	GLASS	HOLDING	CO	LTD ₉₀₀ 1, ₀₀₀ ₅₃₉ ₈, ₃₅₉ 自動車・自動車部品
CNOOC	LTD ₅, ₃4₀ 4, ₅₉₀ ₅, ₅₅₃ ₈₆, 14₀ エネルギー

■組入資産の明細
₂₀1₅年 4 月1₃日現在

外国株式
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
HUANENG	POWER	INTL	INC︲H 1, ₂₂₀ 1, 14₀ 1, 1₂₀ 1₇, ₃₈₀ 公益事業
ANHUI	CONCH	CEMENT	CO	LTD︲H ₅1₅ 4₈₅ 1, ₅₀₃ ₂₃, ₃1₉ 素材
CHINA	LONGYUAN	POWER	GROUP︲H 1, ₅₀₀ 1, ₅₀₀ 1, 4₉4 ₂₃, 1₇1 公益事業
CHINA	CONSTRUCTION	BANK︲H ₂₃, ₀11 1₉, 111 1₃, ₅₆₈ ₂1₀, 4₅₂ 銀行
CHINA	MOBILE	LTD 1, ₇₉₅ 1, ₆₂₅ 1₇, ₉₇₂ ₂₇₈, ₇₅₃ 電気通信サービス
XINYI	SOLAR	HOLDINGS	LTD ₉₀₀ ₉₀₀ ₂₅1 ₃, ₈₉4 半導体・半導体製造装置
CHINA	CITIC	BANK ₂, 4₂₀ ₂, 4₂₀ 1, ₆₇4 ₂₅, ₉₇₃ 銀行
CHEUNG	KONG	INFRASTRUCTUR 4₀ ― ― ― 公益事業
HENGAN	INTL	GROUP	CO	LTD ₂4₀ ₂4₀ ₂, 4₀₂ ₃₇, ₂₆1 家庭用品・パーソナル用品
HUADIAN	POWER	INTL	CORP︲H 1, 1₆₀ ₈₆₀ ₆14 ₉, ₅₃₇ 公益事業
CHINA	SHENHUA	ENERGY	CO	︲	H 1, ₂₆₀ ₉1₅ 1, ₉₈₅ ₃₀, ₇₉₅ エネルギー
SINOPHARM	GROUP	CO︲H ― ₃₅₆ 1, ₂₇₉ 1₉, ₈₅₀ ヘルスケア機器・サービス
CHINA	RESOURCES	LAND	LTD ₇₆₀ ₇₂₀ 1, ₇₈₅ ₂₇, ₆₉4 不動産
ZOOMLION	HEAVY	INDUSTRY︲H 1, 1₅₀ 1, ₀₅₀ ₆₆₇ 1₀, ₃₅₇ 資本財
HAIER	ELECTRONICS	GROUP	CO ₆₀ 1₆₀ ₃₇₈ ₅, ₈₆₈ 耐久消費財・アパレル
YANZHOU	COAL	MINING	CO︲H ― 4₀₀ ₃₅₇ ₅, ₅4₀ エネルギー
COSCO	PACIFIC	LIMITED ₃, 4₆₀ ₃₀₀ ₃₃₆ ₅, ₂₂₀ 運輸
BYD	CO	LTD︲H 1₃₅ 1₆₀ ₇₆4 11, ₈4₉ 自動車・自動車部品
BAOXIN	AUTO	GROUP	LTD ₈₀₀ ₈₀₀ ₃₈4 ₅, ₉₅₅ 小売
AIA	GROUP	LTD ₂₀₀ 1₂4 ₆₆₆ 1₀, ₃₃₇ 保険
IND	&	COMM	BK	OF	CHINA	︲	H ₂₃, ₉₀₀ 1₉, ₆₆₀ 1₂, ₃₂₆ 1₉1, 1₈₈ 銀行
CHINA	OVERSEAS	LAND	&	INVEST 1, ₃₉₆ 1, 1₃₆ ₃, ₃₂₈ ₅1, ₆₂4 不動産
CSR	CORP	LTD︲H ₂, 1₉₀ ₉₆₀ 1, 4₉₃ ₂₃, 1₆₈ 資本財
CHINA	COAL	ENERGY	CO	︲	H 1, 44₀ ₉₂₀ 4₈₇ ₇, ₅₆₂ エネルギー
SANDS	CHINA	LTD ₆₀ 1₀₀ ₃₇₂ ₅, ₇₇₇ 消費者サービス
CHINA	MINSHENG	BANKING︲H ₆₀₀ 1, ₀44 1, 11₂ 1₇, ₂₆1 銀行
AAC	TECHNOLOGIES	HOLDINGS	IN ― ₂₆₅ 1, ₃₇₅ ₂1, ₃₃1 テクノロジー・ハードウェアおよび機器
ANTA	SPORTS	PRODUCTS	LTD ― 1₅₀ ₂4₀ ₃, ₇₃1 耐久消費財・アパレル
FIH	MOBILE	LTD 1, ₀₃₀ 1, ₀₃₀ 4₃₉ ₆, ₈₂1 テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	LESSO	GROUP	HOLDINGS	LTD 1, ₃₃₀ ― ― ― 資本財
SINOPEC	SHANGHAI	PETROCHE 1, ₅₀₀ ― ― ― 素材
PING	AN	INSURANCE	CO︲H ₆₇₀ ₆4₀ ₆, ₆₇₅ 1₀₃, ₅₃₂ 保険
PICC	PROPERTY	&	CASUALTY	︲H ₆₀₀ ₉₀₀ 1, ₅₈₂ ₂4, ₅₃₉ 保険
LI	NING	CO 1, 1₅₀ ― ― ― 耐久消費財・アパレル
GREAT	WALL	MOTOR	COMPANY︲H 1₅₀ ₃₃₀ 1, ₉₂₂ ₂₉, ₈14 自動車・自動車部品
COMBA	TELECOM	SYSTEMS	HOLDIN ― ₂, ₃₀₀ ₆₂₅ ₉, ₇₀₃ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
AVICHINA	INDUSTRY	&	TECH︲H ― 1, ₂₈₀ ₉₂₈ 14, ₃₉₃ 資本財
SUNNY	OPTICAL	TECH ₇₃₀ ― ― ― テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	PACIFIC	INSURANCE	GR︲H 1, 14₀ ₈₂₈ ₃, 41₉ ₅₃, ₀₃₈ 保険
CHINA	LIFE	INSURANCE	CO︲H ₂, 1₀₀ ₂, ₀₃₀ ₈, 1₂₀ 1₂₅, ₉41 保険
ENN	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₂₈₀ ₂₆₀ 1, ₃₈4 ₂1, 4₇₃ 公益事業
NINE	DRAGONS	PAPER	HOLDINGS 1, ₂₂₀ ― ― ― 素材
SHANGHAI	ELECTRIC	GRP	CORP︲H ₂, ₀4₀ 1, 1₂₀ ₈₂4 1₂, ₇₈₅ 資本財
KUNLUN	ENERGY	COMPANY	LTD ― ₃4₀ ₂₉4 4, ₅₆1 エネルギー
CHINA	OILFIELD	SERVICES︲H ₇4₀ ₂₆₀ 41₉ ₆, ₅₀₀ エネルギー
DONGFANG	ELECTRIC	CORPORATION	LTD︲H ― ₃₃₀ ₆1₉ ₉, ₆₀1 資本財

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA	SHIPPING	DEVELOPMEN ₈₀₀ ₃4₀ ₂44 ₃, ₇₈₆ 運輸
LENOVO	GROUP	LTD 44₀ 1, ₀₆₀ 1, ₃₆₅ ₂1, 1₇₅ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	STATE	CONSTRUCTION	INT ₂, 4₈₀ 1, ₃₈₀ 1, ₆₉₇ ₂₆, ₃₂₆ 資本財
BANK	OF	COMMUNICATIONS	CO︲H ― ₉₀₀ ₆₆₅ 1₀, ₃1₅ 銀行
WASION	GROUP	HOLDINGS	LTD ₃₂₀ ₅₀₀ ₅₆₃ ₈, ₇₃₂ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
GCL	POLY	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₂, ₀₀₀ ₅, ₂4₀ 1, ₂₈₉ 1₉, ₉₉₃ 半導体・半導体製造装置
ZHUZHOU	CSR	TIMES	ELECTRIC︲H ₅4₅ ₂4₀ 1, 4₇₆ ₂₂, ₈₉₂ 資本財
CHINA	MERCHANTS	BANK	︲	H 1, ₉1₀. 41 1, ₆₂₀. 41 ₃, 1₉₅ 4₉, ₅₆1 銀行
CHINA	BLUECHEMICAL	LTD	︲	H ― 1, ₉₂₀ ₆₅₀ 1₀, ₀₉₅ 素材
BANK	OF	CHINA	LTD	︲	H ₂4, ₃₂₀ ₂1, ₅1₀ 1₀, ₇₉₈ 1₆₇, 4₇₇ 銀行
CITIC	SECURITIES	CO	LTD︲H ₈₆₀ 4₅₅ 1, ₆₃₈ ₂₅, 4₀₅ 各種金融
HAITONG	SECURITIES	CO	LTD︲H ₅₆4 ₅₃₂ 1, ₃₇₇ ₂1, ₃₇₀ 各種金融
BRILLIANCE	CHINA	AUTOMOTI ₅₀₀ 1, 1₂₀ 1, ₈₉₅ ₂₉, ₃₉₂ 自動車・自動車部品
LONGFOR	PROPERTIES ₇₂₀ ― ― ― 不動産
DAPHNE	INTERNATIONAL	HOLDING 1, ₃₀₀ 1, ₉₀₀ ₅4₅ ₈, 4₅₇ 耐久消費財・アパレル

通貨小計
株　数、金　額 1₈₉, ₉₉₈. 41 1₅₇, ₃₉₃. 41 1₈₅, ₆₅₂ ₂, ₈₇₉, 4₇₃
銘柄数＜比率＞ ₉1銘柄 ₉1銘柄 ― <₈₇. ₅％>

（シンガポール・ドル…シンガポール） 百株 百株 千シンガポール・ドル 千円
CAPITALAND	LTD 1, ₅₉₅ 1, ₅₉₅ ₅₇₅ ₅₀, ₆₆₉ 不動産
GOLDEN	AGRI︲RESOURCES	LTD 1, ₈₀₀ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
GLOBAL	LOGISTIC	PROPERTIES	L ― ₂₈₇ ₇₆ ₆, ₇₆₈ 不動産

通貨小計
株　数、金　額 ₃, ₃₉₅ 1, ₈₈₂ ₆₅₂ ₅₇, 4₃₈
銘柄数＜比率＞ ₂銘柄 ₂銘柄 ― <1. ₇％>

（台湾・ドル…台湾） 百株 百株 千台湾・ドル 千円
TAIWAN	FERTILIZER	CO	LTD ₃₆₀ ₆4₀ ₃, 4₆₂ 1₃, ₃₃₀ 素材
HON	HAI	PRECISION	IND ₃₃₈. ₈ ₂₇₉. 4₅ ₂, ₆₀1 1₀, ₀1₆ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
TAIWAN	SEMICONDUCTOR	MFE ₉₈₀ ₆₅₀ ₉, ₅₅₅ ₃₆, ₇₈₆ 半導体・半導体製造装置
QUANTA	COMPUTER	INC ₂₀₀ ₂₀₀ 1, 4₇₈ ₅, ₆₉₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHUNGHWA	TELECOM	CO	LTD ₂₀₀ ₂₀₀ 1, ₉₉₀ ₇, ₆₆1 電気通信サービス
MEDIATEK	INC ₉₀ ₉₀ ₃, ₇₉₃ 14, ₆₀4 半導体・半導体製造装置
YUANTA	FINANCIAL	HOLDING	CO ₂, ₃₇₉. ₉₆ ₂, 4₃₉. 4₅ ₃, ₈₂₉ 14, ₇4₅ 各種金融
CTBC	FINANCIAL	HOLDING	CO	LTD ₃, ₅₇₇. ₆₅ ₃, 41₀ ₇, ₂1₂ ₂₇, ₇₆₆ 銀行

通貨小計
株　数、金　額 ₈, 1₂₆. 41 ₇, ₉₀₈. ₉ ₃₃, ₉₂₂ 1₃₀, ₆₀₂
銘柄数＜比率＞ ₈銘柄 ₈銘柄 ― <4. ₀％>

（韓国・ウォン…韓国） 百株 百株 千韓国・ウォン 千円
SHINSEGAE	CO	LTD ₆ ₆ 1₀₀, ₅₀₀ 11, ₀44 小売
HYUNDAI	MOTOR	CO	LTD 1₂ 1₂ ₂₀1, ₀₀₀ ₂₂, ₀₈₉ 自動車・自動車部品
POSCO ₆ ₆ 1₅1, ₈₀₀ 1₆, ₆₈₂ 素材
SAMSUNG	ELECTRONICS ₃. ₂ ₃. ₀₅ 4₅4, 4₅₀ 4₉, ₉44 テクノロジー・ハードウェアおよび機器

通貨小計
株　数、金　額 ₂₇. ₂ ₂₇. ₀₅ ₉₀₇, ₇₅₀ ₉₉, ₇₆1
銘柄数＜比率＞ 4銘柄 4銘柄 ― <₃. ₀％>

合　　計
株　数、金　額 ₂₀1, ₅4₇. ₀₂ 1₆₇, ₂11. ₃₆ ― ₃, 1₆₇, ₂₇₆
銘柄数＜比率＞ 1₀₅銘柄 1₀₅銘柄 ― <₉₆. ₂％>

＊	邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算した
ものです。

＊邦貨換算金額欄の＜＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

投資信託証券
買　　　　　付 売　　　　　付

口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

外
国

ISHARES	FTSE	A₅₀	
C H I N A 	 I N D E X

口 千香港・ドル 口 千香港・ドル

― ― 1₈₇, ₆₀₀ 1, ₈₆₉

＊金額は受渡し代金

新株予約権証券
買　　　　　付 売　　　　　付

証 券 数 金　　額 証 券 数 金　　額

外
国 香 港

証券 千香港・ドル 証券 千香港・ドル
― ― ₅₀₀ ₈

（	 ₅₀₀）（	 ₂）
＊金額は受渡し代金
＊	（　）内は増資割当、株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数
字には含まれていません。

■売買及び取引の状況
（₂₀14年 4 月1₂日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

株　　式
買　　　　　付 売　　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

外

　
　国

香 港
株 千香港・ドル 株 千香港・ドル

₂, ₆4₉, ₆₀₀ 1₈, ₇₉₀ ₆, ₃₂₈, ₀₀₀ 4₈, ₉₇₇
（	 41₇, ₉₀₀）（△	 ₂1）

シンガポール
株 千シンガポール・ドル 株 千シンガポール・ドル

₂₈, ₇₀₀ ₇₃ 1₈₀, ₀₀₀ ₇1

台 湾
株 千台湾・ドル 株 千台湾・ドル

₂₈, ₀₀₀ 1, ₅4₆ ₇₃, ₀₀₀ ₆, ₀₆₆
（	 ₂₃, ₂4₉）（△	 4₂）

韓 国 株 千韓国・ウォン 株 千韓国・ウォン
― ― 1₅ ₂₂, ₀₅₀

＊金額は受渡し代金
＊	（　）内は増資割当、株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数
字には含まれていません。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀14年 4 月1₂日から₂₀1₅年 4 月1₃日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 1, ₀₂₀, ₉₃₀千円
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₂, ₆₂₀, ₉₇₉千円
（ｃ）売 買 高 比 率	（ａ）／（ｂ） ₀. ₃₈
＊（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA	RAILWAYS	CONSTRUCTIO︲H 4₀₀ 4₀₀ ₅₉₉ ₉, ₂₉₃ 資本財
CHINA	RAILWAY	GROUP	LTD	︲	H 1, ₉₀₀ 1, ₆₅₀ 1, ₆₅₀ ₂₅, ₅₉1 資本財
TRULY	INTERNATIONAL	HOLDINGS ― 1, ₀₀₀ ₃₉₀ ₆, ₀4₈ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
POWER	ASSETS	HOLDINGS	LTD ₂₀ ― ― ― 公益事業
CHINA	EVERBRIGHT	INTL	LTD ₂₅₀ ₂₅₀ ₃₆₉ ₅, ₇₃₀ 商業・専門サービス
CHINA	HUISHAN	DAIRY	HOLDINGS ₃4₀ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
GREENLAND	HONG	KONG	HOLDINGS	LTD ₈₈₀ ― ― ― 不動産
SUN	HUNG	KAI	PROPERTIES ₆₀ 4₀ ₅1₂ ₇, ₉4₇ 不動産
BEIJING	JINGNENG	CLEAN	ENE︲H 1, ₅₀₀ 1, ₅₀₀ ₅₉1 ₉, 1₆₆ 公益事業
KINGSOFT	CORP	LTD 1₀₀ 1₀₀ ₃₀₆ 4, ₇₅₃ ソフトウェア・サービス
CHINA	CINDA	ASSET	MANAGEME︲H 1, ₀₀₀ 1, ₀₀₀ 4₈1 ₇, 4₆₀ 各種金融
CT	ENVIRONMENTAL	GROUP	LTD ₆₀₀ ₂4₀ ₂₃₆ ₃, ₆₆₆ 公益事業
HUADIAN	FUXIN	ENERGY	CORP	︲H 1, ₂₀₀ 1, ₀₂₀ 4₆₂ ₇, 1₆₆ 公益事業
HUANENG	RENEWABLES	CORP︲H 1, 4₈₀ ― ― ― 公益事業
CHINA	MERCHANTS	HLDGS	INT ― 1₀₀ ₃₃4 ₅, 1₈₀ 運輸
BEIJING	ENTERPRISES	WATER	GR 1, ₅₈₀ 1, ₅₈₀ 1, ₀₀4 1₅, ₅₈₅ 公益事業
FAR	EAST	GLOBAL	GROUP	LTD ₂, ₅₀₀ ₂, ₅₀₀ ₃₃₇ ₅, ₂₃4 資本財
CHINA	EVERBRIGHT	LTD ₃₂₀ ₂4₀ ₆₂4 ₉, ₆₇₈ 各種金融
PAX	GLOBAL	TECHNOLOGY	LTD 1, 1₅₀ ₂1₀ ₂1₇ ₃, ₃₆₇ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
HUTCHISON	WHAMPOA ₇₀ ₅₀ ₅₆₈ ₈, ₈1₇ 資本財
GEELY	AUTOMOBILE	HOLDINGS	LTD ₃, ₈₅₀ ₂, 1₅₀ ₉4₃ 14, ₆₃₉ 自動車・自動車部品
CHINA	VANKE	CO	LTD︲H ― ₂₅₀ 4₈₃ ₇, 4₉₉ 不動産
CHINA	RESOURCES	ENTERPRISE ₈₀₀ ₂₆₀ ₃₉₅ ₆, 1₂₉ 食品・生活必需品小売り
ANGANG	STEEL	CO	LTD︲H 1, 14₀ ₅₆₀ ₃₆₅ ₅, ₆₆₃ 素材
JIANGXI	COPPER	COMPANY	LTD︲H ₃₆₀ ₃₂₀ ₅₂₀ ₈, ₀₈₀ 素材
SHANGHAI	INDUSTRIAL	HLDG ₆₇₀ ― ― ― 資本財
CHINA	GAS	HOLDINGS	LTD ₅₂₀ ₇₂₀ 1, ₀₂₂ 1₅, ₈₅₇ 公益事業
CHINA	PETROLEUM	&	CHEMICAL︲H ₉, ₀₅₈ ₆, ₆₃₈ 4, 44₀ ₆₈, ₈₇₇ エネルギー
SIHUAN	PHARMACEUTICAL	HLDGS ₂, ₉₅₀ ₃, 1₇₀ 1, ₃₉₇ ₂1, ₆₈₂ 医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス
DONGFENG	MOTOR	GRP	CO	LTD︲H ― 1, ₃₂₀ 1, ₈₂1 ₂₈, ₂₅₃ 自動車・自動車部品
GOME	ELECTRICAL	APPLIANCES ₅, ₀₀₀ ― ― ― 小売
CHINA	FOODS	LTD ― 1, ₅₂₀ ₇₅₅ 11, ₇1₆ 食品・飲料・タバコ
CHINA	COMMUNICATIONS	SERVICE ₂, ₉₆₀ ― ― ― 電気通信サービス
SINOTRANS	CO	LTD 1, ₃₀₀ 1, 11₀ ₆₂₀ ₉, ₆₂₃ 運輸
FOSUN	INTERNATIONAL 1, ₀₀₀ ― ― ― 素材
TENCENT	HOLDINGS	LTD ₂₉₉ 1, ₂₇1 ₂₀, ₅₆4 ₃1₈, ₉₅₉ ソフトウェア・サービス
CHINA	TELECOM	CORP	LTD ₅, ₉4₀ 4, 14₀ ₂, 4₀₉ ₃₇, ₃₇1 電気通信サービス
AIR	CHINA	LIMITED︲H 1, 1₆₀ ₂₆₀ ₂₅4 ₃, ₉₅1 運輸
CHINA	UNICOM	HONG	KONG	LTD ₂, 1₀₀ 1, ₅₀₀ ₂, ₀4₉ ₃1, ₇₇₉ 電気通信サービス
ZTE	CORP︲H ₆₀₀ ₂₃₈ ₅₀₆ ₇, ₈₆₂ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
SHIMAO	PROPERTY	HOLDINGS	LTD ₅₉₀ ₅₉₀ 1, ₀44 1₆, 1₉₇ 不動産
CHINA	RESOURCES	POWER	HOLDINGS ₆₀₀ ₆₀₀ 1, ₂₆₆ 1₉, ₆₃₅ 公益事業
PETROCHINA	CO	LTD︲H ₅, ₈₆₀ ₅, 44₀ ₅, 41₂ ₈₃, ₉₅₂ エネルギー
XINYI	GLASS	HOLDING	CO	LTD ₉₀₀ 1, ₀₀₀ ₅₃₉ ₈, ₃₅₉ 自動車・自動車部品
CNOOC	LTD ₅, ₃4₀ 4, ₅₉₀ ₅, ₅₅₃ ₈₆, 14₀ エネルギー

■組入資産の明細
₂₀1₅年 4 月1₃日現在

外国株式
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チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用）

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
HUANENG	POWER	INTL	INC︲H 1, ₂₂₀ 1, 14₀ 1, 1₂₀ 1₇, ₃₈₀ 公益事業
ANHUI	CONCH	CEMENT	CO	LTD︲H ₅1₅ 4₈₅ 1, ₅₀₃ ₂₃, ₃1₉ 素材
CHINA	LONGYUAN	POWER	GROUP︲H 1, ₅₀₀ 1, ₅₀₀ 1, 4₉4 ₂₃, 1₇1 公益事業
CHINA	CONSTRUCTION	BANK︲H ₂₃, ₀11 1₉, 111 1₃, ₅₆₈ ₂1₀, 4₅₂ 銀行
CHINA	MOBILE	LTD 1, ₇₉₅ 1, ₆₂₅ 1₇, ₉₇₂ ₂₇₈, ₇₅₃ 電気通信サービス
XINYI	SOLAR	HOLDINGS	LTD ₉₀₀ ₉₀₀ ₂₅1 ₃, ₈₉4 半導体・半導体製造装置
CHINA	CITIC	BANK ₂, 4₂₀ ₂, 4₂₀ 1, ₆₇4 ₂₅, ₉₇₃ 銀行
CHEUNG	KONG	INFRASTRUCTUR 4₀ ― ― ― 公益事業
HENGAN	INTL	GROUP	CO	LTD ₂4₀ ₂4₀ ₂, 4₀₂ ₃₇, ₂₆1 家庭用品・パーソナル用品
HUADIAN	POWER	INTL	CORP︲H 1, 1₆₀ ₈₆₀ ₆14 ₉, ₅₃₇ 公益事業
CHINA	SHENHUA	ENERGY	CO	︲	H 1, ₂₆₀ ₉1₅ 1, ₉₈₅ ₃₀, ₇₉₅ エネルギー
SINOPHARM	GROUP	CO︲H ― ₃₅₆ 1, ₂₇₉ 1₉, ₈₅₀ ヘルスケア機器・サービス
CHINA	RESOURCES	LAND	LTD ₇₆₀ ₇₂₀ 1, ₇₈₅ ₂₇, ₆₉4 不動産
ZOOMLION	HEAVY	INDUSTRY︲H 1, 1₅₀ 1, ₀₅₀ ₆₆₇ 1₀, ₃₅₇ 資本財
HAIER	ELECTRONICS	GROUP	CO ₆₀ 1₆₀ ₃₇₈ ₅, ₈₆₈ 耐久消費財・アパレル
YANZHOU	COAL	MINING	CO︲H ― 4₀₀ ₃₅₇ ₅, ₅4₀ エネルギー
COSCO	PACIFIC	LIMITED ₃, 4₆₀ ₃₀₀ ₃₃₆ ₅, ₂₂₀ 運輸
BYD	CO	LTD︲H 1₃₅ 1₆₀ ₇₆4 11, ₈4₉ 自動車・自動車部品
BAOXIN	AUTO	GROUP	LTD ₈₀₀ ₈₀₀ ₃₈4 ₅, ₉₅₅ 小売
AIA	GROUP	LTD ₂₀₀ 1₂4 ₆₆₆ 1₀, ₃₃₇ 保険
IND	&	COMM	BK	OF	CHINA	︲	H ₂₃, ₉₀₀ 1₉, ₆₆₀ 1₂, ₃₂₆ 1₉1, 1₈₈ 銀行
CHINA	OVERSEAS	LAND	&	INVEST 1, ₃₉₆ 1, 1₃₆ ₃, ₃₂₈ ₅1, ₆₂4 不動産
CSR	CORP	LTD︲H ₂, 1₉₀ ₉₆₀ 1, 4₉₃ ₂₃, 1₆₈ 資本財
CHINA	COAL	ENERGY	CO	︲	H 1, 44₀ ₉₂₀ 4₈₇ ₇, ₅₆₂ エネルギー
SANDS	CHINA	LTD ₆₀ 1₀₀ ₃₇₂ ₅, ₇₇₇ 消費者サービス
CHINA	MINSHENG	BANKING︲H ₆₀₀ 1, ₀44 1, 11₂ 1₇, ₂₆1 銀行
AAC	TECHNOLOGIES	HOLDINGS	IN ― ₂₆₅ 1, ₃₇₅ ₂1, ₃₃1 テクノロジー・ハードウェアおよび機器
ANTA	SPORTS	PRODUCTS	LTD ― 1₅₀ ₂4₀ ₃, ₇₃1 耐久消費財・アパレル
FIH	MOBILE	LTD 1, ₀₃₀ 1, ₀₃₀ 4₃₉ ₆, ₈₂1 テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	LESSO	GROUP	HOLDINGS	LTD 1, ₃₃₀ ― ― ― 資本財
SINOPEC	SHANGHAI	PETROCHE 1, ₅₀₀ ― ― ― 素材
PING	AN	INSURANCE	CO︲H ₆₇₀ ₆4₀ ₆, ₆₇₅ 1₀₃, ₅₃₂ 保険
PICC	PROPERTY	&	CASUALTY	︲H ₆₀₀ ₉₀₀ 1, ₅₈₂ ₂4, ₅₃₉ 保険
LI	NING	CO 1, 1₅₀ ― ― ― 耐久消費財・アパレル
GREAT	WALL	MOTOR	COMPANY︲H 1₅₀ ₃₃₀ 1, ₉₂₂ ₂₉, ₈14 自動車・自動車部品
COMBA	TELECOM	SYSTEMS	HOLDIN ― ₂, ₃₀₀ ₆₂₅ ₉, ₇₀₃ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
AVICHINA	INDUSTRY	&	TECH︲H ― 1, ₂₈₀ ₉₂₈ 14, ₃₉₃ 資本財
SUNNY	OPTICAL	TECH ₇₃₀ ― ― ― テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	PACIFIC	INSURANCE	GR︲H 1, 14₀ ₈₂₈ ₃, 41₉ ₅₃, ₀₃₈ 保険
CHINA	LIFE	INSURANCE	CO︲H ₂, 1₀₀ ₂, ₀₃₀ ₈, 1₂₀ 1₂₅, ₉41 保険
ENN	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₂₈₀ ₂₆₀ 1, ₃₈4 ₂1, 4₇₃ 公益事業
NINE	DRAGONS	PAPER	HOLDINGS 1, ₂₂₀ ― ― ― 素材
SHANGHAI	ELECTRIC	GRP	CORP︲H ₂, ₀4₀ 1, 1₂₀ ₈₂4 1₂, ₇₈₅ 資本財
KUNLUN	ENERGY	COMPANY	LTD ― ₃4₀ ₂₉4 4, ₅₆1 エネルギー
CHINA	OILFIELD	SERVICES︲H ₇4₀ ₂₆₀ 41₉ ₆, ₅₀₀ エネルギー
DONGFANG	ELECTRIC	CORPORATION	LTD︲H ― ₃₃₀ ₆1₉ ₉, ₆₀1 資本財

銘　　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

業種等
株　数 株　数

評　価　額
外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 百株 百株 千香港・ドル 千円
CHINA	SHIPPING	DEVELOPMEN ₈₀₀ ₃4₀ ₂44 ₃, ₇₈₆ 運輸
LENOVO	GROUP	LTD 44₀ 1, ₀₆₀ 1, ₃₆₅ ₂1, 1₇₅ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHINA	STATE	CONSTRUCTION	INT ₂, 4₈₀ 1, ₃₈₀ 1, ₆₉₇ ₂₆, ₃₂₆ 資本財
BANK	OF	COMMUNICATIONS	CO︲H ― ₉₀₀ ₆₆₅ 1₀, ₃1₅ 銀行
WASION	GROUP	HOLDINGS	LTD ₃₂₀ ₅₀₀ ₅₆₃ ₈, ₇₃₂ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
GCL	POLY	ENERGY	HOLDINGS	LTD ₂, ₀₀₀ ₅, ₂4₀ 1, ₂₈₉ 1₉, ₉₉₃ 半導体・半導体製造装置
ZHUZHOU	CSR	TIMES	ELECTRIC︲H ₅4₅ ₂4₀ 1, 4₇₆ ₂₂, ₈₉₂ 資本財
CHINA	MERCHANTS	BANK	︲	H 1, ₉1₀. 41 1, ₆₂₀. 41 ₃, 1₉₅ 4₉, ₅₆1 銀行
CHINA	BLUECHEMICAL	LTD	︲	H ― 1, ₉₂₀ ₆₅₀ 1₀, ₀₉₅ 素材
BANK	OF	CHINA	LTD	︲	H ₂4, ₃₂₀ ₂1, ₅1₀ 1₀, ₇₉₈ 1₆₇, 4₇₇ 銀行
CITIC	SECURITIES	CO	LTD︲H ₈₆₀ 4₅₅ 1, ₆₃₈ ₂₅, 4₀₅ 各種金融
HAITONG	SECURITIES	CO	LTD︲H ₅₆4 ₅₃₂ 1, ₃₇₇ ₂1, ₃₇₀ 各種金融
BRILLIANCE	CHINA	AUTOMOTI ₅₀₀ 1, 1₂₀ 1, ₈₉₅ ₂₉, ₃₉₂ 自動車・自動車部品
LONGFOR	PROPERTIES ₇₂₀ ― ― ― 不動産
DAPHNE	INTERNATIONAL	HOLDING 1, ₃₀₀ 1, ₉₀₀ ₅4₅ ₈, 4₅₇ 耐久消費財・アパレル

通貨小計
株　数、金　額 1₈₉, ₉₉₈. 41 1₅₇, ₃₉₃. 41 1₈₅, ₆₅₂ ₂, ₈₇₉, 4₇₃
銘柄数＜比率＞ ₉1銘柄 ₉1銘柄 ― <₈₇. ₅％>

（シンガポール・ドル…シンガポール） 百株 百株 千シンガポール・ドル 千円
CAPITALAND	LTD 1, ₅₉₅ 1, ₅₉₅ ₅₇₅ ₅₀, ₆₆₉ 不動産
GOLDEN	AGRI︲RESOURCES	LTD 1, ₈₀₀ ― ― ― 食品・飲料・タバコ
GLOBAL	LOGISTIC	PROPERTIES	L ― ₂₈₇ ₇₆ ₆, ₇₆₈ 不動産

通貨小計
株　数、金　額 ₃, ₃₉₅ 1, ₈₈₂ ₆₅₂ ₅₇, 4₃₈
銘柄数＜比率＞ ₂銘柄 ₂銘柄 ― <1. ₇％>

（台湾・ドル…台湾） 百株 百株 千台湾・ドル 千円
TAIWAN	FERTILIZER	CO	LTD ₃₆₀ ₆4₀ ₃, 4₆₂ 1₃, ₃₃₀ 素材
HON	HAI	PRECISION	IND ₃₃₈. ₈ ₂₇₉. 4₅ ₂, ₆₀1 1₀, ₀1₆ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
TAIWAN	SEMICONDUCTOR	MFE ₉₈₀ ₆₅₀ ₉, ₅₅₅ ₃₆, ₇₈₆ 半導体・半導体製造装置
QUANTA	COMPUTER	INC ₂₀₀ ₂₀₀ 1, 4₇₈ ₅, ₆₉₀ テクノロジー・ハードウェアおよび機器
CHUNGHWA	TELECOM	CO	LTD ₂₀₀ ₂₀₀ 1, ₉₉₀ ₇, ₆₆1 電気通信サービス
MEDIATEK	INC ₉₀ ₉₀ ₃, ₇₉₃ 14, ₆₀4 半導体・半導体製造装置
YUANTA	FINANCIAL	HOLDING	CO ₂, ₃₇₉. ₉₆ ₂, 4₃₉. 4₅ ₃, ₈₂₉ 14, ₇4₅ 各種金融
CTBC	FINANCIAL	HOLDING	CO	LTD ₃, ₅₇₇. ₆₅ ₃, 41₀ ₇, ₂1₂ ₂₇, ₇₆₆ 銀行

通貨小計
株　数、金　額 ₈, 1₂₆. 41 ₇, ₉₀₈. ₉ ₃₃, ₉₂₂ 1₃₀, ₆₀₂
銘柄数＜比率＞ ₈銘柄 ₈銘柄 ― <4. ₀％>

（韓国・ウォン…韓国） 百株 百株 千韓国・ウォン 千円
SHINSEGAE	CO	LTD ₆ ₆ 1₀₀, ₅₀₀ 11, ₀44 小売
HYUNDAI	MOTOR	CO	LTD 1₂ 1₂ ₂₀1, ₀₀₀ ₂₂, ₀₈₉ 自動車・自動車部品
POSCO ₆ ₆ 1₅1, ₈₀₀ 1₆, ₆₈₂ 素材
SAMSUNG	ELECTRONICS ₃. ₂ ₃. ₀₅ 4₅4, 4₅₀ 4₉, ₉44 テクノロジー・ハードウェアおよび機器

通貨小計
株　数、金　額 ₂₇. ₂ ₂₇. ₀₅ ₉₀₇, ₇₅₀ ₉₉, ₇₆1
銘柄数＜比率＞ 4銘柄 4銘柄 ― <₃. ₀％>

合　　計
株　数、金　額 ₂₀1, ₅4₇. ₀₂ 1₆₇, ₂11. ₃₆ ― ₃, 1₆₇, ₂₇₆
銘柄数＜比率＞ 1₀₅銘柄 1₀₅銘柄 ― <₉₆. ₂％>

＊	邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算した
ものです。

＊邦貨換算金額欄の＜＞内は、純資産総額に対する各国別株式評価額の比率
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外国投資信託証券

銘　　　　柄

期　首
（前期末） 当　　期　　末

口　数 口　数 外貨建
金　額

邦貨換算
金　　額

（香港・ドル…香港） 口 口 千香港・ドル 千円
ISHARES	FTSE	A₅₀	CHINA	INDEX ₂₅₀, ₀₀₀ ₆₂, 4₀₀ ₈₆₈ 1₃, 4₇₂

合　　計 金　　　　額 ₂₅₀, ₀₀₀ ₆₂, 4₀₀ ₈₆₈ 1₃, 4₇₂
銘柄数＜比率＞ 1銘柄 1銘柄 ― <₀. 4％>

＊	邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換
算したものです。
＊邦貨換算金額欄の＜＞内は、純資産総額に対する投資信託証券評価額の比率

■投資信託財産の構成
₂₀1₅年 4 月1₃日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 ₃, 1₆₇, ₂₇₆ ₉₆. ₀
投 資 信 託 受 益 証 券 1₃, 4₇₂ ₀. 4
コ ー ル・ロ ー ン 等、 そ の 他 11₈, ₆₃1 ₃. ₆
投 資 信 託 財 産 総 額 ₃, ₂₉₉, ₃₇₉ 1₀₀. ₀
＊	外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算
したものです。
　　　　	1 アメリカ・ドル＝1₂₀. ₂₂円、 1香港・ドル＝1₅. ₅1円、 1シンガポール・

ドル＝₈₈. ₀₀円、 1台湾・ドル＝₃. ₈₅円、1₀₀韓国・ウォン＝1₀. ₉₉円
＊	当期末における外貨建資産（₃, ₂1₉, ₂₅4千円）の投資信託財産総額（₃, ₂₉₉, ₃₇₉千円）
に対する比率　₉₇. ₆％

※各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しております。

■損益の状況
自₂₀14年 4 月1₂日
至₂₀1₅年 4 月1₃日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₈1， ₉3₆， 513円

受 取 配 当 金 ₈1, ₉1₅, ₀₇₇
受 取 利 息 ₂1, 4₃₆

（Ｂ）有価証券売買損益 1， 132， ₆2₈， 24₇
売 買 益 1, ₂₂₉, ₃₉₂, ₈₅₈
売 買 損 △	 ₉₆, ₇₆4, ₆11

（Ｃ）そ の 他 費 用 △  ₆， 41₈， 5₆2
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1， 20₈， 14₆， 1₉₈
（Ｅ）前期繰越損益金 △  1， 40₇， ₆₇0， 242
（Ｆ）解約差損益金 20₇， 31₆， 0₈₉
（Ｇ）追加信託差損益金 △  ₆， 0₇₈， 52₇
（Ｈ）　　　計　　　 （Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 1， ₇13， 51₈

次期繰越損益金（Ｈ） 1， ₇13， 51₈
＊有価証券売買損益には、期末の評価換えによるものを含みます。
＊	解約差損益金とは、一部解約時の解約金額と元本の差額をいい、元本を下回る額
は利益として、上回る額は損失として処理されます。
＊	追加信託差損益金とは、追加信託金と元本の差額をいい、元本を下回る額は損失
として、上回る額は利益として処理されます。

■資産、負債、元本及び基準価額の状況
（₂₀1₅年 4 月1₃日）現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資　　　　　産 3， 2₉₉， 3₇₉， ₆₇₇円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 11₇, ₈₇₆, ₆4₉
株 式（評価額） ₃, 1₆₇, ₂₇₆, 1₅₉
投 資 信 託 受 益 証 券（評価額） 1₃, 4₇₂, 11₀
未 収 配 当 金 ₇₅4, ₇₅₉

（Ｂ）負　　　　　債 ₈， 0₆4， 0₈5
未 払 解 約 金 ₈, ₀₆4, ₀₈₅

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3， 2₉1， 315， 5₉2
元 本 ₃, ₂₈₉, ₆₀₂, ₀₇4
次 期 繰 越 損 益 金 1, ₇1₃, ₅1₈

（Ｄ）受益権総口数 3， 2₈₉， ₆02， 0₇4口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 005円

＊元本状況
期首元本額 4, ₀₅₀, 4₆₂, 4₇₇円
期中追加設定元本額 ₅₀, ₈₃₅, 1₉1円
期中一部解約元本額 ₈11, ₆₉₅, ₅₉4円

＊元本の内訳
チャイナ龍翔 ₃, ₂₅₇, 441, ₅₇₂円
チャイナ龍翔（FOFs 用）（適格機関投資家専用） ₃₂, 1₆₀, ₅₀₂円

＜お知らせ＞
　平成₂₆年1₂月 1 日付の改正投資信託法施行に伴い、投資信託約款において以下の対応を行いました。（₂₀14年1₂月 1 日付）
・書面決議手続きの緩和に関する所要の変更を行いました。
・デリバティブ取引に係るリスク管理方法の記載を行いました。
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